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平和で明るい神奈川県政をつくる会 

 

（１）「明るい会」の再開 

 「平和で明るい神奈川県政をつくる会」は、18 年 5 月 10 日に活動を再開させる相

談会を開催し、19 年県知事選挙へのとりくみをスタートさせました。 

 どのような選挙をとりくむかについて、京都府知事選挙から学ぶことを決め、「京都

民主府政の会」の事務局長を招いて 7 月 17 日に学習会を開催しました。 

 県知事選挙について、「会」の考え方を知らせ関心を高めるために、18 年 8 月から

「会ニュース」を作成し、駅頭などで配布しました。 

 代表者会議や事務局会議で全体のとりくみを議論するとともに、各委員会も確立し

とりくみを具体化していきました。 

 

（２）岸候補の立候補 

 18 年 9 月に第 1 回の候補者擁立委員会を開催し、国政における「市民と野党の共

闘」を踏まえ、幅広い共同を実現することを考慮し、選考を進めました。 

 こうしたなか、市民連合や九条の会などで中心的に活動されている『岸牧子』さん

の名前が上がり、関係の深い方々から打診を行った結果、岸候補が 1 月中旬に立候補

を決意されました。 

 これまでともに運動してきた市民連合のみなさんなどに事前に報告し、正式には 1

月 29 日の記者会見で立候補を表明しました。 

 

（３）「かながわ ReBorn」 

 岸候補の立候補の決意と同時に、どのような体制・枠組みで選挙をとりくむのか議

論が行われ、約 50 人が参加した 2 月 4 日の「岸牧子候補を囲む会」において、岸候補

を応援する個人・団体は誰もが参加できる「かながわ ReBorn」を立ち上げて選挙をと

りくむことが確認されました。 

 「かながわ ReBorn」は、誰もが参加できる事務局会議を毎週 1 回（計 8 回）開催し、

とりわけ共同を広げるとりくみの推進や、メーリングリストなどを活用した情報・運

動交流をはかりました。また、事務局長と事務局次長を選任し、事前の相談会を開催

（4 回）し議論を深める準備も行いました。 

 

（４）政党などへの働きかけ 

 幅広い共同をつくるひとつとして、政党や労働組合などへの働きかけを重視してと

りくみました。候補者が決まる前の 9 月中旬に「明るい会」として立憲野党（立憲民

主党、国民民主党、社民党、自由党、神奈川ネットなど）や国会議員個人に懇談の申

し入れを行いました。要請時には話しを受け止めていただける政党はありましたが、
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正式な懇談には至りませんでした。 

 また、県知事選挙にあたっての「会」としての基本的考え方を文書にまとめ、それ

に基づく懇談の要請を 12 月 18 日に立憲野党や労働組合などに行いました。 

 岸候補が立候補を表明した後は、候補者を先頭に改めて立憲野党に支援の要請を行

いました。日本共産党はいち早く推薦を決定し、緑の党が支持を決めていただきまし

たが、その他の政党は「自主投票」や「態度を決めない」という対応でした。市民連

合の有志の方々が、個人のつながりを活かして様々なに立憲野党や議員に働きかけを

行ったことは特徴でした。 

 

（（５）「平和で明るい神奈川県政をつくる会」の推薦 

 「平和で明るい神奈川県政をつくる会」では節々でとりくみ状況を確認するととも

に、岸牧子候補の立候補表明、「かながわ ReBorn」の立ち上げを受け、代表委員会に

おいて岸候補の推薦と、「かながわ ReBorn」へ「明るい会」として参加することを決

めました。岸候補とは政策協定を確認しました。 

 また、「会」として役割を果たすために、「かながわ ReBorn」事務局会議に、「会」

の代表委員・事務局メンバーが積極的に参加し、「かながわ ReBorn」の事務局長の責

も担いました。 

 

（１）2・7 集会、各地の演説会・集いなど 

 2 月 7 日に「明るい会」が主催した集会には、950 人が参加し、カンパも約 47 万円

が寄せられました。岸候補を押し出す最初の集会として成功させ、サポーター登録な

どその後の選挙運動の土台をつくりました。 

 岸候補は、市民連合の集まりなどに率先して参加し、候補者自ら共同を広げるとり

くみの先頭に立って奮闘しました。また、「明るい会」構成組織の集まりや演説会など

に積極的に参加し、小児医療費助成の拡充や、改憲 NO、消費税増税 NO など具体的な

政策を訴えて、共感と支持を大きく広げました。 

 

（２）公開討論会 

 公示直前の 3 月 18 日に青年会議所が主催した公開討論会では、中学校給食などで

岸候補と相手候補の政策の違いが鮮明となり、選挙戦での論戦の方向を決めるものと

なりました。 

 

（３）告示日の第一声と街頭演説会 

 告示日の 3 月 21 日は、第一声を横浜駅西口で行い、約 200 人の支援者などが集ま

り大きな盛り上がりをつくって選挙をスタートしました。 

 同日の午後には桜木町駅前で、約 2000 人が集まった大街頭演説会を開催しました。

各地の市民連合の有志や弁護士など多彩な方々が応援の訴えを行いました。そして、

日本共産党の志位委員長が駆けつけ、神奈川県政の課題を明らかにするとともに、岸
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候補を大きく押し上げました。 

 岸候補の訴えは参加者に感動を与え、選挙をとりくむ意思統一と決起をする場とし

ても大きく成功しました。 

 

（（４）明るい会構成組織のとりくみ 

 推薦組織は、新婦人や建設労連・神奈川土建を中心に 500 を超えました。 

 対話数は、事務局体制の弱点があり集約することができませんでした。新婦人では

「カナちゃん紙芝居」を使っての集会がとりくまれ、県政課題を浮き彫りにしながら

対話が進められました。「会」構成組織それぞれで県政学習などの集いが開催されるな

ど奮闘はありましたが、集約の弱さや対話の大きな広がりをつくることはできません

でした。 

 労働組合では、建設労連の拡大月間と結びつけた組合員訪問での対話のとりくみや

選挙ハガキの活用、地域からの中立労組も含めた訪問行動、自治労連の全国の仲間が

集まっての宣伝行動などがとりくまれました。 

 

（５）地域などの支援組織、共闘の広がり 

 地域の「ReBorn」または「地域の会」がつくられ行動がとりくまれたのは、鶴見、

神奈川、港北、磯子、保土ヶ谷、旭、瀬谷、藤沢、鎌倉、横須賀、秦野、平塚、厚木・

愛川・清川でした。 

 岸候補も、「会」としても重視した共闘の広がりでは、市民連合の有志として、11 区・

ロック・エイト・13 区・17 区・18 区が組織的に支援を決め積極的にとりくむととも

に、各区の市民連合の有志が個人的な立場でも応援演説などに駆けつけました。また、

九条の会の有志として 6 つの組織から推薦がありました。 

 

（６）政策 

 県民連絡会運動や各組織が継続的にとりくんでいる県政要求を基本にした政策は、

岸候補の政策のベースとなり、論戦をリードし県民の共感を広げるうえで、大きな力

を発揮しました。「18 歳までの医療費無料」や「赤ちゃんボックス」など、政策の充

実もはかられました。 

 実現させる要求をより明確にし、財源などを含めた政策としてつくりあげること、

継続的な県への要求・働きかけなどを進めることが重要です。 

 また、地域・分野における県政への要求運動をつくるなかで、実現させる政策に発

展させるとりくみが求められます。 

 

（７）宣伝物、広報など 

 候補者が決まって以降に宣伝物として、「30 万枚の紹介リーフ」、「告示前の 150 万

枚ニュース」、「告示後の 130 万枚ニュース」、「30 万枚の選挙活動ビラ」を作成しまし

た。政見放送（NHK、tvk、ラジオ）や選挙公報は、相手候補との違いを鮮明にし、支

持を広げるものになりました。また、新聞広告（計 4 回）を掲載しました。選挙ハガ

キ、選挙掲示ポスター、政策ポスター、ノボリ、プラスター、名刺、事務所看板など

－ 3－



も作成し、候補者の押し出しや宣伝に活用されました。 

 今回の県知事選挙では、当初から「ネットの活用」を重視しました。候補者の決定

が遅れたことなどから不十分さはありましたが、候補者・秘書を中心とした SNS（ツ

イッター、フェイスブック、インスタグラム）は一定の広がりがあり、支持を広げる

うえで重要でした。 

 

（（８）宣伝行動、選挙カーの運行 

 日本共産党をはじめとした「明るい会」構成メンバーが、ニュースの全戸配布やポ

スターの貼りだしなどで大きな力を発揮した。あわせて、市民運動のボランティアの

方が、住まいの近隣で 500 枚、1000 枚、2000 枚とニュース配布で積極的なとりくみを

行いました。また、30 万枚の選挙活動ビラへの「証紙貼り」にも多くの方が協力し、

短期間で完了させました。 

 選挙前、選挙中を含め地域の会や各地の ReBorn などが、独自の宣伝行動を行いま

した。独自に替歌やコールをつくって宣伝を盛り上げるところもありました。 

 選挙本番では全県的に選挙カー2 台で支持と政策の訴えを行いました。また、土日

を中心に盛り上げ作戦をとりくみました。 

 

（９）情報交換・交流、懇談行動 

支援者の広がりをつくり、自発的な行動参加者を増やすために「サポーター」登録

をとりくみました。目標 5000 人に対し、393 人の登録にとどまり課題を残しました。 

 市民運動の方の選挙参画のために、メーリングリストの活用などが行われました。

初めての試みで課題はありましたが、共闘を広げていくうえで情報発信・共有のツー

ルとして活用を探求することが求められます。 

 本番中のニュースを№12 まで発行しました。発行が遅くなったこと、届けられる範

囲が限られていたことが問題でした。運動を盛り上げていくうえで必要不可欠であり、

今後の教訓とすべき課題です。 

 候補者の支援を広げることや、様々な要求を候補者の政策に反映させることなどを

目的に、様々な個人や団体との懇談とりくみました。有意義なものが多く、一定の期

間を確保して積み重ねていく必要のあるとりくみです。 

 

（10）財政 

 市民からのカンパも若干はありましたが、大部分を「明るい会」の構成組織が個人

カンパとして集め、選挙運動を支える基盤をつくりました。基本的には目標に近いカ

ンパを集め、概ね収支のバランスがとれる状況になっています。 

 

（１）得票数・得票率の評価 

 「明るい会」としては獲得したことのない 70 万票超を獲得したことは大きな成果

です。また、得票率 23.7％は、「明るい会」の政策を基本とした岸候補の政策に支持
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と共感が広がったものであり、「会」の政策と県民の要求が一致していることを示すも

のです。 

 

（（２）県政課題を県民に広く知らせる 

 「県政が見えない」なか、岸候補の政策・訴えによって、隠されている県政の課題

を県民に明らかにし、県政に対する関心を高めました。市民運動のなかに県政課題に

対する認識が高まったことも、今後につながるものとなりました。 

 候補者が掲げた政策が共感を広げたことにより、要求が前進する、実現できる状況

を切り拓きました。また、候補者が一貫して「安倍改憲 NO」を訴えたことは、これか

らが山場となる憲法闘争にも大きな力となるものとなりました。 

 

（３）共同の広がり 

 市民運動からの候補者ということから、市民連合や九条の会などで活動する市民運

動の方々の支援が広がり、「明るい会」との共同が構築されました。 

 高田健さん（総がかり行動実行委）や広渡清吾さん（市民連合）、池田香代子さん（翻

訳家）が応援に駆け付け、ママの会の西郷さんから応援メッセージが寄せられるなど、

これまでにない広がりも生まれました。 

 今後の県知事選挙を展望した時に、新たな土台を築きさらに共同を広げる可能性を

つくりだしたことは、大きな成果です。 

 

（１）低い投票率、見えない県政 

 「明るい会」だけの課題ではありませんが、40％にとどまる投票率を上げることは

重要です。政令市が 3 つもあるなかで、県政の役割が「見えにくく」「見えなく」され

ており、県政を可視化することが求められます。 

 構成組織においても、より県政に関心を持ち、県議会傍聴や県政チェックなどの運

動を強めることが必要です。あわせて、構成員に知らせるとともに、全県民に対する

周知啓発のとりくみも大事になります。 

 

（２）スタートの遅れ 

 「明るい会」の運動を再開したのが、投票まで 1 年を切ってからであり、候補者が

決まったのが投票日の 2 か月前と、スタートが遅れたことが運動を広げるうえでも、

支持を広げるうえでも、大きな困難をもたらしました。 

 そのために、県政について学ぶ学習会や、県知事選挙の意義を意思統一することが

十分になされないまま、選挙をとりくむことになりました。 

 

（３）日常的な県政に対する要求運動 

 県知事選挙をとりくむうえでの最大の弱点が、日常的な県政に対する要求運動を構

築しきれていないことにありました。それぞれの地域や分野で、県政要求を明らかに
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し、日常的に運動をしていくことが、県知事選挙を全構成員でとりくむために不可欠

です。 

 

（（４）体制確立と構成組織内での県知事選挙のとりくみ強化 

 事前や本番を含め「明るい会」の体制確立は課題となりました。新しい形態での選

挙のとりくみでしたが確認団体と明るい会の事務局長が兼任せざるをえませんでし

た。ニュースの発行体制も遅れ、運動を構成組織全体に広げることができず、宣伝カ

ーの運行にも課題がありました。 

 また、各組織において県知事選挙を要求選挙として全面的にとりくめたのか、検証

と総括が求められます。率直に、4 年前に比べ対話数が大きく減少している組織、選

挙をとりくめなくなっている組織もあります。県知事選挙の意義についての意思統一、

とりくみの具体化について早い段階から準備し、丁寧に進める必要があります。とり

わけ次世代の選挙をとりくめる活動家の育成は急務となっています。 

 

（５）より幅広い共同の構築 

 今回の経験を活かし市民運動のなかにも、意識的に県政課題を持ち込むことが重要

となっています。市民運動においても県政は「遠い」ものであり、「明るい会」が積極

的に県政課題を提起し、運動の共同などをつくっていく必要があります。 

立憲野党との共同の構築も課題です。直前になっての働きかけではなく、本当に共

闘するための丁寧な議論を、準備してとりくむ必要があります。とりわけ、県政にお

ける「オール与党体制」をどのように変えていくのか、日常的な働きかけも含め検討

することが必要です。 

 さらに、保守層も含めた「まともな政治」を求める方々との共同の模索を進め、「オ

ール神奈川」を展望するとりくみに挑戦することが求められます。 

 

（６）SNS の活用 

 SNS 活用の重視を方針とし一定の成果もありましたが、準備期間の不足や明確な方

針と具体化の点での課題、SNS 活用についての「会」全体としての習熟など、今後の

とりくみで克服すべき点がありました。 

  

以上 
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 惜しみなく全力を尽くしてくださり、本当にありがとうございました。感謝の気持

ちで、いっぱいです。 

 

 選挙戦のなかで、安倍政権の政策を神奈川で進める相手候補と、私の政策は、社会

保障や大企業誘致について、国政との関係では 9 条改憲、消費税増税、基地問題な

ど、対極であることが鮮明になりました。 

 私の政策は、日本国憲法、市民連合が立憲 4 野党と交わした政策合意、国連が掲げ

る SDGs を柱にし、「誰一人とりのこさない」「誰の子どももころさせない」「みんな

でつくる」を訴えました。 

 これは、戦争の惨禍を超え、次の世代にちゃんとした地球と、どの人も自分らしく

生きられる社会を手渡すための英智の結晶です。 

 安倍政権のもと、苦しい生活を社会保障で守り、9 条改憲、消費税増税、基地な

ど、県民の命に立ち、盾となる県政を行いたいと選挙に臨みましたが、勝つことがで

きず本当に残念です。  

 

 私は「９条の会」や、市民が野党と共闘し選挙で政治を変える「市民連合」に関わ

ってきています。 

 この選挙は、市民と野党が共闘する市民選挙を作りたいと思い、立憲野党、神奈川

の 18 の選挙区の「市民連合」、各地の「9 条の会」、各団体、個人への働きかけから

始まりました。 

 それぞれが、民主的な話し合いを持ってくださり、支持を決めて下さるところ、有

志での支持、また、別団体で ReBorn の会を立ち上げてくださるところ、個人での参加

など、日ごとに増えていったのは、本当に嬉しく勇気づけられました。 

 政党では、日本共産党が推薦、緑の党が支持を決めてくださいました。 

 公開討論会、新聞報道、政見放送と、節目ごとに SNS はじめ、個人での応援も増

え、政策が伝わっていく実感がありました。 

 選挙カーに手を振ってくださる小さな子を連れたママが増え、握手しに来てくださ

るベビーカーを押すご夫婦が「中学校給食をやってください」と話してきたり、小学

生の男の子が「誰一人とりのこさないんだよね」と話しかけてきて驚いたこともあり

ました。 

 顔を思い浮かべ、多くの人が願う政策を実現できないことは本当に残念で、申し訳

ないです。 

 

 市民と野党が力を合わせた、初めての神奈川県知事選挙でした。プロセスとしての

一歩は踏み出せたのではないかと思います。発展させ、いずれは「オール神奈川」を

実現できればと思います。 

 市民と野党の共闘をより確かなものにし、参院選では安倍政権を倒せるよう、前に

進みたいと思います。私たちは、多数派。願う政治に変えることができます。 

 ご一緒に、はじめましょう！かながわ ReBorn 

                                          2019 年 4 月 かながわ ReBorn  岸牧子 
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 2019 年 4 月 7 日投票で行われた神奈川県知事選挙において、「平和で明るい神奈川

県政をつくる会」が推薦した『岸牧子』候補は、700,091 票（得票率 23.7％）を獲得

し、善戦・健闘しました。この得票は、「明るい会」としてとりくんだ過去の県知事選

挙の得票数すべてを上回る結果です。 

 

 選挙をとりくむなかで、現職が県民の生活実態や要求をまったく顧みず、安倍政権

と一体となって「カジノ」、「消費税 10％増税」など悪政を進める立場であることがは

っきりしました。 

『岸牧子』候補は、この間の県政が大企業などに多額の補助金をばらまく一方で、

教育や福祉が全国最下位レベルであることを、県民に明らかにしながら批判し、県民

の暮らしを優先にする県政への ReBorn（再生）を訴えました。『岸牧子』候補の訴え

によって、初めて県政の実態を知る県民も多く、県政に対する怒りや関心を高めるこ

とができたことは重要です。 

 『岸牧子』候補の「中学校給食の完全実施を県が主導して実現する」、「基礎自治体

と協力して 18 歳までの医療費の無償化」などの政策は、大きな共感を生み、要求実現

への展望を切り拓いたことも大きな成果となりました。また、「誰の子どももころさせ

ない」とのスローガンを掲げ、「安倍 9 条改憲 NO」を正面から県民に訴えぬいたこと

は、今後の憲法改悪阻止の運動にも大きな力となるものです。 

 

 今回の県知事選挙で、「平和で明るい神奈川県政をつくる会」は『岸牧子』候補の呼

びかけに応えて結成された選挙母体である「かながわ ReBorn」に「会」として参加し、

私たちの要求が前進する県政を実現するために奮闘しました。 

 「明るい会」として初めて、「会」からの擁立ではない選挙のとりくみとなりました。

『岸牧子』候補自身が、「市民連合」や「九条の会」の運動を中心的にとりくんできた

方であり、「明るい会」として「市民連合」や「九条の会」で活動される方々と本格的

に共同した初めての選挙でもありました。 

 経験のない形態での選挙となり、当初はとまどいもありましたが、共同を構築・発

展させる成果・教訓を得ることができました。 

 

 今回の県知事選挙で得られた教訓・成果を活かし、日常的な県政に対する要求運動

を強め、今後も県民が主人公の県政の実現をめざしてとりくみを進めていきます。 

 ご支援・ご協力たいへんありがとうございました。 

 

2019 年 4 月 8 日 

平和で明るい神奈川県政をつくる会 

事務局長  山 田 浩 文 
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立候補表明にあたっての、県民の皆様へのアピール 

 私の政策は、根底に日本国憲法をおき、2015 年 12 月に結成された市民連合が、

先の衆議院選挙で立憲 4 野党と交わした政策合意と、国連が掲げる SDGs を柱に位

置づけ、憲法が実現される県政に全力を尽くします。 

 今、私たちの社会は生まれ変わろうとしています。 

 安倍政権の暴挙に対し、市民が立憲野党と力を合わせ「市民連合」をつくり、選

挙で私たちの望む政治に変えようと立ち上がっています。 

 この力は、安倍 9 条改憲の国会発議を昨年の通常国会、秋の臨時国会と許しませ

んでした。  

 沖縄県知事選挙では玉城デニーさんが 8 万票もの大差で圧勝し、県民は辺野古に

新基地は造らせないという民意を示しました。 

 芸能界や出版業界でもタブーを破り、声を上げてきています。 

「安倍政権を倒し、私たちの望む政治に変え、未来ある社会にしたい」という思い

は日本中に充満し、私たち一人ひとりが望めば、手に入れられるところまできてい

ます。 

  

 安倍政権は憲法 9 条に自衛隊を明記することで、事実上 9 条を空文化し、戦争す

る国へと変えようとしています。これは、憲法の平和主義だけでなく、基本的人権

の尊重、国民主権も踏みにじるものです。 

 私の住む横須賀は、約 15000 人の自衛官が住み、その家族と暮らす街です。 

 2015 年安保法制立法化に対し「戦争に行かない、誰一人行かせない、横須賀

Alls」を超党派で作り、この時から毎週土曜午後 4 時から 5 時、横須賀中央駅のＹ

デッキでのスタンヂングを続け、先週の土曜（1/26）で 182 回になりました。 

 この時間帯は街に出てきた自衛官の皆さんが官舎に帰る時間なので、「あなたた

ちを戦争に行かせない」の思いでスタンヂングは続けられています。私たちには、

その子たちの後ろに、育ててきた保護者の姿が見えます。「アメリカが軍需産業の

ために起こす海外での戦争に行くために育ててきたのではない。」 

 本人たちも、災害救助で役に立ちたい、国を守りたい、あるいは経済的理由で自

衛官になった方がほとんどです。国政選挙が近ずくと、私たちのスタンヂングに頭

を下げていく自衛官の方々がいます。 

 自衛官の命がかかり、未来の子どもたちに 9 条を手渡せるかの瀬戸際で、今こそ

自治体は憲法に基づき県民の命を守る立場から国と対峙すべき時です。 

 今、核兵器禁止条約が採択され、朝鮮半島では平和と非核化が進んでいる情勢の

中で、私は、憲法 9 条を守るにとどまらず、コスタリカが他国間の紛争の解決に寄

与しているように、憲法前文に「国際社会において名誉ある地位を占めたい」とあ

るように、世界と連帯し、もっと積極的な働きかけをしていく神奈川にしていきま

す。 
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 また、神奈川は沖縄に次ぐ基地県です。 

 横須賀にも、米軍基地があり、原子力空母の母港です。軍事と原発という命に関

わる大きな二つの問題を抱え、10 年になります。 

 空母ロナルド・レーガンには 2 基の原子炉が積まれ、このエネルギーは福島第一

発電所の 1 号炉と同じと言われています。これに加え、原子力潜水艦の出入港も日

常的に行われ、年間 300 日以上は港に原子炉があることになります。 

 空母の半径 5 キロには横須賀市の半分 20 万人が住み、子どもたちが通う施設や

病院も集中しています。東京まで 50 キロ、事故が起これば、取り返しのつかない

被曝と環境破壊が首都圏で起きます。いつも放射能の危険にさらされるのはおかし

いですし、また、横須賀の地から戦争に加担することは止めなければなりません。 

 安保法制後、米軍基地、自衛隊基地ともに、強化が進んでいます。 

 このことは、国の専管事項として片ずけられるでしょうか？ 

全国の知事会が全会一致で地位協定の見直しの決議をあげたのは、政府の国民よ

り米軍を上に置く決定が、オスプレイ墜落、ジェット機の爆音、米兵犯罪と、地域

住民の平和的生存権をいかに犯し、地域経済の発展を阻害している証です。 

 地方自治には力があります。憲法は政府が戦争できないよう地方自治に権力を分

け、人々が暮らして居る現場で、人々を国の権力から守るために地方自治を定めて

います。せっかくそういう憲法を持ちながら、政権に従属した自治体では意味があ

りません。  

 基地の土地を市民活動、経済発展に生かし、戦争の拠点である基地のない神奈川

を目指します。 

                                          

 安倍政権の米軍言いなり、大企業優先の政治は、消費税増税や社会保障を削減す

ることで成り立ってきました。 

 では、神奈川はどうでしょうか？ 

神奈川は、一人当たりの住民税が、47 都道府県で 3 位と全国で最もたくさん税金

を払っていますが、大企業誘致に過分の税金が使われた経過があり、カジノ誘致ま

で進めようとしています。 

 逆に、一人当たりの民生費、福祉費は 38 位、老人福祉費は 45 位、教育費は 47

位と最下位です。これでは、中学校給食の実施率が全国最下位なのも当然です。 

 国政があまりにもひどいからこそ、地方自治体は右にならえでなく、国と対峙

し、住民の盾となる必要があります。 

 安倍政権が勧める政策通の、大企業優先、米軍言いなり、住民後回しの神奈川か

ら、憲法に基づき自治体の一番の仕事である住民の福祉と教育を充実させ、「誰一

人として取りのこさない」「誰の子どももころさせない」平和な神奈川に

します。 

 

私には地位も名誉もありません。しかし、今、未来をつくり、決めていくのは、

特別な人の仕事ではありません。主権者である一人ひとりが主人公です。一人ひと

りの投票で政治を変えることができます。私たちが多数者です。 

 すべての県民の皆様に共同を呼びかけます。神奈川 を共に実現しましょ

う。 
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神奈川から政治を変える、新知事誕生で県民要求実現を呼びかけるアピール

年 月

年 月に神奈川県知事選挙が行われます。県知事選挙は、県民の要求を実現し、県政の流れを変えるま

たとないチャンスです。

安倍・自公政権は、モリ・カケ問題などウソと隠ぺいにまみれながらも国会での圧倒的多数の力を背景に、

あらゆる分野で暴走しています。「アベノミクス」の名のもとで空前の規模の赤字国債の乱発と公共事業推

進、原発の再稼働と輸出推進、沖縄新基地建設のごり押し、改憲発議準備など憲法改定にむけた動きを具体

化させ、あらゆる分野で国民の願いと逆の流をつくりだしています。

内閣の暴走と県民生活の危機に対して防波堤となるべき地方自治体としての神奈川県は十分にその役割

を果たしていません。オスプレーの横浜ノースドック利用や厚木基地飛来にみられるように、沖縄についで

第２の基地県である神奈川では「海外で戦争する国」づくりへの暴走は、さしせまった危機です。これに対

抗する県民的な運動が必要であり、県知事選挙は流れを変えるまたとないチャンスです。

「動けば、かわる」、市民と野党との共同が合言葉になっています

総選挙を前後して、安倍暴走政治を許さない市民の共同が、安倍９条改憲 ！全国市民アクションとして総

結集しました。それは、総選挙で、憲法を守る議席を国会に誕生させるという、安倍暴走政治に対抗する新しい

流れをひらくものとなりました。県内でも各選挙区で、市民と野党各党の共闘をめざし政治の流れを変えようと

する動きが生まれ市民のネットワークも発足しています。

この新しい共同の機運が生まれている今こそ、県民が主人公の県政を誕生させる絶好のチャンスです。

県民の願いを実現する知事を生み出しましょう

第 期黒岩県政は、｢未病の改善｣と銘打って｢未病･健康｣産業の育成に執心しています。｢医療･社会保障｣は自

助･共助でとする国の施策に抗し、県は県民のいのちと健康を守る防波堤になるべきですが、その役割を十分に

果たしていません。貧困と格差の是正では、待機児童解消をめざす保育所等緊急整備など国の施策を一歩も出る

事なく、県独自の施策展開は見当たりません。子育て･教育･労働･老後のあらゆる分野で格差と貧困をなくす取

組みが求められています。さらに、県内の大多数を占める中小･小規模企業に対する支援や、地域経済活性化のと

りくみ、核も基地もない平和な神奈川、地球温暖化対策など重要な課題に対する取り組みも後退するか課題その

ものが掲げられていませんし、役割分担の名のもと、市町村支援施策も後退させています。公契約条例実施も先

延ばしにされたままです。

他方で、県民運動の反映もあって 年度から県は国に先駆けて私立高等学校生徒学費補助（年収 万円以

下、実質無料）を実現し、私学無償化の流れをリードするまでになっています。

運動の成果を引き継ぎながら、同時に切実な要求・課題に真正面から取り組むために、共同の力で「県民が主

人公の県政」をつくりましょう。

県民が主人公の県政へ、共同を呼びかけます

来春の知事選挙は、自民党政治の下請け県政から新しい知事、新しい県政を実現する絶好のチャンスです。平

和で明るい神奈川県政をつくる会は、憲法を生かし個人の尊厳と県民要求を実現する新しい県政を、格差と貧困

を是正し県民の暮らしを応援、平和と市民自治が生きる県政の実現のために共同を呼び掛けます。
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～現県政の評価と、県民のみなさんとめざしたい県政～ 

平和で明るい神奈川県政をつくる会 

 

 「県政と言われても良く分からない」。多くの県民にとって県政は「遠く」、よく見

えないものになっています。 

 しかし、県には市町村など基礎自治体とは違った重要な役割があると「明るい会」

は考えています。県政をもっと県民の切実な願いに応えるものにできれば、より暮ら

しやすい、働きやすい、生きやすい神奈川をつくることができると思います。 

 県には市町村域を越える広域課題に対応する固有の役割と併せて、市町村との連携

や支援により、住民の暮らし・安全、福祉、地域経済などの充実にむけて先進的・先

導的な役割の発揮が求められています。また、地方自治・民主主義の立場から国の施

策への意見反映を行うことや国の悪政から住民の生命・暮らしを守る防波堤としての

役割もあります。

市町村が行う住民支援施策に対して県からの補助など財政的支援、市町村への人

的・専門的な支援が行われています。県の市長会・町村会からも、小児医療費助成制

度・重度障害者医療費助成制度の拡充や地震防災対策の強化・支援体制の拡充など多

くの要望が出されています。しかし、黒岩県政の下でも市町村との役割分担や財政難

を理由に支援施策を後退させてきました。また、自助・自立といって、公共サービス

を後退させる、あるいは公共サービスを民間の産業にゆだねる、まやかしの自立論が

振り撒かれています。県の役割をしっかり担う自治体としての取組みが大事になって

います。

 

 ～現県政の評価～ 

 県の果たすべき役割からみて、今の県政・県知事はどのように評価できるでしょか。

県政が見えずらいために、「今の県知事に何か問題あるの」と考えている県民も多いと

思います。 

 県民の要求や声・運動と、県職員などの努力によって、「私学助成の拡充」など県民

の願い実現したものもあります。「明るくする会」は県民の要求にとって前進したもの

については評価し、さらに充実させることを求めています。 

 同時に、多くの切実な願いに対して、今の県知事は正面から応えていないと考えて

います。いくつかの点を紹介し指摘したいと思います。 

 

現現県政の問題点 

 第 1 に、県自らの調査によっても県民ニーズの高い、県民の生活に密接にかかわる

－ 13 －



施策が不十分です。福祉や医療、教育、平和、産業、労働など切実な要求に対し、「財

政が無い」などの理由で、応えようとしない態度は、第 1 期の県政運営から何ら改善

されていません。貧困や健康格差が放置され、また、大企業リストラなどから、労働

者の雇用を守るための具体的とりくみは何も行っていません。 

第 2 に、自然災害が頻発するなかで、防災対策が急がれており、県民の要求も大変

強いものがあります。しかし、防災・減災のための具体的施策は、求められるスピー

ド・規模にまったく追いついておらず、県民の命・安全が危険にさらされています。 

 第 3 に、2012 年に自ら主導した「神奈川臨調」の答申を受ける形で、緊急財政対策

として県民生活直結の予算削減や県民利用施設の廃止を、引き続き強行しています。

指定管理者の導入や民営化などが継続され、県民のサービス・財産が切り捨てられて

います。 

 

県県民の願いよりも自分がやりたいこと優先 

 県民の願いには向きあわない一方で、国政の推進役や自らの興味本位の政策に熱心

なのが今の県知事です。「ヘルスケア」や特区を活用した事業などを重点として推進し

ていますが、これらは財界の意向と一致する方向で進められ、県民は埒がいにおかれ

おり、県民の喫緊な願いとも乖離しています。 

また、莫大な税金を使う大規模な道路建設推進や、リニア新幹線の推進など不要な

公共工事を進め、産業政策では大企業やベンチャーを優遇するなど、地域経済の振興

に結びつかない政策を優先的に進めています。そして、カジノについても受け入れに

前向きな姿勢を取っています。県内の小零細企業や商店街は多くの困難を抱え、「シャ

ッター通り商店街」に象徴されるように地域経済は深刻な状況ですが、県政として有

効な施策を行っていません。 

さらに、「第二の基地県」と言わる神奈川県において、基地の縮小撤去は多くの県民

の悲願ですが、渉外知事会の会長である現知事の行動としてはきわめて不十分です。

事実上、米軍基地の訓練実態や米軍基地の存在を容認しています。核兵器廃絶など平

和事業はわずかであり、国民的世論である「原発廃止」も言及していません。 

 

県政の運営の仕方にも問題が 

独断的な県政運営も行われています。知事の専決体制が強化され、知事のお気に入

りの政策を進めるため知事室が肥大化し、しわ寄せが他の部局に押し付けられていま

す。また、県民に何の説明もなく県民局が突然廃止されました。さらに、正規職員は

まともに増員せず、代替として非正規労働者を増大させ、税金を使ってワーキングプ

アをうみだしています。さらに、正規職員には過重な仕事が課せられ、体調を崩す職

員も生まれており、県民にとっても損失となっています。 
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（（１）だれもが自分らしく安心して生活できる県政 

① 困った時に生活を支える制度の充実は、多くの県民が望んでいます。医療や介護、

福祉などの社会保障制度の充実を国に強く働きかけるとともに、県独自でも充実させ

る県政が必要です。年金や生活保護制度の連続改悪も、県民の生活悪化に直結してい

ます。安倍政権の悪政に正面から立ち向かい、「格差と貧困」「健康格差」「教育格差」

の是正など県民の生活を守る防波堤としての県政が求められています。 

② 防災対策も喫緊の課題であり、地震・津波・台風など様々な自然災害や、急傾斜地・

コンビナート・耐震対策未実施建造物などそれぞれの実情に対応する具体的な施策を

特別に重視してとりくむ県政が、県民の命とくらしを守るために必要です。 

③ 高齢者を狙った詐欺による被害が続発するなど、防犯対策も重要です。あわせて、

犯罪を生まない社会の構築が根絶にむけては必要です。 

④ 県民誰もが「自分らしく安心して生活する」ことができる神奈川であってほしいと

思います。しかし残念ながら、「ヘイトスピーチ」やセクハラ・パワハラ、性的マイノ

リティーに対する差別など、人権が蹂躙される事態が起こっています。「どのように生

きるのか」を決定する権利は個人にあります。一人ひとりの人権を大事にし、ジェン

ダー平等を先頭に立って実現する県政をめざします。 

 

（２）子どもが生きいきと成長でき、未来への展望を切り拓く県政 

 将来への明るい展望を持てないことが閉塞感となり、社会（政治や制度など含め）

を信頼できない状況をつくっています。これを払しょくすることが県政など行政には

待望されています。 

① 神奈川・日本・世界の将来を担う子どもたちが生きいきと成長できる環境をつくる

ことが大事です。教育や保育などを充実すること、子どもの貧困と格差を是正するこ

とを重視してとりくむ県政が必要です。 

② 人口減少や過疎は、神奈川県においても重要な課題となっています。すべての地域

で住民が住み続けられるために、基礎自治体と協力して課題克服にとりくむことが県

政に求められます。同時に、安心して子どもが産み育てられる地域をつくることに、

真剣にとりくむ県政をめざします。 

 

（３）地域経済を元気にし、県民の所得を増やす県政  

経済政策は、労働者・中小業者など多くの県民にとっては大きな関心です。とりわ

け地域経済を活性化させ、県民が生活改善を実感できる施策が求められます。 

① 地域経済が活性化しない最大の原因は、労働者や中小零細事業者の所得が増えて

いないからです。生活の改善につながる、県民の所得を増やす県政をめざします。不

安定な雇用の非正規労働者が増えていることが、所得が増えない要因です。安定した

雇用を増やすことをめざします。 
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② 中小零細企業や商店街への支援を抜本的に強めることが必要です。事業にとって

の需要を生みだす施策、地域循環型経済を進める施策などをとりくむ県政をめざしま

す。 

③ 負担の軽減も生活改善にとって有効です。高い社会保険料の軽減などによる実質

的な所得向上策にとりくみ、来年の消費税増税には反対する県政をめざします。 

 

（（４）平和とより良い環境をまもる県政 

① 危険なオスプレイが飛来し、米軍基地の強化もはかられています。北朝鮮情勢が激

変するなかで、そもそも米軍基地の存在理由が揺らいでいるなか、基地の縮小撤去を

進めることが求められています。 

② 核実験による多大な被害を経験した神奈川県として、核兵器廃絶の国際的な運動

と呼応し、核廃絶への具体的な行動をとりくむこと、国に対して働きかけを強めるこ

とが大事になっています。 

③ 環境問題は、人類の生存にとっても重要な課題です。地球温暖化への対策をはじ

め、環境を守り良くするために先進的なとりくみを進める県政をめざします。 

 

（５）民主的で透明性のある県政運営を 

① 県民や議会の充分な合意のないままに県の機構・体制が変更されることは問題で

す。機構を含め県行政について県民に情報を発信し、県民の意見を取り入れる県政を

めざします。 

② 議会を含めて神奈川県行政の情報公開は不十分です。県行政自らが積極的な情報

公開を行い、透明性の高い運営を実現することが求められます。 

③ 県民には財政難を強調しながら、一方で投資家には「財政の健全性」をアピールす

るダブルスタンダードは問題で、改めることが必要です。同時に、財政を確保するた

めに国に対して働きかけることが重要です。 

 

日本国憲法に基づく県政、国際基準に沿った県政を 

 様々な社会的矛盾や問題が起こっていますが、「明るい会」は大きな原因として国政

や地方自治体において最高法規である日本国憲法が蔑ろにされ、憲法通りの行政がな

されていないことがあると考えています。また、国際的には SDGs（持続可能な開発目

標）が国連から提唱され、日本の行政においても趣旨に沿った具体化が求められてい

ます。 

 県政の大前提として、県政のすべてが日本国憲法に基づいて行われることが何より

も大切であると考えています。その立場から、今の安倍政権による改憲策動は決して

許されないと考えます。そして、SDGs を真に実現する県政が必要であると考えます。 

 日本国憲法に基づく県政、国際基準に沿った県政を実現しましょう。 

 

以上 
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2 

 

(1)県として、小児医療費助成制度の対象を 18 歳まで拡大し、医療費の無料化をめざ 

  します。 

(2)待機児解消をめざし、保育所整備 3か年計画を作成・推進します。 

(3)市町村と協力し、県内すべての中学校で完全給食を実現します。 

(4)児童虐待根絶のため、県立児童相談所の体制を抜本的に拡充します。 

(5)保育・幼児教育の無償化をはじめ、教育の無償化早期実施を国に働きかけるとと  

   もに、国の措置に加え県独自の上乗せ措置を行います。 

(6) 新生児に「赤ちゃんボックス」をプレゼントします。 

(7)学童保育を市町村と連携し小学校地域ごとに設置します。また、県単独補助金を 

   創設し、父母負担の軽減、指導員の処遇改善を図ります。 

(8)国に 35 人以下学級の計画的実現を要求するとともに、県独自に、早期に実現しま 

  す。また、教員、カウンセラーなどを増員し、教育の充実を図ります。 

(9)県立高校の適正規模（1学年６〜８学級）を維持し、県立高校の削減計画を見直しま

す。 

(10)県立特別支援学校の適正規模化をはかるため増設を急ぎ、人権侵害ともなってい  

   る過大規模校を早急に解消します。また、スクールバスを増車します。 

(11)県立学校の学校教育費の私費負担のゼロをめざし、早急に半減します。公立小中  

   学校についても市町村に働きかけて保護者負担の軽減をめざします。 

(12)私立学校の全国最低レベルの経常費補助と学費補助を充実・強化し、経済的理由 

   で進学できないことがない様にします。私立高校の学費補助を東京並みに拡充し 

   ます。 
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−労働− 

(1)公契約条例の制定と中小企業支援で、最低賃金１５００円実現を強力にサポート 

 します。また、スキルアップのために職業訓練制度などを充実させます。 

(2)「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用安定及び職業生活の充実等に関す 

  る法律」（旧雇用対策法）第５条（地方公共団体の施策）に基づき、ディーセント 

  ワーク条例（仮称）を制定し、リストラ規制、ブラック企業規制、均等待遇などを 

  推進し、地域経済を守り、労働時間短縮などで良質な雇用を拡大します。 

(3)県庁から始める、非正規職員への均等待遇の実現で「官製ワーキングプア」をなくし

ます。 

(4) 公共工事設計労務単価通りの賃金を現場の労働者が受け取れるよう監視と指導を強

化します。 

(5) 若者むけワンストップ型職業紹介サービス(ジョブカフェ)の拡充、大学への就活相

談員の派遣、職業体験(インターンシップ)の充実など就職活動のスムーズな就職に繋

がる援助をします。 

(6)障害者の労働相談窓口を拡充するとともに、県として独自の障害者雇用の実態調査を

行ない、法定障害者雇用率を下回る大企業についての指導を強化するとともに、中小

企業などが障害者を積極的に雇用できるよう、県としての支援策を拡充します。。 

(7)男女共同参画推進条例を広く県民に啓発指導し、雇用における男女平等の実現、昇

進・昇格における男女差別の一掃のため、女性の採用、管理職・役員の登用目標を 2020

年 30％にする計画の策定を企業に働きかけます。 

—地域経済・中小企業− 

(1)医療、介護、教育、保育、自然エネルギー、農林漁業を地域振興と雇用創出の重要な

分野と位置づけ、財政措置を含めて支援を強め、仕事起こしと雇用をつくり、循環型

地域経済の再生をめざします。 

(2)全国最低水準の中小企業向け予算を拡充し、中小企業支援・育成を強めます。 

(3)商店リニューアル助成制度を市町村と協力して進め、商店街のにぎわい、後継者づく

りに結び付け、地域のコミュニティーの発信地である商店街を活性化します。 

(4)県独自のものづくりやサービスなどの商品開発、販路開拓に対応する補助金制度を創

設し、中小企業を支援します。 

(5)「セレクト 100」の対象を中小企業・小規模企業にしぼり、雇用の確保や自然エネル

ギー対策など地域貢献に応じて実施する助成金とします。 

(6)公共事業は、環境破壊でゼネコン中心の高速道路建設や大規模開発型から生活道路の

整備、街のバリアフリー化、学校校舎建替えやグループホーム建設・運営、県営住宅

の建設などの生活密着型に切り替えます。 
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(7)県として住宅リフォーム助成制度を創設し、市町村とも併用して実施できるよう 

  にします。小規模修繕契約希望者登録制度を実施し、小規模建設業者の仕事起こし 

  と住みやすい街づくりをすすめます。 

(8)都市農業の振興を図り、休耕地の活用、後継者の育成、農業経営などへの支援を 

  強めます。 

(9)「種子法」の廃止に伴い、県独自に条例制定を含め原種の開発や原種の生産に責 

   任ある施策をすすめます。また、公共品種を守る法律をつくるよう国に求めます。 

(10)今年 10 月の消費税 10%への増税に反対します。 

(11)神奈川に、街と人を荒廃させるカジノをつくらせません。 

——防災・減災- 

(1)被災してからでは遅い。予算を増やし防災対策のスピードを大幅アップします。 

(2)公共事業政策については、新規建設から防災・耐震や老朽化に備えた維持・更新のた

めの公共事業優先政策に転換します。 

(3)南海トラフ巨大地震・津波に対応するため、学校・庁舎・病院・福祉・文化施設など

の公共建築物、幹線道路・緊急輸送道路や隣接する商店街などの耐震・耐火対策をす

すめます。 

(4)国や川崎・横浜・横須賀市、事業者と協力し京浜臨海部の石油コンビナートに係る護

岸の耐震化や避難対策、防災遮断策など防災対策の抜本的強化に着手します。コンビ

ナートの事業者に対し地盤改良、防潮堤の設置をはじめとする自主的な耐震補強対

策・津波対策、消防力の強化を求めます。 

—防犯対策— 

(1)日弁連が提案するプライバシー保護規制を前提とした防犯カメラの設置などによ る

治安対策強化を行うとともに、犯罪の根源である貧困の克服、人間関係における分断

と孤立への対策、プライバシー尊重とともに犯罪を防止する地域づくりを重視してと

りくみます。 

−環境・エネルギー 

(1)時代遅れの原発・石炭火力はいりません。自然エネルギー地域発電を支援し、循 

   環型地域経済の活性化に寄与します。久里浜の石炭火力発電所の建設計画の中止 

  を県として求めます。 

(2)地球温暖化対策計画についてはパリ協定の数値目標を達成できるような計画を作成

します。 

(3)県が株主である東京電力に、原子力発電と化石燃料による発電からの撤退、再生エネ

ルギーの抜本的導入に資する連系システムの形成を要求します。 

(4)全ての県立施設に太陽光発電施設、風力発電施設等を設置する計画をつくるとともに、

太陽光パネル設置推進への補助金の復活、省エネルギー対策のための住宅改善補助金

拡大など家庭の省エネルギー化をすすめるとりくみを一層すすめます。 

(5)プラスティックごみをはじめゴミの削減・再利用・リサイクルをすすめるため、拡大

生産者責任の考え方に基づき、事業者による発生抑制・リサイクル拡大を推進します。 
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−医療・福祉− 

(1)国民健康保険の家族数加算（均等割）や後期高齢者医療の特例軽減廃止による負 

   担増に対する県独自の負担軽減策を実施します、 

(2)国民健康保険制度と介護保険制度の改善を国に求め、低所得者に対する県独自の 

 支援策を強化します。また、資格証や短期証の発行をやめるよう市町村への助言・ 

 指導を行います。 

(3)健康管理の市場化・自己責任化を進める「未病」産業育成関連の事業予算を抜本 

   的に見直し、健康寿命を延ばすために「健康格差」の是正の観点から公的役割の 

   強化、公衆衛生部門との連携を強める施策をすすめます 

(4)健康診断を受診できない県民をなくすため特定検診などの無料・低額健診を拡充 

   する助成制度や、土曜日曜健診所を増やすための助成制度をつくります。 

(5)特別養護老人ホームを増設し、３万人近い待機者をなくします。 

(6)地域医療の崩壊につながる施策には明確に反対するとともに、地域の医療機関へ   

  医師を派遣する仕組みを再構築します。 

(7)小児・ひとり親家庭・重度障害者医療費助成の３制度に導入されている給付一部負担

金、所得制限、重度障害者医療制度の年齢制限を撤廃します。また、重度障害者医療

費助成の対象も、精神障害者２級にまで拡大します。 

(8)安倍政権が進める生活保護費削減に反対します。また、生活保護、就業支援、居 

 住確保などのワンストップ相談窓口を地域県政総合センターに設置します。 

(9)福祉事務所ケースワーカーの体制を拡充し、生活保護行政を充実します。当面、県内

補足率を３割に引き上げます。 

(10)生活に困窮する高齢者、子育て世代、若者への家賃補助など住宅支援、住居喪失者

のための住居と安定就労のための「チャレンジネット」のとりくみを、国とも連携し

て拡充します。 

-人権— 

(1)障がい者、LGBT（性的マイノリティー）や他国籍市民をはじめ、誰もが尊重され自分

らしく生きられるよう県として情報発信、啓発に努め、差別と偏見をなくし人権や権

利を守るとりくみをすすめます。 

(2)性犯罪・性暴力などあらゆる暴力をなくすために、予防・啓発・相談・一時保護・生

活再建の支援を行う県施設を充実します。 

(3)職場、地域、学校におけるジェンダー平等教育、人権教育の推進を図ります。 

(4) ヘイトスピーチをやめさせるための県条例を制定します。 

(5)朝鮮学校に通う児童・生徒に対する学費補助を支給停止した 2016 年度に遡って支 

  給します。 
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(1)県民の命を守る立場から、安倍９条改憲を許しません。

(2)世界と連帯し、核兵器廃絶と憲法に基づく平和の実現をめざします。 

(3)米軍基地の撤去を国に求め、平和都市への転換をめざします。 

(4)米原子力空母の横須賀母港拒否・撤回と米軍基地撤去を国に求めます。また、関 

   係自治体と協力し非核証明を提出しない艦艇の入港を拒否できるようにします。 

(5)全国知事会が全会一致で採択した、日米地位協定の抜本的見直しを含む「米軍基 

   地負担に関する提言」の実現に向け、県としてのとりくみを強化します。 

(1)主権者として県民が参画し、「神奈川のことは県民が決める」県政を実現します。

(2)情報公開を徹底し、県民の声に耳を傾け、県民に“見える”、県民と“ともに歩 

   む”県政にします。 

(3)市町村との協議・連携を強め、市町村が行う住民支援策に対する財政的・人的支 

  援を行います。 

(4)現場職員の声をよく聞き尊重して、庁内の風通しを良くし、現場力を高めます。 

 

この基本政策を実現する財源はあります 

 神奈川県は、全国都道府県の中で財政力指数３位、公債費負担比率８位など財政が豊

かな県の一つです。プライマリ−バランス（基礎的収支）は、２０１９年度予算では１,

３９７億円の黒字（その年の借金額より返済額が多い）であり６年連続の黒字となって

います。 

 財政基金５５６億円（2019 年度予算）の活用や臨時財政対策債（注）の過剰な返済の

見直し、不要不急な事業の見直しで県民福祉向上のための予算を確保します。 

 （注）臨時財政対策債は、本来地方交付税として交付すべきところが国の財源不足を理由 

  に、交付金を減らしその分の県債（借金）発行を認めその借金返済分を後年度の地方交 

  付税で措置する臨時的措置です。（当初、2001 年度から３カ年の措置としていた） 
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任
、
セ
ル
フ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
を
基
本
と
し
た
「
未
来
投
資
戦
略
（
健
康
・
医
療
）
」
や
「
人
生

1
0
0

年
時
代
構
想
」
に
沿
っ
た
「
未
病
」「

ヘ
ル
ス
ケ
ア
・
ニ
ュ
ー
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
」
を
知
事
の
肝
い
り
施

策
と
す
る
一
方
、
貧
困
や
格
差
是
正
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
、
食
料
安
全
保

障
、
雇
用
、
環
境
・
脱
原
発
な
ど
、
ま
さ
に

S
D
G
s
が
求
め
る
施
策
が
重
点
と
し
て
と
り
く
ま
れ
て

い
ま
せ
ん
。
 

 
私
達
は
、
県
民
と
と
も
に
こ
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
具
体
的
な
政
策
を
か
か
げ
、
県
政
転
換

を
め
ざ
し
ま
す
。
 

 県県
の

役
割

を
発

揮
し

、
県

民
・
市

町
村

と
と

も
に

住
民

の
暮

ら
し
・
安

全
、

福
祉

、
地

域
経

済
な

ど
の

充
実

を
め

ざ
し

ま
す

 
 
県
に
は
市
町
村
域
を
越
え
る
広
域
課
題
に
対
応
す
る
固
有
の
役
割
と
併
せ
て
、
市
町
村
と
の
連
携

や
支
援
に
よ
り
、
住
民
の
暮
ら
し
・
安
全
、
福
祉
、
地
域
経
済
な
ど
の
充
実
に
む
け
て
先
進
的
・
先

導
的
な
役
割
の
発
揮
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
地
方
自
治
・
民
主
主
義
の
立
場
か
ら
国
の
施

策
へ
の
意
見
反
映
を
行
う
こ
と
や
国
の
悪
政
か
ら
住
民
の
生
命
・
暮
ら
し
を
守
る
防
波
堤
と
し
て
の

役
割
も
あ
り
ま
す
。
 

 
市

町
村

が
行

う
住

民
支

援
施

策
に

対
し

て
県

か
ら

の
補

助
な

ど
財

政
的

支
援

、
市

町
村

へ
の

人

的
・
専
門
的
な
支
援
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
県
の
市
長
会
・
町
村
会
か
ら
も
、
小
児
医
療
費

助
成
制
度
・
重
度
障
害
者
医
療
費
助
成
制
度
の
拡
充
や
地
震
防
災
対
策
の
強
化
・
支
援
体
制
の
拡
充

な
ど
多
く
の
要
望
が
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
黒
岩
県
政
の
下
で
も
市
町
村
と
の
役
割
分
担
や

財
政
難
を
理
由
に
支
援
施
策
を
後
退
さ
せ
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
自
助
・
自
立
と
い
っ
て
、
公
共
サ

ー
ビ
ス
を
後
退
さ
せ
る
、
あ
る
い
は
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
民
間
の
産
業
に
ゆ
だ
ね
る
、
ま
や
か
し
の
自

立
論
が
振
り
撒
か
れ
て
い
ま
す
。
県
の
役
割
を
し
っ
か
り
担
う
自
治
体
と
し
て
の
と
り
く
み
が
大
事

に
な
っ
て
い
ま
す
。
 

１
 

黒
岩

県
政

の
評

価

 
県
の
果
た
す
べ
き
役
割
か
ら
み
て
、
今
の
県
政
・
県
知
事
の
評
価
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
。
 

 
県
民
の
要
求
や
声
・
運

動
や
県
職
員
な
ど
の
努
力
に
よ
っ
て
、「

私
学
助
成
の
拡
充
」「

高
校
老
朽

化
予
算
増
」「

県
営
住
宅
維
持
修
繕
費
予
算
増
」
な
ど
、
県
民
の
願
い
に
応
え
た
も
の
も
あ
り
ま
す
。

「
明
る
い
会
」
は
県
民
要
求
か
ら
み
て
前
進
し
た
も
の
は
評
価
し
、
さ
ら
に
充
実
さ
せ
る
こ
と
を
求

め
て
い
ま
す
。
と
同
時
に
、
黒
岩
知
事
は
、
県
の
す
す
め
る
経
済
政
策
に
つ
い
て
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

の
成
長
戦
略
の
一
翼
を
担
っ
て
い
る
と
自
賛
し
、
大
企
業
本
位
の
政
策
を
推
進
す
る
一
方
で
、
多
く

の
切
実
な
県
民
の
願
い
に
対
し
て
、
正
面
か
ら
応
え
て
い
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
 

 
黒
岩
県
政
の
問
題
点
は
、
次
の
よ
う
な
点
で
す
。
 

 （
１

）
福

祉
、
医

療
、
教

育
、
地

域
経

済
、
雇

用
、
防

災
な

ど
県

民
の

切
実

な
要

求
に

十
分

応
え

て
い

な
い

 
 
第
一
に
、
県
自
ら
の
調
査
に
よ
っ
て
も
県
民
ニ
ー
ズ
の
高
い
、
県
民
の
生
活
に
密
接
に
か
か
わ
る

施
策
が
不
十
分
と
い
え
ま
す
。
福
祉
や
医
療
、
教
育
、
地
域
経
済
、
雇
用
な
ど
切
実
な
要
求
に
対
し
、

1
 

はは
じ

め
に

 「
市

民
連

合
と

立
憲

４
野

党
と

政
策

合
意

」
内

容
を

、
県

政
政

策
の

柱
に

位
置

づ
け

ま
す

 
 
2
0
1
5
年

1
2
月
に
結
成
さ
れ
た
「
法
制
の
廃
止
と
立
憲
主
義
の
回
復
を
求
め
る
市
民
連
合
」
（
以

下
、

市
民

連
合

）
は

、
先

の
衆

議
院

選
挙

に
あ

た
っ

て
立

憲
４

野
党

に
以

下
の

政
策

要
望

を
出

し
、

基
本
合
意
を
得
て
い
ま
す
。
そ
の
概
略
は
「
憲
法
改
正
と
り
わ
け
第
９
条
改
正
へ
の
反
対
」「

特
定
秘

密
保
護
法
、
安
保
法
制
、
共
謀
罪
な
ど
立
憲
主
義
に
反
す
る
諸
法
律
の
白
紙
撤
回
」「

原
発
再
稼
働
を

認
め
ず
、
新
し
い
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
確
立
と
地
域
再
生
に
よ
り
、
原
発
ゼ
ロ
実
現
を
目
指

す
こ

と
」
「

森
友

学
園

な
ど

の
隠

蔽
疑

惑
の

徹
底

究
明

し
、

透
明

性
が

高
く

公
平

な
行

政
を

確
立

す

る
こ
と
」「

す
べ
て
の
子
ど
も
、
若
者
が
、
健
や
か
に
育
ち
、
学
び
、
働
く
こ
と
を
可
能
に
す
る
た
め

の
保
育
、
教
育
、
雇
用
に
関
す
る
政
策
を
飛
躍
的
に
拡
充
す
る
こ
と
」「
『
働
き
方
改
革
』
に
反
対
し
、

８
時
間
働
け
ば
暮
ら
せ
る
働
く
ル
ー
ル
を
実
現
し
、
生
活
を
底
上
げ
す
る
経
済
、
社
会
保
障
政
策
を

確
立
す
る
こ
と
。
」「

L
G
B
T
に
対
す
る
差
別
解
消
施
策
を
は
じ
め
、
女
性
に
対
す
る
雇
用
差
別
や
賃
金

格
差
を
撤
廃
し
、
選
択
制
夫
婦
別
姓
や
議
員
男
女
同
数
化
を
実
現
す
る
こ
と
。
」
で
す
。
こ
の
７
項
目

は
、
県
政
を
県
民
本
位
に
転
換
す
る
う
え
で
も
重
要
な
課
題
・
政
策
で
あ
り
、
基
本
政
策
の
中
に
位

置
づ
け
ま
す
。
 

 国
連

が
か

か
げ

る
S
D
G
s（

持
続

可
能

な
開

発
目

標
）
を
「

真
正

面
か

ら
と

り
く

む
」

県
政

に
転

換
し

ま
す

 
 
沖
縄
県
知
事
選
挙
で
「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
政
治
」
を
訴
え
て
き
た
玉
城
デ
ニ
ー
さ
ん
が
当
選

し
ま
し
た
。
こ
の
言
葉
は
、
2
0
1
5
年
の
国
連
総
会
で
全
会
一
致
で
採
択
さ
れ
た

S
D
G
s
(
持
続
可
能
な

開
発
目
標
)
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
で
も
あ
り
ま
す
。
ま
た
、「

市
民
連
合
と
立
憲
野
党
と
の
合
意
」
内
容
と

も
一
致
す
る
目
標
で
も
あ
り
ま
す
。
 

 
S
D
G
s
は
、
世
界
が

2
0
3
0
年
ま
で
に
「
地
球
環
境
や
気
候
変
動
に
配
慮
し
な
が
ら
、
持
続
可
能
な

暮
ら
し
や
社
会
を
営
む
た
め
」
に
達
成
す
べ
き

1
7
の
目
標
と
各
目
標
を
実
現
す
る
た
め
の

1
6
9
の

タ
ー
ゲ
ッ
ト
か
ら
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
内
容
は
、「

貧
困
や
飢
餓
の
根
絶
」「

質
の
高
い
教
育
の
実

現
」「

女
性
の
社
会
進
出
の
促
進
」「

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
」「

経
済
成
長
と
、
生
産
的
で
働

き
が
い
の
あ
る
雇
用
の
確
保
」
「
不
平
等
の
是
正
」
「
気
候
変
動
へ
の
対
策
」
な
ど
で
す
。
 

 
神
奈
川
県
政
に
お
い
て
も
、
「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
」
S
D
G
s
達
成
に
向
け
た
施
策
を
柱
に
据
え

て
と
り
く
ん
で
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
 

 
政
府
・
財
界
・
黒
岩
知
事
も
、
こ
の
目
標
達
成
を
う
た
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
安
倍
政
権
が
実

際
行
っ
て
い
る
こ
と
は
、
目
標
に
逆
行
す
る
「
生
活
保
護
費
の
改
悪
を
は
じ
め
と
す
る
社
会
保
障
切

り
捨
て
」
、「

働
き
方
改
革
に
よ
る
長
時
間
労
働
・
た

だ
働
き
の
温
存
」
、「

原
発
推
進
」
、「

軍
事
費
増

強
」「

核
禁
止
条
約
に
不
参
加
」「

L
G
B
T
攻
撃
容
認
・
選
択
的
夫
婦
別
姓
に
後
ろ
向
き
」
な
ど
、
枚
挙

に
い
と
ま
が
あ
り
ま
せ
ん
。
 

 
ま
た
、
黒
岩
県
政
に
お
い
て
は
、
こ
う
い
っ
た
国
の
悪
政
を
擁
護
し
、
政
府
が
進
め
る
「
自
己
責

－ 24 －



4
 

リ
ニ
ア
新
幹
線
の
推
進
な
ど
不
要
･
不
急
な
公
共
工
事
を
進
め
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、「

ト
リ
ク
ル
ダ

ウ
ン

理
論

（
富

裕
層

や
大

企
業

が
富

め
ば

、
富

が
国

全
体

に
滴

り
落

ち
る

）
」

に
基

づ
く

手
法

で
す

が
、
O
E
C
D
の
実
証
研
究
で
も
効
果
が
否
定
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
滴
り
落
ち
る
ど
こ
ろ
か
大
企
業
に

富
が
溜
ま
る
ば
か
り
で
す
。
こ
の
よ
う
な
税
金
の
無
駄
遣
い
を
や
め
、
県
民
の
切
実
な
要
求
に
応
え
、

直
接
県
民
の
命
・
暮
ら
し
を
支
援
す
る
施
策
を
重
点
的
に
す
す
め
る
べ
き
で
す
。
 

 
「
地
域
経
済
の
エ
ン
ジ
ン
を
回
す
」
為
に
は
、
市
町
村
と
連
携
し
中
小
・
零
細
企
業
や
地
域
産
業

の
振
興
を
推
し
進
め
、
地
域
経
済
の
好
循
環
を
つ
く
る
こ
と
こ
そ
重
要
で
す
が
、
実
態
調
査
を
基
に

し
た
有
効
な
地
域
経
済
振
興
施
策
を
行
っ
て
い
な
い
の
が
現
状
で
す
。
 

 
ま
た
、
黒
岩
知
事
の
目
玉
政
策
の
「
未
病
改
善
の
と
り
く
み
」「

ヘ
ル
ス
ケ
ア
・
ニ
ュ
ー
フ
ロ
ン
テ

ィ
ア
推
進
」
の
問
題
は
、
先
端
医
療
産
業
育
成
を
す
す
め
、
県
民
が
健
康
寿
命
を
延
ば
す
為
に
は
企

業
の
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を
購
入
す
る
こ
と
を
前
提
と
す
る
内
容
に
な
っ
て
い
る
こ
と
で
す
。
ま
さ
に
、

健
康
管
理
の
市
場
化
・
自
己
責
任
化
を
す
す
め
る
も
の
で
す
。
本
来
県
が
や
る
べ
き
こ
と
は
、「

健
康

格
差
」
を
是
正
し
、「

誰
も
が
」
健
康
寿
命
を
延
ば
す
た
め
の
公
的
役
割
の
強
化
、
公
衆
衛
生
部
門
と

の
連
携
を
強
め
る
施
策
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
ま
た
、
県
民
の
多
く
が
反
対
す
る
「
カ
ジ
ノ
を
含

む
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
」
に
つ
い
て
も
、
内
外
か
ら
の
観
光
客
増
、
経
済
効
果
を
評
価
し
、
受
け
入
れ

に
前
向
き
な
姿
勢
を
示
し
て
い
ま
す
。
 

 
さ
ら
に
、「

第
二
の
基
地
県
」
と
言
わ
る
神
奈
川
県
に
お
い
て
、
基
地
の
縮
小
撤
去
は
多
く
の
県
民

の
悲
願
で
す
が
、
渉
外
知
事
会
の
会
長
で
あ
る
現
知
事
は
、
具
体
的
な
行
動
を
と
っ
て
い
な
い
ば
か

り
か
、
逆
に
、
米
軍
基
地
の
訓
練
実
態
や
米
軍
基
地
の
存
在
を
容
認
し
て
い
ま
す
。
核
兵
器
廃
絶
な

ど
平
和
事
業
予
算
は
わ
ず
か
で
あ
り
、
国
民
的
世
論
で
あ
る
「
原
発
廃
止
」
も
言
及
し
て
い
ま
せ
ん
。

 
 （（
３

）
県

政
の

運
営

の
仕

方
に

も
問

題
が

 
 
独
断
的
な
県
政
運
営
も
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
知
事
の
専
決
体
制
が
強
化
さ
れ
、
知
事
の
お
気
に
入

り
の
政
策
を
進
め
る
た
め
知
事
室
が
肥
大
化
し
、
し
わ
寄
せ
が
他
の
部
局
に
押
し
付
け
ら
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
県
民
に
何
の
説
明
も
な
く
県
民
局
が
突
然
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
正
規
職
員
は

ま
と
も
に
増
員
せ
ず
、
代
替
と
し
て
非
正
規
労
働
者
を
増
大
さ
せ
、
税
金
を
使
っ
て
ワ
ー
キ
ン
グ
プ

ア
を
う
み
だ
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
正
規
職
員
に
は
過
重
な
仕
事
が
課
せ
ら
れ
、
体
調
を
崩
す
職
員

も
生
ま
れ
て
い
ま
す
。
 

 
県
民
本
位
の
県
政
に
す
る
た
め
に
は
、
行
政
の
透
明
性
を
高
め
、
現
場
職
員
の
声
を
よ
く
聞
き
尊

重
し
て
、
庁
内
の
風
通
し
を
良
く
し
、
現
場
力
を
高
め
る
県
政
運
営
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
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「
財
政
が
無
い
」
な
ど
の
理
由
で
応
え
よ
う
と
し
な
い
の
は
、
第
一
期
の
県
政
運
営
か
ら
何
ら
改
善

さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
例
を
あ
げ
る
と
、
小
児
医
療
費
助
成
、
重
度
障
害
者
医
療
費
助
成
、
中
学
校
給

食
実
施
支
援
、
県
営
住
宅
の
増
設
な
ど
、
誰
も
が
等
し
く
健
康
で
文
化
的
生
活
を
送
れ
る
よ
う
に
す

る
広
域
自
治
体
と
し
て
の
施
策
の
拡
充
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
や
、
非
正
規
雇
用
・
ワ
ー
キ
ン
グ

プ
ア
の
増
大
に
よ
る
格
差
拡
大
に
対
す
る
積
極
的
な
施
策
・
予
算
が
組
ま
れ
て
い
な
い
こ
と
に
表
れ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
災
害
が
頻
発
す
る
な
か
で
、
防
災
対
策
が
急
が
れ
ま
す
が
、
求
め
ら
れ
る
ス
ピ

ー
ド
・
規
模
に
ま
っ
た
く
追
い
つ
い
て
お
ら
ず
、
県

民
の

命
・
安

全
が

危
険

に
さ

ら
さ

れ
て

い
ま

す
。

 

 
第
二
に
、
2
0
1
2
年
に
自
ら
主
導
し
た
「
神
奈
川
臨
調
」
の
答
申
を
受
け
る
形
で
、
緊
急
財
政
対
策

と
し
て
、
県
有
施
設
原
則
廃
止
、
市
町
村
・
団
体
補
助
の
一
時
停
止
・
抜
本
的
見
直
し
な
ど
を
打
ち

出
し

、
県

民
生

活
直

結
の

予
算

削
減

や
県

民
利

用
施

設
の

廃
止

を
強

行
し

て
き

ま
し

た
。

現
在

も
、

指
定
管
理
者
の
導
入
や
民
営
化
な
ど
を
継
続
し
、
県
民
の
サ
ー
ビ
ス
・
財
産
が
切
り
捨
て
ら
れ
て
い

ま
す
。
総
務
省
の
全
国
調
査
(
2
0
1
5
年
４
月

時
点
)
で
は
、
公
の
施
設
(
学
校
・
河
川
・
道

路
を

除
く

)
の

指
定

管
理

導
入

率
全

国
第

３
位
の

9
2
.
1
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

国
の

施
策

を
先

取
り

し
、

箱
根

地
域

の
県

営
水

道
事

業
(
取
水
か
ら
料
金
徴
収
ま
で
)

を
J
F
E
グ
ル
ー
プ
企
業
に
事
業
委
託
を
行

っ
て

い
ま

す
。

民
間

委
託

し
た

イ
ギ

リ
ス

で
は

料
金

の
大

幅
値

上
げ

や
水

質
悪

化
が

問
題
に
な
り
、
再
公
営
化
し
て
い
ま
す
。
水

の
公

共
性

の
点

か
ら

も
大

き
な

問
題

で

す
。
 

 
第
三
に
、
教

育
の

分
野

で
も

、
国

際
人

材

育
成

を
目

指
す

「
国

際
バ

カ
ロ

レ
ア

認
定

校
の
設
置
」
や

小
中

一
貫

校
、
中
高
一
貫
校

導
入
、
「
進
学
重
点
(
難
関
大
学
進
学
)
校
」

の
設

定
な

ど
学

校
教

育
に

早
期

か
ら

の
競

争
主

義
教

育
が

導
入

さ
れ

、
教

育
格

差
が

増
々
広
が
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
県

立
高

校

を
統

合
・

削
減

し
全

日
制

普
通

高
校

進
学

率
は

、
全

国
最

低
レ

ベ
ル

と
な

っ
て

い
ま

す
。
 

 （（
２

）
県

民
の

願
い

よ
り

も
国

の
政

策
推

進
と

自
分

が
や

り
た

い
こ

と
優

先
 

 
県
民
の
願
い
に
は
向
き
あ
わ
な
い
一
方
で
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
を
評
価
し
「
経
済
の
エ
ン
ジ
ン
を
回

す
」
と
し
て
、「

セ
レ
ク
ト

1
0
0
」
な
ど
大
企
業
支
援
や
特
区
を
活
用
し
た
事
業
、
幹
線
道
路
建
設
や

出
所

：
神

奈
川

県
「
県

民
ニ

ー
ズ

調
査

結
果

（
基

本
調

査
）
」
2
0
1
7

年
度

－ 25 －
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●
 
介
護
保
険
料
は
、
国
庫
負
担
（
現
在

2
5
％
）
を
増
額
し
保
険
料
の
抑
制
を
は
か
る
よ
う
国
に
求

め
る
と
と
も
に
、
市
町
村
と
も
連
携
し
て
独
自
の
低
所
得
者
対
策
(
保
険
料
負
担
の
軽
減
)
を
す
す

め
ま
す
。
 

●
 
３
万
人
近
い
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
待
機
者
の
解
消
に
向
け
、
特
養
の
増
設
を
図
り
ま
す
。
 

●
 
介
護
を
必
要
と
す
る
人
や
家
族
が
住
み
な
れ
た
地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
、
医
療
と
介

護
の
連
携
を
強
化
し
、
ま
た
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
を
創
設
し
ま
す
。
 

●
 
介
護
保
険
の
「
総
合
事
業
」
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
現
行
相
当
の
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
を
継

続
す
る
よ
う
市
町
村
へ
の
援
助
・
助
言
を
行
い
ま
す
。
 

●
 

介
護

職
員

の
人

材
不

足
の

主
な

要
因

は
処

遇
の

低
さ

で
あ

り
、

賃
金

を
改

善
す

る
こ

と
が

急
務

で
す

。
介

護
職

員
の

処
遇

改
善
を
一
般
財
源
よ
り
行
う
よ
う
国
に
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
と
称
し
て
、
「
医
療
か
ら
介
護
へ
、

施
設

か
ら

在
宅

へ
」

の
大

号
令

で
、

病
院

や
介

護
施

設
か

ら
高

齢
者

追
い

出
し

が
促

進
さ

れ
て

い
ま

す
。

受
け

皿
と

な
る

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

・
地

域
ケ

ア
プ

ラ
ザ

の
運

営
も

自
助

・
互

助
を
基
本
と
し
た
運
営
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
改
め
、
「
公
助
」

を
基

本
と

し
た

運
営

が
で

き
る

よ
う

、

市
町
村
支
援
を
強
め
ま
す
。
 

 ●
 
健
康
管
理
の
市
場
化
・
自

己
責
任
化
を
進
め
る
「
未
病
」
産
業
育
成
関
連
の
事
業
予
算
を
抜
本

的
に
見
直
し
、
健
康
寿
命
を
延
ば
す
た
め
に
「
健
康
格
差
」
の
是
正
の
観
点
か
ら
公
的
役
割
の
強

化
、
公
衆
衛
生
部
門
と
の
連
携
を
強
め
る
施
策
を
進
め
ま
す
。
当
面
、
健
康
診
断
を
受
診
で
き
な

い
県
民
を
な
く
す
た
め
特
定
検
診
な
ど
の
無
料
・
低
額
健
診
を
拡
充
す
る
助
成
制
度
や
、
土
曜
日

曜
健
診
所
を
増
や
す
た
め
の
助
成
制
度
を
つ
く
り
ま
す
。
 

●
 
地
域
医
療
の
崩
壊
に
つ
な
が
る
施
策
に
は
明
確
な
反
対
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
医
療
機
関
へ

医
師

を
派

遣
す

る
仕

組
み

を
再

構
築

し

ま
す
。
 

●
 

県
地

域
医

療
構

想
の

中
で

病
床

不
足

の
地
域
に
対
し
、
関
係
団
体
等
の
協
力
を

得
て
増
床
な
ど
の
手
立
て
を
と
り
ま
す
。
 

●
 
医
師
の
確
保
対
策
に
つ
い
て
は
、
将
来

の
需

要
動

向
を

見
通

し
つ

つ
養

成
を

進

め
、
適
正
な
供
給
数
を
確
保
す
る
と
と
も

に
、
地
域
的
な
偏
在
や
診
療
科
間
の
偏
在

へ
の
対
応
を
進
め
ま
す
。
 

●
 

看
護

師
を

増
員

す
る

た
め

に
養

成
施

出
所

：
総

務
省

統
計

局
「
統

計
で

見
る

県
の

す
が

た
」
2
0
1
8

年
度
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総

務
省

統
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統
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で

見
る

県
の

す
が
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」
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0
1
8

年
度

版
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  ２
 

県
民

と
と

も
に

め
ざ

す
県

政
（

基
本

政
策

）

Ⅰ
.
だ

れ
も

が
自

分
ら

し
く

安
心

し
て

生
活

で
き

る
県

政
に

 
 
行
政
の
最
大
の
役
割
は
、
住
民
誰
も
が
「
自
分
ら
し
く
安
心
し
て
生
活
す
る
」
こ
と
を
バ
ッ
ク
ア

ッ
プ
す
る
こ
と
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
 

 
生
活
を
支
え
る
生
活
保
障
（
教
育
・
雇
用
・
社
会
保
障
）
の
脆
弱
化
が
進
ん
で
お
り
、
国
民
・
県

民
の
不
安
要
因
に
な
っ
て
い
ま
す
。
す
べ
て
の
県
民
を
支
え
る
「
社
会
保
障
の
床
」
な
ど
を
つ
く
る

こ
と
を
国
に
働
き
か
け
、
県
独
自
に
も
生
活
保
障
を
充
実
す
る
県
政
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

具
体
的
な
生
活
部
面
に
お
け
る
安
全
を
充
実
す
る
こ
と
も
重
要
で
す
。
防
犯
対
策
や
頻
発
す
る
災
害

に
充
分
な
対
策
を
取
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
 

 
と
同
時
に
、
憲
法
に
保
障
さ
れ
た
人
権
保
障
、
平
等
な
社
会
づ
く
り
も
重
要
で
す
。
残
念
な
が
ら

県
内
で
も
「
ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
」
や
セ
ク
ハ
ラ
・
パ
ワ
ハ
ラ
、
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
ー
に
対
す
る
差

別
な
ど
、
人
権
が
蹂
躙
さ
れ
る
事
態
が
起
こ
っ
て
い
ま
す
。「

ど
の
よ
う
に
生
き
る
の
か
」
の
決
定
す

る
権
利
は
個
人
に
あ
り
ま
す
。
一
人
ひ
と
り
の
人
権
が
大
事
に
し
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を
先
頭
に
立

っ
て
実
現
す
る
県
政
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
 

 １
 

医
療

、
介

護
の

充
実

で
健

康
格

差
を

な
く

し
、
子

ど
も

か
ら

高
齢

者
ま

で
、
だ

れ

で
も

安
心

で
き

る
制

度
拡

充
を

 

●
 
小
児
・
ひ
と
り
親
家
庭
・
重
度
障
害
者
医
療
費
助
成
制
度
の
３
制
度
に
導
入
さ
れ
て
い
る
給
付

一
部
負
担
金
、
所
得
制
限
、
重
度
障
害
者
医
療
制
度
の
年
齢
制
限
を
撤
廃
し
ま
す
。
 

●
 
小
児
医
療
費
助
成
制
度
の
県
の
補
助
基
準
を
中
学
校
卒
業
ま
で
に
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
国
の

制
度
と
し
て
創
設
す
る
よ
う
国
に
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
重
度
障
害
者
医
療
費
助
成
の
対
象
も
、
精
神
障
害
者
２
級
に
ま
で
拡
大
し
ま
す
。
 

●
 
小
児
に
対
す
る
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種
の
県
の
助
成
制
度
を
新
設
す
る
と
と
も
に
、
国
に

対
し
定
期
接
種
化
を
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
Ｗ
Ｈ
Ｏ
が
定
期
接
種
を
推
奨
し
て
い
る
、
ロ
タ
ウ
ィ
ル
ス
、
日
本
小
児
科
学
会
が
定
期
接
種
化

を
求
め
て
い
る
ム
ン
プ
ス
（
お
た
ふ
く
風
邪
）
の
定
期
接
種
が
で
き
る
よ
う
、
県
の
助
成
制
度
を

新
設
す
る
と
と
も
に
、
国
へ
の
定
期
接
種
化
を
働
き
か
け
ま
す
。
 

 ●
 
国
保
の
都
道
府
県
単
位
化
の
ス
タ
ー
ト
に
と
も
な
い
、
保
険
料
の
増
額
に
な
ら
な
い
よ
う
国
に

国
庫
負
担
の
増
額
を
求
め
る
と
と
も
に
、
県
の
独
自
財
政
措
置
を
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
資
格
証

や
短
期
証
の
発
行
を
や
め
る
よ
う
市
町
村
へ
の
助
言
・
指
導
を
行
い
ま
す
。
 

●
 

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

の
特

例
軽

減
の

段
階

的
に

廃
止

に
よ

る
保

険
料

負
担

増
の

軽
減

の

た
め
県
と
し
て
財
政
措
置
を
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
高
齢
者
を
差
別
す
る
後
期
高
齢
者
制
度
の
廃

止
を
国
に
求
め
ま
す
。
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た
維
持
・
更
新
の
た
め
の
公
共
事
業
政
策
に
転
換
し
ま
す
。
 

●
 
大
震
災
・
津
波
被
害
・
集

中
豪
雨
な
ど
に
備
え
た
避
難
計
画
を
見
直
し
、
よ
り
実
効
あ
る
も
の

に
し
ま
す
。
ま
た
、
障
が
い
者
・
高
齢
者
が
参
加
し
た
避
難
訓
練
を
実
施
し
ま
す
。
 

●
 
避
難
施
設
に
つ
い
て
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
や
基
本
的
な
人
権
が
保
障
さ
れ
る
住
環
境
と
な
る
よ

う
改
善
し
ま
す
。
避
難
所
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
や
、
誰
も
が
被
災
時
の
情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
、
医
療
・
介
護
の
保
障
の
あ
る
避
難
所
を
確
保
し
ま
す
。
ま
た
、
市
町
村
と
連
携
し
高
齢
者
・

障
害
者
な
ど
の
緊
急
避
難
に
備
え
た
避
難
体
制
、
避
難
場
所
、
避
難
方
法
、
避
難
介
助
者
な
ど
の

法
・
体
制
整
備
を
明
ら
か
に
し
て
、
町
内
会
館
な
ど
身
近
な
施
設
に
掲
示
し
ま
す
。
 

●
 
南

海
ト

ラ
フ

巨
大

地
震
・
津

波
に

対
応

す
る

た
め

、
学

校
・
庁
舎
・
病

院
・
福
祉
・
文

化
施

設

な
ど
の
公
共
建
築
物
、
幹
線
道
路
・
緊
急
輸
送
道
路
や
隣
接
す
る
商
店
街
な
ど
の
耐
震
・
耐
火
対

策
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
耐
震
基
準
を
満
た
さ
な
い
木
造
住
宅
な
ど
す
べ
て
の
住
宅
の
耐
震
化
を
促
進
す
る
た
め
に
、
耐

震
診
断
や
、
無
利
子
の
融
資
事
業
な
ど
耐
震
補
強
を
市
町
村
と
協
力
し
て
促
進
し
ま
す
。
 

●
 
港
湾
埋
立
地
域
と
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
対
す
る
液
状
化
防
止
対
策
を
促
進
し
ま
す
。
 

●
 
国
や
川
崎
・
横

浜
・
横
須
賀
市
、
事
業
者
と
協
力
し
京
浜
臨
海
部
の
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
に
係

る
護

岸
の

耐
震

化
や

避
難

対
策

、
防

災
遮

断
策

な
ど

防
災

対
策

の
抜

本
的

強
化

に
着

手
し

ま
す

。

コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
設
置
者
に
対
し
地
盤
改
良
、
防
潮
堤
の
設
置
を
は
じ
め
と
す
る
自
主
的
な
耐
震
補

強
対
策
・
津
波
対
策
、
消
防
力
の
強
化
を
求
め
ま
す
。
 

●
津

波
の

迅
速

な
察

知
と

伝
達

の
体

制
の

充
実

の
た

め
、

相
模

湾
沖

の
海

底
水

圧
計

の
運

用
、

G
PS

波
浪
計
の
設
置
と
併
せ
て
、
多
種
多
様
な
沖
合
観
測
網
の
整
備
を
国
に
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
急
傾
斜
地
防
災
対
策
を
強
化
し
ま
す
。
法
面
工
事
の
県
単
独
事
業
を
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
国

の
補
助
事
業
予
算
の
拡
充
を
求
め
ま
す
。
地
す
べ
り
等
土
砂
災
害
の
土
砂
災
害
危
険
警
戒
区
域
や

大
規
模
造
成
地
等
の
危
険
地
域
に
対
す
る
防
災
施
設
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
市
町
村
、
市
民

と
連
携
し
た
避
難
体
制
を
確
立
し
ま
す
。
 

●
 

集
中

豪
雨

な
ど

の
自

然
災

害
対

策
を

す
す

め
ま

す
。

遊
水

地
、

地
下

調
整

池
、

幹
線

排
水

路
、

排
水
施
設
の
保
守
・
整
備
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
災
害
時
対
応
生
活
物
資
の
備
蓄
を
す
す
め
ま
す
。
公
共
的
避
難
所
す
べ
て
に
備
蓄
を
す
す
め
ま

す
。
 

●
 
防
災
、
治
安
対
策
の
視
点
か
ら
も
、
徒
歩
生
活
圏
を
基
礎
単
位
と
す
る
重
層
的
な
生
活
圏
の
安

全
安
心
な
街
づ
く
り
を
住
民
参
加
・
市
町
村
と
と
も
に
計
画
的
に
整
備
し
ま
す
。
 

●
 

日
弁

連
が

提
案

す
る

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

保
護

規
制

を
前

提
と

し
た

防
犯

カ
メ

ラ
の

設
置

な
ど

に

よ
る
治
安
対
策
強
化
を
行
う
と
と
も
に
、
犯
罪
の
根
源
で
あ
る
貧
困
の
克
服
、
人
間
関
係
に
お
け

る
分
断
と
孤
立
へ
の
対
策
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
尊
重
と
と
も
に
犯
罪
を
防
止
す
る
地
域
づ
く
り
を
重

視
し
て
と
り
く
み
ま
す
。
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設
を
増
や
し
ま
す
。
希
望
す
る
准
看
護
師
の
方
が
正
看
護
師
に
移
行
で
き
る
よ
う
、
県
と
し
て
の

支
援
を
強
化
し
ま
す
。
 

●
 
看
護
職
員
確
保
の
一
環
と
し
て
、
看
護
学
生
の
修
学
資
金
貸
与
予
算
枠
を
拡
充
し
ま
す
。
 

 ２２
 

生
活

困
窮

者
へ

の
支

援
充

実
を

す
す

め
ま

す
。

 
●

 
福

祉
事

務
所

ケ
ー

ス
ワ

ー
カ

ー
の

体
制

を
拡

充
し

、
生

活
保

護
行

政
を

充
実

し
ま

す
。

当
面

、

県
内
補
足
率
を
３
割
に
引
き
上
げ
ま
す
。
 

●
 
生
活
保
護
利
用
者
援
護
の
た
め
、
経
費
の
か
か
る
夏
季
、
年
末
の
福
祉
手
当
と
し
て
県
独
自
に

１
万
円
を
支
給
し
ま
す
。
 

●
 
餓
死
・
孤
独
死
の
防
止
の
た
め
、
市
町
村
と
連
携
し
低
所
得
者
対
象
の
見
守
り
体
制
を
強
化
し

ま
す
。
ま
た
、
熱
中
症
対
策
と
し
て
エ
ア
コ
ン
購
入
・
冬

季
の
灯
油
購
入
費
用
援
助
を
県
独
自
に

行
う
と
と
も
に
、
国
に
予
算
化
を
求
め
ま
す
。
 

●
 

安
倍

政
権

が
す

す
め

る
生

活
保

護
費

削
減

に
反

対
し

ま
す

。
ま

た
、

生
活

保
護

、
就

業
支

援
、

居
住
確
保
な
ど
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
相
談
窓
口
を
県
下
６
ヶ
所
（
地
域
県
政
総
合
セ
ン
タ
ー
）
に
設

置
し
ま
す
。
 

●
 
高
齢
の
低
所
得
者
世
帯
、
ひ
と
り
親
家
庭
、
単
身
者
の
低
家
賃
公
営
住
宅
、
公
的
住
宅
の
拡
充

を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
日
本
全
国
で
７
人
に
１
人
が
貧
困
な
状
態
に
あ
る
な
か
、
県
民
の
貧
困
か
ら
の
脱
却
を
め
ざ
し

県
に

対
策

部
を

設
置

し
、

実
態

調
査

を
実

施
し

具
体

的
施

策
を

立
案

･
実

施
し

ま
す

。
生

活
困

窮

者
向
け
の
支
援
を
市
町
村
と
協
力
し
実
施
し
ま
す
。
 

●
 
生
活
に
困
窮
す
る
高
齢
者
、
子
育
て
世
代
、
若
者
へ
の
家
賃
補
助
な
ど
住
宅
支
援
、
住
居
喪
失

者
の
た
め
の
住
居
と
安
定
就
労
の
た
め
の
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
ネ
ッ
ト
」
の
と
り
く
み
を
、
国
と
も
連

携
し
て
拡
充
し
ま
す
。
 

 ３
 

障
が

い
者

の
負

担
を

軽
減

し
、

生
活

と
権

利
を

守
り

ま
す

。
 

●
 
「
障
害
者
総
合
支
援
法
」
は
た
だ
ち
に
廃
止
し
、
憲
法
と
障
害
者
権
利
条
約
の
趣
旨
に
も
と
づ

く
「
障
害
者
支
援
法
」
を
策
定
す
る
よ
う
国
に
求
め
ま
す
。
 

●
 

障
が

い
者

権
利

基
本

条
例

を
策

定
し

、
障

が
い

者
の

権
利

を
保

障
す

る
施

策
を

実
行

し
ま

す
。
 

●
 
在
宅
重
度
障
害
者
手
当
を
復
活
し
ま
す
。
 

●
 
市
町
村
と
連
携
し
、「

施
設
か
ら
地
域
へ
」
の
流
れ
を
推
進
す
る
た
め
の
総
合
的
な
支
援
、
条
件

整
備
を
す
す
め
ま
す
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
地
域
作
業
所
へ
の
補
助
を
拡
充
し
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー

ム
や
ケ
ア
ホ
ー
ム
の
増
設
と
職
員
体
制
を
強
化
し
ま
す
。
 

●
 
視
覚
障
が
い
者
用

L
E
D
付
き
音
響
装
置
の
信
号
機
を
大
幅
に
増
や
す
な
ど
、
視
力
障
が
い
者
が

横
断
歩
道
を
安
全
に
使
用
で
き
る
対
策
を
拡
充
し
ま
す
。
 

 ４
 

地
震

・
津

波
、

自
然

災
害

に
強

い
安

全
・

安
心

な
神

奈
川

地
域

を
 

●
 
地
震
・
津

波
・
風
水
害
な
ど
の
自
然
災
害
が
頻
発
す
る
中
で
、
住
民
の
い
の
ち
を
守
る
防
災
対

策
は
急
務
で
す
。
公
共
事
業
政
策
に
つ
い
て
は
、
新
規
建
設
か
ら
防
災
・
耐
震
や
老
朽
化
に
備
え
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1
0
 

  

５５
 

安
全

と
公

共
性

を
重

視
し

、「
移

動
権

」「
交

通
権

」
を

保
障

す
る

交
通

政
策

、
交

通
バ

リ
ア

フ
リ

ー
を

推
進

し
ま

す
。

 
●
 
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
を
前
提
と
し
た
都
市
交
通
政
策
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
生
活
道
路
、
公

共
交
通
優
先
の
道
路
・
交

通
政
策
に
転
換
し
ま
す
。
そ
の
た
め
に
、
事
業
の
可
否
を
含
む
戦
略
的

環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
制
度
の
導
入
を
推
進
し
ま
す
。
公
共
的
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
や

L
R
T
（
低
床

式
路
面
電
車
）
の
導
入
な
ど
を
検
討
し
、
市
町
村
と
共
同
で
公
共
交
通
の
拡
充
を
図
り
ま
す
。
 

●
 
人
と
環
境
に
優
し
い
ま
ち
づ
く
り
・
交
通
体
系
へ
、
自
動
車
走
行
優
先
か
ら
歩
行
者
優
先
に
転

換
し

通
勤
・
通
学
・
通

院
・
買

い
物

が
し

易
い

街
へ

、
市

町
村

を
支

援
し

、
買

い
物

道
路

、
緑

道

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
整
備
し
、
安
全
で
快
適
な
街
づ
く
り
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
市
町
村
に
よ
る
「
地
域
公
共
交
通
計
画
」
の
策
定
、
お
よ
び
地
域
交
通
整
備
の
と
り
く
み
に
対

し
、
財
政
的
・
人
的
支
援
、
地
域
交
通
政
策
の
専
門
家
を
育
成
し
ま
す
。
 

●
 
「
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」（

バ
リ
ア
フ
リ
ー
新
法
）

の
施
行
に
伴
う
諸
施
策
に
対
す
る
市
町
村
へ
の
支
援
、
公
共
車
両
優
先
シ
ス
テ
ム
（
P
T
P
S
）
の
導

入
促
進
、
相
模
川
以
西
へ
の
広
域
的
な
公
共
交
通
機
関
の
検
討
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
バ
ス
を
は
じ
め
と
し
た
公
共
交
通
の
整
備
へ
の
支
援
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
へ
の
支
援
の
拡
充
、

自
転
車
の
利
用
促
進
、
駅
ホ
ー
ム
ド
ア
設
置
な
ど
鉄
道
の
安
全
対
策
や
交
通
安
全
対
策
等
の
推
進

な
ど
に
と
り
く
み
ま
す
。
 

●
 
高
齢
者
の
外
出
・
社
会
参
加
を
保
障
す
る
た
め
、
交
通
機
関
の
利
用
に
対
す
る
県
と
し
て
の
補

助
制
度
を
つ
く
り
ま
す
。
 

 ６
 

居
住

の
権

利
を

保
障

す
る

住
宅

政
策

に
転

換
し

、
徒

歩
生

活
圏

を
基

礎
単

位
と

す
る

生
活

圏
の

住
環

境
、
生

活
道

路
、
防

災
・
防

犯
、
公

害
防

止
、
子

育
て

と
医

療
・

介
護

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
、

身
近

な
交

流
の

場
と

し
て

の
商

店
街

振
興

な
ど

を
住

民

参
加

で
市

町
村

と
一

緒
に

計
画

的
に

整
備

を
進

め
ま

す
。

 
●
 
自
然
･
生
態
系
･
緑
･
樹
木
の
保
護
、
里
山
･
谷
戸
の
保
全
、
ま
ち
な
み
･
景
観
の
保
全
、
用
途
地
域

の
厳
格
化
を
は
か
る
た
め
に
、
県
と
し
て
、
市
町
村
が
住
民
参
画
に
よ
る
地
区
計
画
、
ま
ち
づ
く

り
条
例
を
制
定
す
る
た
め
の
支
援
を
行
い
ま
す
。
 

●
 
「
居
住
の
権
利
」
を
保
障
す
る
住
宅
政
策
へ
の
転
換
、
県
営
住
宅
の
整
備
促
進
、
住
宅
供
給
公

社
住
宅
の
増
設
・
拡
充
に
と
り
く
み
ま
す
。
 

●
 
神
奈
川
県
と
し
て
高
齢
者
等
の
「
住
宅
確
保
要
配
慮
者
」
の
調
査
・
推
計
等
を
行
な
い
「
供
給

促
進
計
画
」
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
の
入
居
を
拒
ま
な
い
賃
貸
住
宅
の
登

録
推
進
の
た
め
の
実
行
性
の
あ
る
施
策
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
空
き
家
対
策
・
空
き
家
活
用
の
推
進
に
と
り
く
み
ま
す
。
 

●
 
県
営
住
宅
ス
ト
ッ
ク
総
合
活
用
計
画
を
実
施
す
る
た
め
の
予
算
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
エ
レ

ベ
ー
タ
設
置
や
空
き
家
率
を
減
ら
す
た
め
の
空
き
家
の
改
修
を
重
点
的
に
と
り
く
み
ま
す
。
 

●
 
県
営
住
宅
、
公
社
住
宅
、
U
R
等
の
団
地
を
、
「
福
祉
型
団
地
」
へ
再
生
す
る
と
り
く
み
を
す
す

出
所

：
総

務
省

統
計

局
「
統

計
で

見
る

県
の

す
が

た
」
2
0
1
8

年
度

版
 

9
 

  急急
傾

斜
地

整
備

計
画

は
４

年
間

で
5
8
％

⇒
6
1
％

と
た

っ
た

３
％

 
こ

の
ま

ま
で

は
5
0
年

た
っ

て
も

終
わ

ら
な

い
 

 

  

 

 

出
所

：
地

震
調

査
研

究
推

進
本

部
調

査
委

員
会

「
全

国
地

震
動

予
測

出
所

：
神

奈
川

県
県

土
整

備
局

「
土

砂
災

害
危

険
箇

所
の

概
要

」
 

「
地

域
防

災
計

画
－

地
震

災
害

対
策

マ
ニ

ュ
ア

ル
・
資

料
（
2
0
1
8

年
3

月
）
」
よ

り
作

成
地

図
」
2
0
1
7

年
度

版
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1
2
 

 ⅡⅡ
.
子

ど
も

の
未

来
へ

の
展

望
を

切
り

開
く

県
政

に
 

 
将

来
へ

の
明

る
い

展
望

を
持

て
な

い
こ

と
が

閉
塞

感
と

な
り

、
社

会
（

政
治

や
制

度
な

ど
含

め
）

を
信
頼
で
き
な
い
状
況
を
つ
く
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
払
し
ょ
く
す
る
こ
と
が
県
政
な
ど
行
政
に
は

待
望
さ
れ
て
い
ま
す
。
と
り
わ
け
、
将
来
を
担
う
子
ど
も
た
ち
を
社
会
と
し
て
育
む
こ
と
は
重
要
に

な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
経
済
的
理
由
か
ら
教
育
が
受
け
ら
れ
な
い
子
ど
も
や
学
校
生
活
の
中
で

も
十
分
な
生
活
が
送
れ
な
い
な
ど
「
教
育
格
差
」
が
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。
 

 
ま
た
、
少
子
化
・
人
口
減
少
に
ど
の
よ
う
に
対
応
す
る
か
、
県
の
具
体
的
施
策
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
 

 １
 

子
ど

も
の

貧
困

根
絶

・
子

育
て

の
負

担
感

軽
減

し
、

安
心

し
て

子
育

て
で

き
る

神
奈

川
を

め
ざ

し
ま

す
。

 
●
 
小
児
医
療
費
助
成
制
度
の
県
の
補
助
基
準
を
中
学
校
卒
業
ま
で
に
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
国
の

制
度
と
し
て
創
設
す
る
よ
う
国
に
働
き
か
け
ま
す
。
（
再
掲
）
 

●
 
保
育
・
幼
児
教
育
の
無
償
化
の
早
期
実
施
を
国
に
要
求
す
る
と
と
も
に
、
国
の
措
置
に
加
え
県

独
自
に
認
可
外
施
設
利
用
者
等
の
負
担
を
軽
減
し
ま
す
。
 

●
 
保
育
所
整
備
３
カ
年
計
画
を
作
り
、
市
町
村
と
も
協
力
し
、
認
可
保
育
所
を
増
設
し
て
待
機
児

の
解
消
を
図
り
ま
す
。
 

●
 

市
町

村
に

支
援

･
協

力
し

て
、

計
画

的
に

園
庭

の
な

い
保

育
園

に
は

園
庭

を
、

給
食

の
外

部
搬

入
の
園
は
直
接
調
理
を
、
す
べ
て
の
園
に
看
護
師
ま
た
は
保
健
師
を
配
置
し
ま
す
。
保
育
士
配
置

基
準
を
改
善
し
ま
す
。
 

●
 
保
育
士
不
足
解
消
に
不
可
欠
な
処
遇
改
善
の
た
め
に
、
県
独
自
の
支
援
措
置
を
行
い
ま
す
。
 

●
 
市
町
村
と
協
力
し
て
就
学
援
助
制
度
を
拡
充
し
、
修
学
旅
行
代
金
や
卒
業
ア
ル
バ
ム
代
な
ど
も

支
給
し
ま
す
。
ま
た
、
対
象
を
生
活
保
護
基
準
の

1
.
5
倍
程
度
に
拡
大
し
ま
す
。
 

●
 
学
童
保
育
の
設
置
・
運
営
基
準
と
保
育
指
針
を
定
め
ま
す
。
市
町
村
と
連
携
し
小
学
校
地
域
ご

と
に
設
置
し
ま
す
。
県
単
独
補
助
金
を
創
設
し
、
父
母
負
担
の
軽
減
、
指
導
員
の
処
遇
改
善
と
小

学
校
６
年
生
ま
で
を
対
象
と
し
ま
す
。
ま
た
、
指
導
員
研
修
を
充
実
し
ま
す
。
 

●
 
県
立
児
童
相
談
所
の
専
門
職
員
の
増
員
、
す
べ
て
の
児
童
相
談
所
に
一
時
保
護
所
の
設
置
、
現

状
５
所
の
体
制
を
６
所
体
制
に
強
化
し
、
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
に
し
ま
す
。
 

●
 
「
こ
ど
も
の
貧
困
」
の
根
絶
の
た
め
に
、
市
町
村
の
協
力
も
得
た
調
査
の
実
施
、
ひ
と
り
親
世

帯
へ
の
児
童
育
成
手
当
、
シ
ン
グ
ル
マ
ザ
ー
の
相
談
窓
口
の
開
設
な
ど
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
す
べ
て
の
中
学
校
で
小
学
校
同
様
の
給
食
を
実
施
す
る
よ
う
市
町
村
を
支
援
し
、
地
元
関
係
業

者
と
協
力
し
て
、
地
産
地
消
を
す
す
め
ま
す
。
県
立
高
校
に
食
堂
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
夜
間

定
時

制
高

校
生

の
夕

食
サ

ー
ビ

ス
の

改
善

･
復

活
を

は
か

り
ま

す
。

ま
た

、
学

校
給

食
が

無
償

に

な
る
よ
う
国
に
働
き
か
け
る
と
と
も
に
、
学
校
給
食
無
償
化
に
向
け
た
市
町
村
支
援
を
行
い
ま
す
。
 

   
 

1
1
 

め
ま
す
。
 

●
 
ハ
ウ
ジ
ン
グ
プ
ア
・
低
所
得
者
等
へ
の
住
宅
保
障
に
と
り
く
み
ま
す
。
 

●
 
市
町
村
の
住
宅
施
策
へ
の
財
政
的
・
技
術
的
支
援
の
拡
充
・
強

化
、
市
町
村
に
よ
る
公
営
住
宅
・

公
立
住
宅
・
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
住
宅
整
備
へ
の
支
援
を
強
化
し
、
用
地
費
助
成
を
実
施
す
る

と
と
も
に
県
有
地
の
提
供
の
促
進
に
と
り
く
み
ま
す
。
 

 ７７
 

憲
法

を
尊

重
し

、
一

人
ひ

と
り

の
人

権
が

大
事

に
さ

れ
、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
平

等
な

社
会

に
 

●
 
L
G
B
T
(
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
)
を
は
じ
め
、
多
様
な
生
き
方
を
認
め
、
支
援
す
る
本
県
の
意
思
を

宣
言
し
、
情
報
発
信
、
啓
発
に
努
め
、
差
別
と
偏
見
を
な
く
し
人
権
や
権
利
を
守
る
と
り
く
み
を

す
す
め
ま
す
。
 

●
 
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
と
女
性
の
地
位
向
上
の
た
め
、
国
連
女
性
差
別
撤
廃
条
約
の
ル
ー
ル
の
確
立
、

男
女
共
同
参
画
推
進
条
例
を
県
民
に
広
め
、
企
業
へ
の
啓
発
・
指
導
を
強
め
ま
す
。
 

●
 
セ
ク
シ
ャ
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
は
性
暴
力
で
、
性
差
別
で
す
。
防
止
と
根
絶
の
た
め
に
、
ま
ず
県

内
の
大
学
、
企
業
、
医
療
・
福
祉
現
場
な
ど
の
実
態
を
調
査
し
、
被
害
者
が
声
を
上
げ
や
す
い
環

境
整
備
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 

性
犯

罪
･
性

暴
力

被
害

者
の

心
身

ケ
ア

を
一

カ
所

で
行

う
「

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

支
援

セ
ン

タ
ー

」

へ
の
国
の
財
政
支
援
を
求
め
、
2
4
時
間
相
談
体
制
の
充
実
を
図
り
ま
す
。
 

●
 
性
暴
力
、
セ
ク
ハ
ラ
、
ス
ト
ー
カ
ー
被
害
、
売
買
春
な
ど
の
暴
力
お
よ
び
配
偶
者
か
ら
の
暴
力

を
含
む
あ
ら
ゆ
る
暴
力
を
な
く
す
た
め
に
、
予
防
・
啓
発
・
相
談
・
一
時
保
護
・
生
活
再
建
の
支

援
を
行
う
県
施
設
を
充
実
し
ま
す
。
 

●
 

職
場

、
地

域
、

学
校

に
お

け
る

ジ
ェ

ン
ダ

ー
平

等
教

育
、

人
権

教
育

の
推

進
を

は
か

り
ま

す
。
 

●
 
副
知
事
に
女
性
を
置
く
こ
と
と
し
、
公
務
の
場
に
お
け
る
政
策
決
定
へ
の
女
性
登
用
、
審
議
会

等
へ
の
女
性
参
加
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
企
業
に
お
け
る
女
性
管
理
職
割
合
の
拡
大
、
指
導
的
地
位
へ
の
女
性
の
登
用
を
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
朝
鮮
学
校
を
含
む
外
国
人
学
校
へ
の
県
補
助
金
(
経
常
費
補
助
)
を
復
活
す
る
と
と
も
に
、
学
費

補
助
の
申
請
方
法
に
差
異
を
設
け
ず
、
学
費
補
助
の
拡
充
を
行
い
ま
す
。
 

●
 
ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
を
や
め
さ
せ
る
た
め
の
県
条
例
を
制
定
し
ま
す
。
 

●
 
憲
法
違
反
の
卒
業
式
・
入
学
式
に
お
け
る
「
日
の
丸
」
「
君
が
代
」
の
強
制
を
や
め
ま
す
。
 

●
 
視
力
障
害
者
、
知
的
障
害
者
等
の
参
政
権
保
障
の
為
の
支
援
策
を
拡
充
し
ま
す
。
 

●
 
ギ
ャ
ン
ブ
ル
依
存
症
を
誘
発
し
個
人
の
尊
厳
を
傷
つ
け
、
地
域
経
済
を
壊
す
カ
ジ
ノ
誘
致
に
は

反
対
し
ま
す
。
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 ２
 

子
ど

も
の

全
面

的
な

発
達

を
保

障
す

る
教

育
を

す
す

め
ま

す
。

 
●
 
子
ど
も
を
主
人
公
に
、
憲
法
、
子
ど
も
の
権
利
条
約
と
教
育
の
条
理
に
も
と
づ
く
教
育
を
貫
く

と
と
も
に
、
未
来
に
生
き
る
子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
十
分
な
予
算
を
確
保
し
て
、「

人
格
の
完
成
」
 

出
所

：
「
か

な
が

わ
子

ど
も

み
ら

い
プ

ラ
ン

中
間

年
の

見
直

し
」
2
0
1
8

年
3

月
な

ど
よ

り
作

成
 

出
所

：
神

奈
川

県
教

育
局

指
導

部
保

健
体

育
課

「
神

奈
川

県
内

の
学

校
給

食
実

施
状

況
」
2
0
1
7

年
度

版
 

1
3
 

 

 
   

出
所

：
神

奈
川

県
保

健
福

祉
局

「
平

成
2
8

年
度

版
国

民
健

康
保

険
事

業
状

況
」
2
0
1
8

年
3

月
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●
 
私
立
幼
稚
園
の
園
児
一
人
当
た
り
の
経
常
費
補
助
を
国
基
準
ま
で
増
額
す
る
と
と
も
に
、
保
護

者
負
担
の
軽
減
施
策
を
検
討
し
ま
す
。
 

●
 
教
育
現
場
の
環
境
改
善
、
教
育
へ
の
統
制
、
押
し
付
け
を
な
く
し
、
教
職
員
が
そ
の
専
門
性
を

活
か
し
て
子
ど
も
の
教
育
に
打
ち
込
め
る
環
境
を
つ
く
り
ま
す
。
 

●
 
「
県
立
高
校
改
革
実
施
計
画
」
に
よ
る
各
県
立
高
校
へ
の
「
指
定
」
は
、
高
校
間
の
競
争
や
格

差
を
高
校
現
場
に
持
ち
込
み
、
公
平
な
教
育
の
機
会
や
予
算
の
配
分
を
損
ね
、
教
育
の
崩
壊
に
道

を
開
く
も
の
で
あ
り
「
指
定
」
を
や
め
ま
す
。
 

 

  

 
   

 

出
所

：
神

奈
川

県
教

育
委

員
会

「
平

成
2
9

年
度

（
平

成
2
8

会
計

年
度

）
地

方
教

育
費

調
査

」
2
0
1
8

年
4

月
 

出
所

：
全

国
私

教
連

「
私

学
助

成
資

料
集

」
2
0
1
8

年
度

版
 

1
5
 

 
を
め
ざ
す
行
き
届
い
た
教
育
を
実
現
し
ま
す
。
 

●
 
国
の
責
任
で

3
5
人
学
級
の
計
画
的
実
現
を
要
求
し
ま
す
。
県
独
自
に
前
倒
し
し
て
、
早
期
に
 

 
実
現
し
ま
す
。
さ
ら
に
は
小
中
高
等
学
校
で
「
3
0
人
以
下
学
級
」
を
め
ざ
し
ま
す
。
状
況
に
応
じ
 

 
 
た
教
員
の
増
員
と
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
、
専
任
司
書
、
警
備
員
、
部
活
動
嘱
託
指
導
員
な
ど
必
要
な
職
 

 
 
員
を
配
置
し
、
教
員
が
研
修
に
励
み
、
「
わ
か
る
授
業
」
「
楽
し
い
学
校
」
「
子
ど
も
の
相
談
」
に
 

 
 
専
念
で
き
る
条
件
を
整
備
し
ま
す
。
 

●
 
い
じ
め
、
不
登
校
、
暴
力
行
為
な
ど
困
難
な
問
題
を
抱
え
る
家
庭
の
継
続
的
な
サ
ポ
ー
ト
の
た

め
の
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
全
小
中
学
校
を
カ
バ
ー
で
き
る
よ
う
配
置
し
ま
す
。
 

●
 
義
務
教
育
無
償
の
憲
法
の
規
定
を
実
現
す
る
よ
う
国
に
求
め
、
県
立
学
校
の
学
校
教
育
費
の
私

費
負
担
の
ゼ
ロ
を
め
ざ
し
、
早
急
に
半
減
し
ま
す
。
公
立
小
中
学
校
に
つ
い
て
も
市
町
村
に
働
き

か
け
て
保
護
者
負
担
の
軽
減
を
め
ざ
し
ま
す
。
 

●
 
「
誰
も
が
学
び
た
い
と
こ
ろ
で
学
べ
る
」
よ
う
に
希
望
者
全
員
の
高
校
進
学
を
公
立
私
立
の
協

調
で
保
障
し
ま
す
。
 

●
 
子
ど
も
た
ち
の
学
ぶ
権
利
を
保
障
す
る
た
め
に
、
国
の
教
育
予
算
増
を
求
め
、
所
得
制
限
な
し

の
高

校
無

償
化

を
再

開
す

る
こ

と
を

求
め

ま
す

。
ま

た
、

県
の

給
費

制
奨

学
金

を
拡

充
し

ま
す

。
 

●
 
大
学
入
学
後
の
奨
学
金
の
う
ち
、
所
得
制
限
付
き
の
給
付
制
奨
学
金
枠
の
大
幅
拡
充
を
国
に
求

め
る
と
と
も
に
、
県
と
し
て
大
学
生
等
を
対
象
と
し
た
給
付
型
奨
学
金
制
度
を
検
討
し
ま
す
。
 

●
 
私
立
学
校
の
全
国
最
低
レ
ベ
ル
の
経
常
費
補
助
と
学
費
補
助
を
充
実
・
強
化
し
、
経
済
的
理
由

で
進
学
で
き
な
い
こ
と
が
な
い
様
に
し
ま
す
。
私
立
高
校
の
学
費
補
助
を
東
京
並
み
に
拡
充
し
ま

す
。
 

●
 
県
立
高
校
の
適
正
規
模
（
１
学
年
６
～
８
学
級
）
を
維
持
し
、
県
立
高
校
の
削
減
計
画
を
見
直

し
ま
す
。
 

●
 
全
国
ワ
ー
ス
ト
ワ
ン
で
あ
る
県
立
高
校
の
耐
震
化
を
早
急
に
実
施
し
ま
す
。
｢
ボ
ロ
ボ
ロ
校
舎
｣

｢
メ

ロ
ン

校
舎

｣
な

ど
と

揶
揄

さ
れ

る
県

立
高

校
の

緊
急

修
繕

や
老

朽
校

舎
の

建
て

替
え

な
ど

を

早
急
に
実
施
し
ま
す
。
ま
た
、
冷
暖
房
を
全
て
の
部
屋
に
設
置
す
る
よ
う
計
画
的
に
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
県
立
特
別
支
援
学
校
の
適
正
規
模
化
を
は
か
る
た
め
増
設
を
急
ぎ
、
人
権
侵
害
と
も
な
っ
て
い

る
過
大
規
模
校
を
早
急
に
解
消
し
ま
す
。
ま
た
、
ス
ク
ー
ル
バ
ス
を
増
車
し
ま
す
。
 

●
 
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
の
推
進
に
あ
た
っ
て
は
、
少
人
数
学
級
の
導
入
な
ど
、
障
が
い
児
の
発

達
を
保
障
す
る
教
育
条
件
整
備
を
行
い
ま
す
。
特
に
、
知
的
発
達
の
遅
れ
を
伴
わ
な
い
発
達
障
が

い
児
に
対
し
て
、
通
級
指
導
教
室
等
の
条
件
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
の
後
期
中
等
教
育
を
保

障
で
き
る
よ
う
に
し
ま
す
。
 

●
 

歪
ん

だ
学

力
競

争
を

あ
お

る
｢
全

国
い

っ
せ

い
学

力
テ

ス
ト

｣
の

中
止

を
国

に
求

め
る

と
と

も

に
、
学
校
ご
と
の
結
果
の
公
表
を
行
わ
な
い
よ
う
に
し
ま
す
。
 

●
 

小
中

学
校

の
教

科
書

は
学

校
ご

と
に

採
択

で
き

る
こ

と
を

目
標

に
採

択
地

区
を

細
分

化
し

ま

す
。
県
立
高
校
の
教
科
書
採
択
は
学
校
の
意
向
を
尊
重
し
ま
す
。
 

●
 
子
ど
も
の
学
習
権
保
障
の
立
場
か
ら
朝
鮮
学
校
へ
の
運
営
費
補
助
を
復
活
し
ま
す
。
(
再
掲
)
 

●
 
子
ど
も
一
人
当
た
り
の
教
育
費
や
教
員
数
が
全
国
最
低
水
準
に
あ
り
、
県
立
高
校
、
県
立
特
別

支
援
学
校
の
教
育
条
件
も
遅
れ
て
い
る
実
態
を
解
消
す
る
た
め
に
、
教
育
予
算
を
増
や
し
早
期
に

解
消
を
は
か
り
ま
す
。
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と
と
も
に
、
雇
用
環
境
整
備
に
取
り
組
む
企
業
に
奨
励
金
制
度
な
ど
の
支
援
を
行
う
な
ど
、
安
定

し
た
雇
用
の
実
現
を
図
り
ま
す
。
 

●
 

公
共

工
事

設
計

労
務

単
価

通
り

の
賃

金
を

現
場

の
労

働
者

が
受

け
取

れ
る

よ
う

監
視

と
指

導

を
強
化
し
ま
す
。
 

●
 
若
者
む
け
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
型
職
業
紹
介
サ
ー
ビ
ス
(
ジ
ョ
ブ
カ
フ
ェ
)
の
拡
充
、
大
学
へ
の
就
活

相
談
員
の
派
遣
、
職
業
体
験
(
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
)
の
充
実
な
ど
就
職
活
動
の
ス
ム
ー
ズ
な
就
職

に
繋
が
る
援
助
を
し
ま
す
。
 

●
 
市
町
村
や
経
営
者
団
体
と
協
力
し
、
経
営
支
援
と
一
体
と
な
っ
た
雇
用
の
拡
大
・
就
労
促
進
を

行
い
ま
す
。
 

●
 
企
業
に
対
し
て
パ
ー
ト
・
派
遣
・
契
約
社
員
な
ど
有
期
雇
用
契
約
の
非
正
規
労
働
者
に
就
労
継

続
を
保
障
し
均
等
待
遇
実
現
を
求
め
ま
す
。
有
期
雇
用
契
約
や
派
遣
対
象
業
務
は
、
契
約
更
新
の

際
に
正
規
雇
用
に
切
り
替
え
る
よ
う
に
求
め
て
い
き
ま
す
。
 

●
 
大
企
業
の
リ
ス
ト
ラ
人
減
ら
し
に
対
し
て
、
計
画
段
階
で
報
告
を
求
め
る
な
ど
、
雇
用
や
地
域

経
済
に
対
す
る
社
会
的
責
任
を
果
た
す
よ
う
に
求
め
ま
す
。
係
争
中
の
争
議
に
つ
い
て
は
早
期
に

解
決
す
る
よ
う
に
企
業
に
要
請
し
ま
す
。
 

●
 
県
内
の
企
業
が
、
県
外
移
転
し
た
り
、
人
員
削
減
を
し
た
り
す
る
場
合
は
、
県
や
立
地
市
町
村

に
計
画
書
を
提
出
し
、
協
議
・
合
意
を
求
め
る
仕
組
み
を
強
化
し
ま
す
。
 
 

●
 

男
女

共
同

参
画

推
進

条
例

を
広

く
県

民
に

啓
発

指
導

し
、

雇
用

に
お

け
る

男
女

平
等

の
実

現
、

昇
進
・
昇
格
に
お
け
る
男
女
差
別
の
一
掃
の
た
め
、
2
0
2
0
年

3
0
％
に
む
け
て
女
性
の
採
用
、
管

理
職
・
役
員
の
登
用
目
標
を
策
定
す
る
よ
う
企
業
に
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
総
労
働
時
間
短
縮
、
残
業
規
制
を
推
進
し
長
時
間
過
密
労
働
を
解
消
し
ま
す
。
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

防
止
の
た
め
の
啓
発
・
指
導
を
強
め
ま
す
。
 

●
 
労
働
セ
ン
タ
ー
・
各
支
所
の
機
能
・
体
制
を
強
化
し
、
労
働
相
談
体
制
を
拡
充
し
ま
す
。
ま
た
、

専
門
的
知
識
を
持
つ
職
員
を
計
画
的
に
育
成
し
ま
す
。
ま
た
、
企
業
・
使

用
者
に
対
す
る
労
働
基

準
法
な
ど
労
働
法
規
を
遵
守
す
る
よ
う
指
導
・
啓
発
を
強
め
ま
す
。
 

●
 
県
労
働
委
員
会
の
事
務
局
の
人
員
を
増
や
し
、
よ
り
使
い
や
す
く
、
よ
り
迅
速
な
対
応
が
で
き

る
体
制
を
構
築
し
ま
す
。
 

●
 
県
立
の
職
業
訓
練
機
能
を
抜
本
的
に
強
化
し
ま
す
。
民
間
の
職
業
訓
練
校
な
ど
と
の
連
携
を
強

化
し
、
職
業
実
習
を
充
実
さ
せ
ま
す
。
 

●
 
県
で
雇
用
す
る
非
常
勤
職
員
等
へ
の
均
等
待
遇
の
実
現
、
単
価
の
引
き
上
げ
で
「
官
製
ワ
ー
キ

ン
グ
プ
ア
」
を
な
く
し
ま
す
。
 

●
 
障
害
者
の
労
働
相
談
窓
口
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
県
と
し
て
独
自
の
障
害
者
雇
用
の
実
態
調

査
を
行
な
い
、
法
定
障
害
者
雇
用
率
を
下
回
る
大
企
業
に
つ
い
て
の
指
導
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、

中
小
企
業
な
ど
が
障
害
者
を
積
極
的
に
雇
用
で
き
る
よ
う
、
県
と
し
て
の
支
援
策
を
拡
充
し
ま
す
。
 

●
 
外
国
人
労
働
者
と
外
国
人
実
習
生
、
外
国
人
学
生
の
就
労
の
実
態
に
つ
い
て
全
面
的
に
調
査
し
、

雇
用
・
賃
金
・
労
働
条
件
等
の
大
幅
改
善
､
労
働
保
険
や
社
会
保
険
加
入
な
ど
行
わ
れ
る
よ
う
、
啓

発
指
導
を
行
な
い
ま
す
。
県
と
し
て
関
連
機
関
と
連
携
し
、
外
国
人
専
用
の
労
働
相
談
・
個
人
紛

争
救
済
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
体
制
を
つ
く
り
ま
す
。
 

1
7
 

 

    ⅢⅢ
.
地

域
経

済
を

元
気

に
し

、
県

民
の

所
得

を
増

や
す

県
政

に
 

 
ど
の
よ
う
な
経
済
政
策
を
実
施
す
る
か
は
、
労
働
者
・
中
小
業
者
な
ど
多
く
の
県
民
に
と
っ
て
は

大
き
な
関
心
で
す
。
地
域
経
済
が
活
性
化
し
な
い
最
大
の
原
因
は
、
労
働
者
や
中
小
・
零

細
事
業
者

の
所
得
が
上
が
っ
て
い
な
い
か
ら
で
す
。
生
活
の
向
上
に
つ
な
が
る
、
県
民
の
所
得
を
増
や
す
県
政

を
め
ざ
し
ま
す
。
周
辺
地
域
の
過
疎
化
・
経
済
衰
退
も
大
き
な
課
題
で
す
。
と
り
わ
け
、
非
正
規
労

働
者

の
増

大
、

外
国

人
労

働
者

･
研

修
生

に
対

す
る

違
法

行
為

が
社

会
問

題
に

な
っ

て
お

り
、

デ
ィ

ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
(
人
間
ら
し
い
労
働
)
の
実
現
は
焦
眉
の
課
題
で
す
。
国
際
的
に
も
国
連
の
Ｓ
Ｄ
Ｇ

s
の
目
標
や

2
0
1
7
年

3
月
に
改
定
さ
れ
た
「
Ｉ
Ｌ
Ｏ
多
国
籍
企
業
宣
言
(
略
称
)
」
で
も
政
府
等
に
対

し
て
｢
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
の
促
進
｣
を
求
め
て
い
ま
す
。
私
た
ち
は
、
4
年
前
の
県
知
事
選
に
お

い
て
も
、
｢
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
条
例
骨
子
案
｣
を
発
表
し
た
と
こ
ろ
で
す
。
 

 
あ
わ
せ
て
、
社
会
保
険
料
の
軽
減
な
ど
に
よ
る
実
質
的
な
所
得
向
上
策
も
と
り
く
む
必
要
が
あ
り

ま
す
。
 

 １
 

人
間

ら
し

く
働

き
続

け
ら

れ
る

神
奈

川
の

雇
用

環
境

を
確

立
し

ま
す

 
●
 
公
契
約
条
例
を
制
定
し
、
そ
し
て
こ
の
条
例
が
事
実
上
の
神
奈
川
県
の
最
低
賃
金
と
な
る
よ
う
、

民
間
企
業
に
働
き
か
け
、
中
小
企
業
に
対
す
る
支
援
を
抜
本
的
に
強
化
し
ま
す
。
そ
し
て
速
や
か

に
時
給

1
5
0
0
円
程
度
に
す
る
よ
う
に
し
ま
す
。
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
職
業
訓
練
制
度
な
ど
充
実
さ

せ
、
3
0
歳
で
最
低
年
収

3
0
0
万
円
を
超
え
る
賃
金
の
実
現
を
め
ざ
し
ま
す
。
 

●
 
「
労
働
施
策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に
労
働
者
の
雇
用
安
定
及
び
職
業
生
活
の
充
実
等
に
関
す

る
法
律
」（

旧
雇
用
対
策
法
）
第
５
条
（
地
方
公
共
団
体
の
施
策
）
に
基
づ
き
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ

ー
ク
条
例
（
仮
称
）
を
制
定
し
、
リ
ス
ト
ラ
規
制
、
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
規
制
、
均
等
待
遇
な
ど
を
推

進
し
、
地
域
経
済
を
守
り
、
労
働
時
間
短
縮
な
ど
で
良
質
な
雇
用
を
拡
大
し
ま
す
。
 

●
 
非
正
規
・
若
年
者
雇
用
就
業
支
援
対
策
と
し
て
、
正
社
員
と
し
て
の
就
職
を
目
指
す
求
職
者
に

対
し
、
早
期
就
職
に
向
け
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
ほ
か
、
正
規
雇
用
化
を
促
進
す
る
取
組
を
実
施
す
る

出
所

：
総

務
省

統
計

局
「
統

計
で

見
る

県
の

す
が

た
」
2
0
1
8

年
度

版
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2
0
 

を
創
設
し
、
中
小
企
業
を
支
援
し
ま
す
。
ま
た
、
経
営
指
導
や
情
報
の
収
集
、
研
究
機
関
な
ど
県

の
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
を
支
援
す
る
組
織
を
市
町
村
と
協
力
し
て
、
方
面
別
に
設
置
し
ま
す
。
 

●
 
地
域
金
融
機
関
と
協
力
し
て
、
制
度
融
資
を
活
用
し
て
、
仕
事
起
こ
し
や
雇
用
の
確
保
の
資
金

供
給
を
進
め
ま
す
。
小
企
業
者
を
対
象
に
経
営
と
く
ら
し
を
守
る
緊
急
直
貸
し
制
度
を
県
と
し
て

創
設
し
ま
す
。
 

●
 
国
に
対
し
、
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
の
経
営
を
守
る
た
め
、
消
費
税

1
0
%

へ
の
増
税
と
複
数
税
率
・
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
を
や
め
る
よ
う
働
き
か
け
ま
す
。
ま
た
、
社

会
保
険
料
の
軽
減
を
国
に
求
め
ま
す
。
 

●
 
中
小
企
業
・
小

規
模
企
業
の
経
営
を
守
る
た
め
、
税
金
の
滞
納
に
対
し
て
、
経
営
と
く
ら
し
の

実
情
を
把
握
し
、
長
期
の
返
済
計
画
で
経
営
が
再
建
で
き
る
よ
う
対
応
し
ま
す
。
 

 ３３
 

神
奈

川
の

農
林

水
産

業
を

基
幹

産
業

と
し

て
位

置
づ

け
ま

す
。

 
●
 
都
市
農
業
の
振
興
を
図
り
、
休
耕
地
の
活
用
、
後
継
者
の
育
成
、
農
業
経
営
な
ど
へ
の
支
援
を

強
め
ま
す
。
 

●
 
鳥
獣
被
害
対
策
と
し
て
新
設
し
た
「
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
拡
充
・
強
化
し
、
市
町
村
と
連
携
し

実
効
あ
る
対
策
を
講
じ
ま
す
。
 

●
 
自
校
方
式
に
よ
る
中
学
校
給
食
の
推
進
と
地
場
で
と
れ
る
農
林
水
産
物
の
活
用
、
特
産
品
の
開

発
、
商
工
と
結
び
つ
け
た

6
次
産
業
化
を
支
援
し
、
商
業
を
含
め
た
地
産
地
消
を
推
進
し
ま
す
。
 

●
 
家
畜
伝
染
病
対
策
を
強
め
、
防
疫
対
策
、
ワ
ク
チ
ン
助
成
、
発
生
農
家
へ
の
経
営
安
定
支
援
を

す
す
め
ま
す
。
 

●
 
国
に
対
し
、
基
本
計
画
に
設
定
し
た
食
料
自
給
目
標
（
平
成

3
7
年
度

4
5
％
）
の
達
成
を
す
べ

て
の
施
策
の
重
点
と
す
る
よ
う
、
ま
た
、
ア
メ
リ
カ
な
ど
と
の
二
国
間
貿
易
交
渉
に
お
い
て
、
国

内
農
業
に
ダ
メ
ー
ジ
と
な
る
こ
れ
以
の
譲
歩
は
行
わ
な
い
よ
う
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
T
P
P
1
1
、
E
U
と
の

E
P
A
（
経
済
連
携
協
定
）
に
つ
い
て
、
県
内
農
業
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て

調
査
し
県
民
に
公
表
し
ま
す
。
 

●
 
「
種
子
法
」
の
廃
止
に
伴
い
、
県
独
自
に
条
例
制
定
を
含
め
原
種
の
開
発
や
原
種
の
生
産
に
責

任
あ
る
施
策
を
す
す
め
ま
す
。
ま
た
、
公
共
品
種
を
守
る
法
律
を
新
た
に
作
る
よ
う
国
に
求
め
ま

す
。
 

 ４
 

大
企

業
優

遇
政

策
を

見
直

し
、

地
域

経
済

の
活

性
化

に
と

り
く

み
ま

す
。

 
●
 
「
セ
レ
ク
ト

1
0
0
」
の
対
象
を
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
に
し
ぼ
り
、
雇
用
の
確
保
や
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
対
策
な
ど
地
域
貢
献
に
応
じ
て
実
施
す
る
助
成
金
と
し
ま
す
。
 

●
地
域
産
業
政
策
を
「
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
誘
致
、
大
企
業
優
遇
」
か
ら
「
県
民
の
需
要
と
地
域
循
環

型
の
産
業
分
野
を
重
視
、
中
小
企
業
振
興
最
優
先
」
に
転
換
し
、
県
内
経
済
の
活
性
化
を
図
り
ま

す
。
ま
た
、
ア
ッ
プ
ル
社
な
ど
税
逃
れ
を
行
っ
て
い
る
企
業
に
対
す
る
税
優
遇
措
置
や
助
成
を
や

め
ま
す
。
 

●
A
I
、
I
o
T
、
ロ
ボ
ッ
ト
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
、
医
療
な
ど
の
先
端
技
術
、
情
報
シ
ス
テ
ム
の
開
発
・
利

用
に
あ
た
っ
て
は
、
E
U
で
す
す
め
ら
れ
て
い
る
、
Ａ
Ｉ
倫
理
指
針
、
個
人
デ
ー
タ
の
保
護
を
人
権

1
9
 

 

  ２２
 

中
小

企
業

振
興

を
県

の
産

業
政

策
の

中
軸

に
位

置
づ

け
、

中
小

企
業

を
支

援
す

る
施

策
を

抜
本

的
に

強
化

し
ま

す
 

●
 
中
小
企
業
・
小

規
模
企
業
活
性
化
推
進
条
例
の
「
小
規
模
企
業
の
事
業
の
持
続
的
な
発
展
」
を

は
じ
め
と
す
る
中
小
企
業
の
活
性
化
を
推
進
す
る
た
め
、
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
の
地
域
経
済

と
社
会
で
果
た
し
て
い
る
役
割
を
含
め
て
、
経
営
と
く
ら
し
の
実
態
調
査
を
お
こ
な
い
、
中
小
企

業
・

小
規

模
企

業
者

自
身

が
参

加
す

る
審

議
会

を
構

成
し

、
振

興
計

画
を

作
成

す
る

と
と

も
に

、

毎
年
、
振
興
計
画
の
実
施
状
況
を
県
議
会
・
県
民
に
報
告
し
ま
す
。
 

●
 
医
療
、
介
護
、
教
育
、
保
育
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
農
林
漁
業
を
地
域
振
興
と
雇
用
創
出
の
重

要
な

分
野

と
位

置
づ

け
、

財
政

措
置

を
含

め
て

支
援

を
強

め
、

仕
事

起
こ

し
と

雇
用

を
つ

く
り

、

循
環
型
地
域
経
済
の
再
生
を
め
ざ
し
ま
す
。
 

●
 
自
然
災
害
が
多
発
す
る
中
で
、
小
企
業
者
を
含
め
、
地
域
を
知
り
、
地
域
貢
献
を
優
先
す
る
中

小
企
業
の
存
在
が
生
活
必
需
品
の
供
給
や
住
宅
再
建
な
ど
、
復
興
を
促
進
し
、
安
全
・
安

心
の
住

環
境
を
つ
く
り
ま
す
。
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
者
の
声
を
踏
ま
え
て
、
災
害
か
ら
命
を
守
る
ま

ち
づ
く
り
の
計
画
を
作
成
し
ま
す
。
 

●
 
商
店
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
助
成
制
度
を
市
町
村
と
協
力
し
て
進
め
、
商
店
街
の
に
ぎ
わ
い
、
後
継
者

づ
く

り
に

結
び

付
け

、
地

域
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ー
の

発
信

地
で

あ
る

商
店

街
を

活
性

化
し

ま
す

。

ま
た
、
高
齢
者
や
子
ど
も
が
安
心
し
て
買
い
物
を
お
こ
な
い
、
地
域
を
支
え
る
商
店
の
経
営
を
守

る
た
め
、
大
資
本
の
出
店
・
撤
退
に
対
し
、
地
域
住
民
と
の
話
し
合
い
の
場
を
つ
く
り
、
ま
ち
づ

く
り
を
す
す
め
て
い
き
ま
す
。
 

●
 
県
独
自
の
も
の
づ
く
り
や
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
商
品
開
発
、
販
路
開
拓
に
対
応
す
る
補
助
金
制
度

出
所

：
厚

生
労

働
省

、
神

奈
川

労
働

局
、

統
計

局
、

東
京

商
工

リ
サ

ー
チ
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2
2
 

 

  
 

出
所

：
神

奈
川

県
県

土
整

備
局

道
路

部
道

路
管

理
課

「
神

奈
川

県
道

路
施

設
長

寿
化

計
画

」
2
0
1
6

年
3

月
版

 

2
1
 

と
し
た
「
一
般
デ
ー
タ
保
護
規
則
」
や

A
I
や
ロ
ボ
ッ
ト
の
利
用
に
お
け
る
損
害
分
担
な
ど
の
「
ロ

ボ
テ
ッ
ク
ス
規
制
」
等
を
参
考
に
、
県
と
し
て
も
研
究
・
検
討
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
小
規
模
企
業
振
興
基
本
法
、
中
小
企
業
活
性
化
推
進
条
例
を
生
か
し
、
中
小
企
業
と
地
域
商
店

街
の
連
携
、
農
林
水
産
業
を
地
産
地
消
の
地
域
経
済
の
主
役
と
し
て
支
援
し
ま
す
。
 

●
 

循
環

型
地

域
経

済
へ

の
転

換
を

め
ざ

し
、

県
と

し
て

住
宅

リ
フ

ォ
ー

ム
助

成
制

度
を

創
設

し
、

市
町
村
と
も
併
用
し
て
実
施
で
き
る
よ
う
に
し
ま
す
。
小
規
模
修
繕
契
約
希
望
者
登
録
制
度
を
実

施
し
、
小
規
模
建
設
業
者
の
仕
事
起
こ
し
と
住
み
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
地
域
の
伝
統
や
風
土
に
も
と
づ
く
「
宝
」
の
発
掘
を
奨
励
し
、
観
光
業
の
地
域
振
興
計
画
を
市

町
村
・
地

域
住
民
と
共
同
し
て
策
定
し
、
観
光
業
を
促
進
し
ま
す
。
地
域
経
済
を
壊
す
カ
ジ
ノ
誘

致
に
は
反
対
し
ま
す
。
 

●
 
県
西
地
区
と
横
須
賀
・
三

浦
地
区
は
人
口
減
・
就
業
者
減
が
続
い
て
い
ま
す
。
関
係
市
町
村
と

連
携
し
、
総
合
的
な
地
域
経
済
活
性
化
対
策
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
リ
ニ
ア
新
幹
線
は
莫
大
な
電
力
供
給
を
必
要
と
し
、
原
発
再
稼
動
に
道
を
開
く
こ
と
、
開
設
に

よ
る
メ
リ
ッ
ト
が
な
い
こ
と
な
ど
か
ら
建
設
に
反
対
し
ま
す
。
 

 

 

  ５５
 

新
規

建
設

か
ら

、
防

災
・
老

朽
化

に
備

え
た

維
持
・
更

新
へ

、
大

型
開

発
よ

り
雇

用
に

役
立

つ
小

規
模

事
業

、
住

民
生

活
密

着
・

地
域

循
環

型
重

視
へ

の
公

共
事

業

政
策

に
転

換
し

ま
す

。
 

●
 
公
共
事
業
は
、
環
境
破
壊
で
ゼ
ネ
コ
ン
中
心
の
高
速
道
路
建
設
や
大
規
模
開
発
型
か
ら
生
活
道

路
の
整
備
、
街
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
、
学
校
校
舎
建
替
え
や
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
建
設
・
運
営
、
県

営
住
宅
の
建
設
な
ど
の
生
活
密
着
型
に
切
り
替
え
ま
す
。
県
産
材
で
公
共
建
築
の
木
造
化
を
す
す

め
ま
す
。
 

●
 
学
校
の
耐
震
化
、
エ
ア
コ
ン
や
洋
式
ト
イ
レ
の
設
置
、
保
育
園
の
新
設
・
増
設
、
既
存
公
共
施

設
の
老
朽
化
対
策
、
防
災
・
減
災
対
策
を
進
め
、
地
元
の
中
小
建
設
業
者
に
発
注
し
、
住
民
の
く

ら
し
と
雇
用
を
守
り
ま
す
。
 

●
 
海
岸
の
保
全
、
 
河
川
の
整
備
対
策
、
都
市
公
園
等
の
整
備
、
広
域
的
な
緑
地
保
全
、
急
傾
斜
地

崩
壊
対
策
に
取
り
組
み
ま
す
。
 

●
 
高
速
道
路
網
は
、
計
画
の
白
紙
を
含
め
抜
本
的
に
見
直
し
ま
す
。
都
市
高
速
道
路
の
新
規
・
新

設
は
行
わ
ず
、
老
朽
化
対
策
を
優
先
さ
せ
ま
す
。
 

出
所

：
総

務
省

統
計

局
「
経

済
セ

ン
サ

ス
－

基
礎

調
査

 
調

査
の

結
果

」
各

年
度

－ 34 －
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意
を
経
て
行
い
ま
す
。
 

●
 

ア
ス

ベ
ス

ト
の

被
害

根
絶

に
向

け
て

総
合

的
な

対
策

を
迅

速
に

実
施

す
る

た
め

、
「

ア
ス

ベ
ス

ト
対
策
基
本
条
例
」
を
制
定
し
、
対
策
の
強
化
を
図
り
ま
す
。
 

●
 
自
然
再
生
、
都
市
内
緑
化
、
生
物
多
様
性
の
保
全
・
再
生
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
P
M
2
.
5
を
は
じ
め
と
す
る
大
気
汚
染
や
水
質
汚
濁
、
土
壌
汚
染
、
騒
音
な
ど
環
境
公
害
対
策
を

強
化
し
ま
す
。
 

 ２２
 

「
平

和
憲

法
」

を
守

り
、

核
も

基
地

も
無

い
神

奈
川

を
め

ざ
し

ま
す

 
●
 
憲
法
９
条
を
ま
も
り
世
界
平
和
に
貢
献
す
る
県
政
を
つ
く
り
ま
す
。
ま
た
、
閣
議
決
定
し
た
集

団
的

自
衛

権
行

使
と

い
う

憲
法

解
釈

は
憲

法
の

個
別

的
自

衛
権

を
逸

脱
す

る
も

の
で

あ
り

県
と

し
て
抗
議
し
、
そ
の
撤
回
を
求
め
て
い
き
ま
す
。
 

●
 
「
神
奈
川
非
核
兵
器
県
宣
言
」
を
し
て
い
る
県
と
し
て
、
日
本
政
府
に
対
し
、
国
連
が
採
択
し

た
「

核
兵

器
禁

止
条

約
」
の

調
印
・
批

准
を

求
め

て
い

き
ま

す
。
ま

た
、
非

核
・
平

和
施

策
を

今

ま
で
以
上
に
推
進
し
ま
す
。
 

●
 
米
原
子
力
空
母
の
横
須
賀
母
港
撤
回
と
米
軍
基
地
撤
去
を
国
に
求
め
、
県
と
し
て
も
と
り
く
み

ま
す
。
ま
た
、
関
係
自
治
体
と
協
力
し
県
内
の
港
に
非
核
証
明
を
提
出
し
な
い
艦
艇
の
入
港
を
拒

否
で
き
る
よ
う
に
し
ま
す
。
 

●
 
垂
直
離
着
陸
機
オ
ス
プ
レ
イ
の
飛
行
禁
止
と
配
備
撤
回
を
政
府
に
求
め
ま
す
。
厚
木
基
地
を
オ

ス
プ
レ
イ
の
訓
練
拠
点
に
し
な
い
よ
う
、
国
や
米
国
に
求
め
ま
す
。
ま
た
、
相
模
総
合
補
給
廠
へ

の
ミ
サ
イ
ル
防
衛
｢
第

3
8
防
空
砲
兵
旅
団
司
令
部
｣
の
新
設
と
駐
留
を
撤
回
す
る
よ
う
国
や
米
国

に
求
め
ま
す
。
 

●
 
原
子
力
艦
の
原
子
力
災
害
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
見
直
し
、
厚
木
基
地
で
の
空
母
艦
載
機
の
着
艦

訓
練
の
禁
止
や
横
浜
ノ
ー
ス
ド
ッ
ク
ク
の
機
能
強
化
に
反
対
し
、
基
地
周
辺
の
生
活
環
境
の
安
全

確
保
、
建
設
計
画
が
中
止
と
な
っ
た
池
子
の
住
宅
予
定
地
や
根
岸
住
宅
地
区
な
ど
遊
休
化
し
た
県

内
提
供
施
設
の
早
期
返
還
を
求
め
ま
す
。
 

●
 
全
国
知
事
会
が
全
会
一
致
で
採
択
し
た
、
日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的
見
直
し
を
含
む
「
米
軍
基

地
負
担
に
関
す
る
提
言
」
の
実
現
に
向
け
、
県
と
し
て
の
と
り
く
み
を
強
化
し
ま
す
。
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ⅣⅣ
.
環

境
と

平
和

を
何

よ
り

も
大

事
に

す
る

県
政

に
 

 
環
境
と
平
和
は
私
た
ち
の
暮
ら
し
の
土
台
で
あ
り
ま
す
。
昨
今
の
世
界
的
な
異
常
気
象
・
自
然
災

害
の
多
発
や
福
島
原
発
事
故
か
ら
み
て
も
、
脱
原
発
、
地
球
温
暖
化
防
止
は
避
け
て
通
れ
な
い
課
題

で
す
。
ま
た
、
ビ
キ
ニ
核
実
験
に
よ
る
多
大
な
被
害
を
経
験
し
た
神
奈
川
県
と
し
て
、
核
兵
器
廃
絶

の
国
際
的
な
運
動
と
呼
応
し
、
核
廃
絶
へ
の
具
体
的
な
行
動
を
と
り
く
む
こ
と
、
国
に
対
し
て
働
き

か
け
を
強
め
る
こ
と
が
大
事
に
な
っ
て
い
ま
す
。
 

 
し
か
し
、
安
保
法
制
後
、
日
米
軍
の
一
体
化
が
急
速
に
進
行
し
、
危
険
な
オ
ス
プ
レ
イ
の
飛
来
や

県
内
米
軍
基
地
の
強
化
も
は
か
ら
れ
て
い
ま
す
。
北
朝
鮮
情
勢
が
激
変
す
る
な
か
で
、
そ
も
そ
も
米

軍
基
地
の
存
在
理
由
が
揺
ら
い
で
い
る
な
か
、
基
地
の
縮
小
撤
去
を
進
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
不
平
等
な
日
米
地
位
協
定
の
改
正
も
緊
急
か
つ
重
要
な
課
題
で
す
。
 

 １
 

脱
原

発
・

地
球

温
暖

化
防

止
と

再
生

エ
ネ

ル
ギ

ー
へ

の
大

転
換

、
公

害
対

策
の

先
進

県
に

 
●
 
原
子
力
発
電
の
再
稼
働
に
反
対
し
、
全
て
の
原
子
力
発
電
の
廃
止
を
求
め
ま
す
。
 

●
東
京
電
力
に
、
原
子
力
発
電
か
ら
の
撤
退
と
石
炭
火
力
な
ど
化
石
燃
料
に
よ
る
発
電
か
ら
の
計
画

的
撤

退
、

再
生

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

抜
本

的
導

入
に

資
す

る
連

系
シ

ス
テ

ム
の

形
成

を
要

求
し

ま
す

。
 

●
パ
リ
協
定
の
目
標
達
成
の
た
め
原
子
力
発
電
、
石
炭
火
力
を
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド
電
源
と
す
る
国
の
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

を
前

提
と

せ
ず

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

急
に

拡
大

す
る

神
奈

川
の

エ
ネ

ル
ギ
ー
大
転
換
計
画
を
作
成
し
ま
す
。
 

●
 

地
球

温
暖

化
対

策
計

画
に

つ
い

て
は

パ
リ

協
定

の
数

値
目

標
(
温

室
効

果
ガ

ス
の

2
0
3
0
年

度

4
0
％
削
減
(
2
0
1
3
年
基
準
)
、
2
0
5
0
年

8
0
％
削
減
)
を
達
成
で
き
る
よ
う
な
計
画
と
す
る
よ
う
と

り
く
み
を
強
化
し
ま
す
。
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を
増
大
さ
せ
、
恒
久
化
す
る
久
里
浜
の
石
炭
火

力
発
電
所
の
建
設
計
画
の
中
止
を
県
と
し
て
求
め
ま
す
。
 

●
市
民
発
電
所
な
ど
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
発
電
事
業
に
参
入
を
す
す
め
る
た
め
、
県
と
し

て
推
奨
し
、
資
金
的
援
助
を
行
い
、
送
電
会
社
の
買
取
り
義
務
と
価
格
に
つ
い
て
の
責
任
の
確
立

な
ど
条
件
整
備
を
行
い
ま
す
。
 

●
 
県
立
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
所
を
つ
く
り
、
地
域
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
を
推
進
す
る
た
め
技

術
的
、
シ
ス
テ
ム
的
な
支
援
を
系
統
的
に
行
い
、
企
業
局
を
、
水
道
・
利
水
と
と
も
に
、
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
発
電
の
事
業
主
体
に
な
る
よ
う
改
組
し
、
抜
本
的
に
機
能
を
強
化
し
ま
す
。
 

●
 
全
て
の
県
立
施
設
に
太
陽
光
発
電
施
設
、
風
力
発
電
施
設
等
を
設
置
す
る
計
画
を
つ
く
る
と
と

も
に
、
太
陽
光
パ
ネ
ル
設
置
推
進
へ
の
補
助
金
の
復
活
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
の
た
め
の
住
宅
改

善
補
助
金
拡
大
な
ど
家
庭
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
を
す
す
め
る
と
り
く
み
を
一
層
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
プ
ラ
ス
テ
ィ
ッ
ク
ご
み
の
削
減
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
向
上
に
配
慮
し
な
が
ら
、
自
動
車
、
情

報
機
器
・
 
家
電
製
品
等
の
修
理
の
拡
大
な
ど
大
量
生
産
・
大
量
消
費
・
大
量
廃
棄
を
規
制
し
、
拡

大
生
産
者
責
任
の
本
格
的
導
入
を
具
体
化
し
ま
す
。
 

●
 
既
成
市
街
地
の
再
整
備
に
よ
る
都
市
機
能
の
更
新
な
ど
都
市
再
開
発
計
画
は
、
関
係
市
町
と
協

力
し
て
、
 
中
長
期
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
(
省
エ
ネ
、
再
エ
ネ
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
)

や
産
業
構
造
の
変
化
に
適
応
で
き
る
も
の
と
し
、
地
元
住
民
へ
の
情
報
公
開
と
十
分
な
説
明
と
合

－ 35 －
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１１
 

県
民

福
祉

の
向

上
、
市

町
村

支
援

、
民

主
的

広
域

行
政

を
県

民
・
市

町
村

参
加

で

進
め

ま
す

。
 

●
 
大
企
業
優
遇
税
制
を
見
直
し
、
法
人
税
減
税
、
外
形
標
準
課
税
の
拡
大
、
消
費
税
増
税
に
反
対

し
ま
す
。
消
費
税
増
税
後
も
県
有
施
設
有
料
使
用
料
の
値
上
げ
は
行
い
ま
せ
ん
。
 

●
 
国
に
よ
る
地
方
自
治
破
壊
＝
県
民
・
市
民
か
ら
自
治
体
を
遠
ざ
け
る
市
町
村
合
併
、
道
州
制
導

入
に
反
対
し
、
相
互
の
自
治
保
障
・
対
等
平
等
を
基
本
に
し
た
、
首
都
圏
の
連
携
強
化
、
市
町
村

支
援
と
住
民
治
を
発
展
さ
せ
ま
す
。
 

●
 
県
立
病
院
、
県
立
高
校
、
老
人
ホ
ー
ム
な
ど
福
祉
施
設
、
図
書
館
や
博
物
館
、
職
業
訓
練
施
設
、

児
童
相
談
所
や
保
健
福
祉
事
務
所
、
試
験
研
究
機
関
な
ど
県
民
へ
の
直
接
サ
ー
ビ
ス
施
設
を
充
実

し
ま
す
。
 

●
 
県
民
局
復
活
の
検
討
な
ど
、
県
民
に
分
か
り
や
す
い
組
織
に
し
ま
す
。
大
き
な
組
織
改
編
に
当

た
っ
て
は
、
県
民
・
議
会
の
意
見
を
踏
ま
え
て
実
施
し
ま
す
。
 

●
 
情
報
公
開
を
徹
底
し
、
県
民
参
加
、
市
町
村
参
加
の
県
政
を
推
進
し
ま
す
。
 

●
 
職
員
の
欠
員
補
充
は
常
勤
職
員
で
の
補
充
を
基
本
と
し
ま
す
。
ま
た
、
児
童
福
祉
司
、
保
健
師
・

獣
医
師
・
歯
科
衛
生
士
、
司
書
、
建
築
士
、
消
費
生
活
相
談
員
、
試
験
研
究
機
関
研
究
者
を
は
じ

め
と
す
る
専
門
職
員
の
増
員
を
図
り
、
住
民
に
役
立
つ
行
政
機
関
を
目
指
し
ま
す
。
 

●
 
県
が
垂
範
率
先
し
て
、
ク
ォ
ー
タ
ー
制
導
入
に
よ
る
計
画
的
な
女
性
採
用
・
登
用
な
ど
県
庁
内

に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
と
女
性
の
地
位
向
上
施
策
を
推
進
し
ま
す
。
 

●
 
「
神
奈
川
県
公
共
施
設
等
管
理
計
画
」
は
、
水
道
事
業
の
民
営
化
な
ど
公
の
施
設
の
民
営
化
や

施
設
の
統
廃
合
を
含
む
も
の
で
あ
り
、
県
民
の
安
全
・
県
民
福
祉
の
増
進
の
立
場
か
ら
県
民
参
加

で
計
画
を
見
直
し
ま
す
。
 

●
 
受
益
者
負
担
主
義
の
考
え
方
を
見
直
し
、
県
の
ス
ポ
ー
ツ
、
芸
術
・
文
化
、
生
涯
学
習
予
算
を

大
幅
増
額
し
ま
す
。
 

●
 
県
ス
ポ
ー
ツ
振
興
条
例
に
基
づ
き
、「

市
町
村
と
の
連
携
」
を
図
り
「
県
民
の
誰
も
が
生
涯
に
わ

た
り
ス
ポ
ー
ツ
を
楽
し
め
る
」
施
策
を
推
進
し
ま
す
。
と
り
わ
け
、
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
な

ど
障
害
者
の
利
用
し
や
す
い
施
設
づ
く
り
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
安
く
て
、
誰
で
も
・
い
つ
で
も
利
用
し
や
す
い
教
養
・
文
化
施
設
づ
く
り
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
県
営
施
設
の
使
用
料
金
を
低
廉
な
も
の
に
し
ま
す
。
ま
た
行
政
・
企

業
・
地
域
の
相
互
協
力
支

援
を
促
進
し
、
施
設
の
県
民
開
放
を
す
す
め
ま
す
。
 

●
 
県
中
央
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
は
市
町
村
・
県
全
体
の
中
核
セ
ン
タ
ー
と
し
て
位
置
づ
け
機
能
強

化
を
図
り
ま
す
。
相
談
員
の
配
置
数
増
と
専
門
性
を
高
め
、
相
談
内
容
の
充
実
と
市
町
村
と
の
連

携
を
強
化
し
ま
す
。
市
町
村
と
協
議
し
、
県
西
地
域
に
県
の
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
支
所
の
開
設
を

検
討
し
ま
す
。
 

●
 

現
場

職
員

の
声

を
よ

く
聞

き
尊

重
し

て
、

庁
内

の
風

通
し

を
良

く
し

、
現

場
力

を
高

め
ま

す
。
 

 ２
 

財
源

確
保

の
基

本
的

考
え

方
 

●
 
神
奈
川
県
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
（
一
般
会
計
に
お
い
て
、
歳
入
か
ら
県
債
な
ど
借
入
金

を
差
し
引
い
た
金
額
と
歳
出
総
額
か
ら
公
債
費
等
（
過
去
の
借
入
金
の
支
払
）
を
差
し
引
い
た
金

2
5
 

 

 

   ⅤⅤ
.
情

報
公

開
の

徹
底

、
風

通
し

の
良

い
県

庁
職

場
づ

く
り

、
県

民
参

加
・

市
町

村
と

の
連

携
で

県
民

本
位

の
政

策
実

現
を

 
 
政
府
・
総
務
省
は
「
自
治
体
戦
略

2
0
4
0
構
想
研
究
会
」
を
立
ち
上
げ
、「

2
0
4
0
年
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト

に
人
口
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
自
治
体
行
政
の
あ
り
方
の
検
討
が
必
要
」
と
し
、
A
I・

ロ
ボ
ッ
テ

ッ
ク
ス
等
を
導
入
、
自
治
体
行
政
の
標
準
化
・
共
通
化
し
、
自
治
体
職
員
数
を
半
減
す
る
こ
と
を
提

案
し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
中
央
集
権
的
な
「
自
治
体
改
革
」
は
、
本
当
に
住
民
の
た
め
の
も
の
な

の
か
問
わ
れ
て
い
ま
す
。
災
害
対
策
を
と
っ
て
み
て
も
、
半
減
さ
せ
た
職
員
で
対
応
で
き
る
わ
け
は

あ
り
ま
せ
ん
。
 

 
少
子
化
対
策
を
投
げ
捨
て
、
自
治
体
の
団
体
自
治
は
も
と
よ
り
住
民
自
治
を
破
壊
す
る
こ
の
構
想

に
反
対
し
、
地
方
分
権
・
地
方
自
治
を
守
り
発
展
さ
せ
る
立
場
か
ら
県
民
参
加
・
市

町
村
と
の
連
携

で
県
民
本
位
の
県
政
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
 

 
 

出
所

：
鈴

木
和

弘
氏

作
成

資
料
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2
7
 

額
と
の
バ
ラ
ン
ス
）
は
、
こ
の
４
年
連
続
プ
ラ
ス
で
あ
り
、
今
年
度
予
算
で
は
、
1
,
0
2
8
億
円
の

黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。
財
政
基
金
の
取
り
崩
し
や
不
要
不
急
の
事
業
見
直
し
で
、
県
民
福
祉
向

上
の
た
め
の
施
策
推
進
の
財
源
と
し
ま
す
。
 

●
 
法
人
二
税
の
超
過
課
税
の
使
途
に
つ
い
て
、
福
祉
や
教
育
施
策
に
も
活
用
で
き
る
よ
う
に
し
ま

す
。
 

●
 
地
方
交
付
税
交
付
金
は
、
大
半
が
臨
時
財
政
対
策
債
に
よ
る
交
付
措
置
と
な
っ
て
い
る
現
状
を

改
め
、
交
付
金
と
し
て
措
置
さ
れ
る
よ
う
強
く
国
に
働
き
か
け
ま
す
。
 

●
 
財
源
不
足
を
安
易
に
人
件
費
で
埋
め
合
わ
せ
ま
せ
ん
。
 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出
所
：
神
奈
川
県
「
神
奈
川
県
の
財
政
状
況
と
起
債
運
営
」
2
0
1
8
年

10
月
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2018 年 12 月 18 日 

各各 位 

平和で明るい神奈川県政をつくる会 

事 務 局 長   山 田 浩 文 

（ 印 略 ）     

 

 

 常日頃からのご活躍に敬意を表します。 

 「平和で明るい神奈川県政をつくる会」（略称：明るい会）は、名称を若干変更しな

がらも、長洲県政時代に県民の要求を実現する県政をめざして結成され、今日まで活

動を続けています。構成団体としては神奈川県労働組合総連合（神奈川労連）など労

働組合や、医療・業者・女性・平和など各分野の団体、政党では日本共産党が参加を

しています。 

 ご存じのとおり、来年 4 月の統一地方選挙においては、神奈川県知事選挙が行われ

ます。 

 現県政については、様々な評価・見方があると存じます。「明るい会」では、現県政

において評価できる部分があるとともに、県民の要求に応えていない面も大きいと考

えています。 

 「明るい会」としての「現県政の評価」と「めざしたい県政」の概略をまとめ、こ

れに基づき多くの県民や様々な団体と意見を交換し、より良い県政の実現をめざして

いきたいと考えています。また、可能であれば多くの県民・団体のみなさんと、県知

事選挙をご一緒にとりくんみたいと考えております。 

 つきましては、下記の項目について申し入れをさせていただきますので、ご検討い

ただくようお願いいたします。 

 

記 

１．神奈川県政について、懇談する機会を設けてください。 

２．貴組織の県知事選挙に対するとりくみを、お教えください。 

３．「明るい会」としてまとめた「めざしたい県政」についてご意見をください。 

４．県知事選挙について、ご一緒にとりくめることがないかご検討ください。 

 

以上 

 

 ＊懇談の機会を設けていただける組織においては、別紙で日時などをお知らせくだ

さい 
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 2
0
1
9
年

4
月

に
お

こ
な

わ
れ

る
、

神
奈

川
県

知
事

選
挙

の
候

補
者

と
し

て
 

推
薦

を
決

定
し

ま
し

た
の

で
お

知
ら

せ
し

ま
す

 
（
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
一
言
）
 

  2
0
1
9
年

 
 

月
 

 
日

 

組
織

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

代
表

者
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

所
在

地
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

電
話

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
F
A
X
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

メ
ー

ル
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

『『
岸

牧
子

』
仮

事
務

所
 

行
 

 
F
A
X
 
0
4
5
-
2
9
0
-
5
1
7
6
 

 
E
メ

ー
ル

：
r
e
b
o
r
n
.
k
a
n
a
g
a
w
a
@
g
m
a
i
l
.
c
o
m
 

    
1
9
5
6
年
 
神
奈
川
県
湯
河
原
町
で
生
ま
れ
る
 

1
9
7
4
年
 
神
奈
川
県
立
小
田
原
城
内
高
等
学
校
卒
業
 

1
9
7
9
年
 
武
蔵
野
美
術
大
学
工
芸
工
業
デ
ザ
イ
ン
学
科
卒
業
 

 
箱
根
町
立
仙
石
原
中
学
校
で
美
術
教
師
を
経
た
後
、
富

山
県

剣
岳

の
山

小
屋

で
4
年

間
働

く
。
結
婚
し
、

横
須

賀
に

移
住

。
「

横
須

賀
お

や
こ

劇
場

」
で

役
員

と
し

て
活

動
し

、
文

化
を

通
し

て
の

地
域

で
の

子
育

て
運
動
に
か
か
わ
る
。
 

 
2
0
0
5
年
、
地
域
の
仲
間
と
と
も
に
「
横
須
賀
市
民

9
条
の
会
」
を
結
成
。
ま
た
、
「
い
ら
な
い
！
原
子

力
空
母
」
の
会
の
活
動
を
は
じ
め
る
。
 

 
2
0
1
3
年
、
原
子
力
空
母
の
母
港
化
撤
回
な
ど
を
訴
え
て
横
須
賀
市
長
選
挙
に
立
候
補
。
2
0
1
5
年
、
安

倍
政
権
の
安
保
法
制
に
反
対
し
、「

戦
争
に
行
か
な
い
、
誰
一
人
行
か
せ
な
い
、
横
須
賀

A
L
L
s
」
を
結
成
。
 

 
「

市
民

と
野

党
の

共
闘

」
を

前
進

さ
せ

る
た

め
に

、
「

よ
こ

す
か

・
み

う
ら

市
民

連
合

」
の

中
心

メ
ン

バ
ー
と
し
て
活
動
中
。
 

 
現
在
、
庭
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と
染
め
の
仕
事
に
従
事
し
、
家
族
は
、
夫
と
子
ど
も
３
人
と
孫
と
犬
と
小

鳥
。

各各
 

位
 

平
和

で
明

る
い

神
奈

川
県

政
を

つ
く

る
会

 

事
務

局
長

 
山

田
 
浩

文
 

   
連
日
の
ご
活
躍
に
敬
意
を
表
し
ま
す
。
 

 
神
奈
川
県
知
事
選
挙
が

4
月

7
日
投
票
で
実
施
さ
れ
ま
す
。「

平
和
で
す
み
よ
い
神
奈
川
主
県
政
を
つ
く

る
会
」
で
は
、
立
候
補
を
表
明
し
た
「
岸
牧
子
」
県
知
事
予
定
候
補
の
推
薦
を

2
月

4
日
の
代
表
者
会
議

で
決
定
し
、
す
で
に
と
り
く
み
を
進
め
て
い
ま
す
。
 

「
岸
牧
子
」
予
定
候
補
は
、
9
条
の
会
や
市
民
連
合
で
活
躍
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
今
回
の
県
知
事
選
挙
へ

の
立
候
補
表
明
に
あ
た
っ
て
は
、
安
倍

9
条
改
憲
の
阻
止
を
掲
げ
、
安
倍
政
権
と
一
体
と
な
っ
て
い
る
今

の
神
奈
川
県
政
を

R
e
B
o
r
n
し
よ
う
と
呼
び
か
け
て
い
ま
す
。
 

 
つ

き
ま

し
て

は
、

様
々

な
組

織
か

ら
「

岸
牧

子
」

県
知

事
予

定
候

補
へ

の
ご

推
薦

・
ご

支
持

を
い

た
だ

き
ま

す
よ

う
お

願
い

い
た

し
ま

す
。

ま
た

、
県

段
階

の
組

織
だ

け
で

な
く

支
部

・
分

会
・

班
な

ど
、

す
べ

て
の
単
位
組
織
で
討
議
し
て
い
た
だ
き
、
推
薦
・
支
持
を
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
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2018 年 10 月 

各 位 

平和で明るい神奈川県政をつくる会 

事務局長  山 田 浩 文 

 

 

 

 

 常日頃からのご奮闘に敬意を表します。 

 ご存じのとおり、来年 4 月には統一地方選挙が行われ、神奈川においては県知事選

挙も行われます。 

 現県政は、県民の要求に一定応える施策もありますが、全体的には安倍政権の政策

推進役を担い、また、知事自らの興味のある政策には熱心ですが、県民の切実な要求

には「財政が無い」とバッサリ切り捨てる姿勢です。 

 「平和で明るい神奈川県政をつくる会」では、県民の要求に全面的に応える県政を

実現するために、県知事選挙をとりくむこととしています。 

 その際、最大の課題となっているのが、「県政は遠い」ということです。基礎自治体

と違いなかなか県政を実感することが難しく、具体的な要求が見えずらくなっていま

す。 

しかし、県政は様々な分野の要求に直接かかわるとともに、基礎自治体の運営に大

きな影響を与えており、県民のための県政を実現することは、要求を実現する大きな

力となります。 

 

 様々な県政要求も多くは、地域に根差したものです。地域から要求を顕在化し、地

域から県政に対する要求運動をつくり上げていくことが、県政の転換にとっては不可

欠です。 

 つきましては、「地域の会」の再開・結成について関係諸団体・個人で相談していた

だき、具体化することをお願いするものです。 

 当面の提起として、「地域の会」や「準備会」において、県政学習会や県政ウォッチ

など、県政を知り要求を汲み上げるとりくみを呼びかけさせていただきます。講師な

どの派遣については相談に乗ります。 

 

 よろしくお願いします。 

 

以上 
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 ＊作成中の「岸牧子」さんのホームページに、応援していただける方の名前を掲載し

ます。可能な方は、下記に○をしてください。その際、どういう方が応援している

のかわかるように、職業や居住地、所属団体・役職など自らを紹介する肩書を記載

していただけると、なおありがたいです。また、応援メッセージも掲載したいと考

えていますので一言お書きください（名前出しが不可の方もお願いします）。 

 ＊メールアドレスを記載していただいた方には、情報発信やとりくみへの参加呼びか

けなどを送付させていただきます。 

 ＊ホームページへの記載が不可の方や、メールアドレスを記入できない方も、どんど

ん『サポーター』登録して、『岸牧子』さんを応援してください。 

 

  ＊上記を参考にお書きください 

返送先：「岸牧子」仮事務所 FAX 番号 045-290-5176 メール：reborn.kanagwa@gmail.com 
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19 年 神奈川県知事選挙 活動日誌 

 

【【2018 年】 

05/10 再開相談会 

06/06 第 1 回事務局会議 

06/14 第 1 回代表者会議 

06/29 第 2 回事務局会議 

07/02 第 2 回代表者会議 

07/17 京都府知事選挙の経験と教訓をきく学習会 

07/23 第 1 回候補者擁立委員会 

08/01 第 1 回政策委員会 

08/03 第 3 回事務局会議 

08/22 第 3 回代表者会議 

08/23 第 2 回候補者擁立委員会 

08/24 立憲野党や労働組合への訪問行動 

08/31 機関紙「明るい神奈川」№172 配布行動－関内駅、19 人参加、300 枚配布 

09/05 第 4 回事務局会議 

09/14 第 2 回政策委員会 

09/25 第 5 回事務局会議 

09/28 第 3 回候補者擁立委員会 

10/01 第 4 回代表者会議 

10/02 第 3 回政策委員会 

10/12 第 6 回事務局会議 

10/23 第 4 回政策委員会 

10/31 第 5 回代表者会議 

10/31 第 4 回候補者擁立委員会 

11/02 第 7 回事務局会議 

11/08 第 5 回政策委員会 

11/09 機関紙「明るい神奈川」№173 配布行動－関内駅、18 人参加、250 枚配布 

11/14 第 8 回事務局会議 

11/20 「明るい会」基本政策発表記者会見－会からの参加 4 人、報道機関 9 社 

11/26 第 6 回代表者会議 

11/28 第 5 回候補者擁立委員会 

12/07 第 9 回事務局会議 

12/08 「女性の会」つどい－約 35 人が参加 

12/10 第 6 回政策委員会 

12/17 第 7 回代表者会議 

12/18 政党や労働組合・団体への訪問行動－参加者 10 人、18 か所を訪問 

12/18 第 1 回宣伝企画委員会 
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12/20 第 10 回事務局会議 

12/26 第 6 回候補者擁立委員会 

 

【【2019 年】 

01/07 第 8 回代表者会議 

01/09 決起集会にむけての関内ホールとの打ち合わせ 

01/09 第 7 回政策委員会 

01/10 第 1 回組織委員会 

01/14 第 7 回候補者擁立委員会 

01/16 第 11 回事務局会議 

01/18 緊急臨時・代表者会議 

01/29 候補者立候補表明・記者会見 15:00～16:00 桜木町ワシントンホテル 

01/30 立憲野党などへの支援要請行動 

01/30 第 2 回組織委員会 

02/01 第 12 回事務局会議 

02/04 第 9 回代表者会議 

02/04 県知事選挙のとりくみを相談する会合－情文 C 会議室、49 人参加 

02/07 岸候補と「明るい会」の政策協定確認 

02/07 「明るい会」勝利をめざす決起集会－関内ホール、950 人参加 

02/12 「かながわ ReBorn」第 1 回事務局会議 

02/14 第 13 回事務局会議 

02/14 第 8 回政策委員会 

02/18 広報宣伝委員会 

02/19 「かながわ ReBorn」第 2 回事務局会議 

02/21 第 10 回代表者会議 

02/25 「かながわ ReBorn」第 3 回事務局会議 

03/01 第 14 回事務局会議 

03/01 第 9 回政策委員会 

03/05 「かながわ ReBorn」第 4 回事務局会議 

03/08 岸候補の政策発表記者会見－候補者以外に 8 人が参加 

03/11 第 15 回事務局会議 

03/12 「かながわ ReBorn」第 5 回事務局会議 

03/14 第 11 回代表者会議 

03/14 第 10 回政策委員会 

03/14 「かながわ ReBorn」事務所開き－約 40 人が参加（マスコミ各社含め） 

03/17 tvk 政見放送撮り 

03/18 第 16 回事務局会議 

03/18 日本青年会議所神奈川ブロック協議会主催の公開討論会（開港記念会館） 

03/19 NHK 政見放送撮り 

03/19 「かながわ ReBorn」第 6 回事務局会議 
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03/21 県知事選挙告示、横浜駅西口第一声、桜木町街頭演説（約 2000 人） 

03/21 「かながわ ReBorn」交流会－桜木町街頭演説会後に開催、17 人が参加 

03/24 相模原市長選挙の告示 

03/24 横浜駅作戦－横浜駅の各出口を中心に宣伝、約 50 人が参加 

03/25 第 12 回代表者会議 

03/26 「かながわ ReBorn」第 7 回事務局会議 

03/29 神奈川県議選挙・政令市議選挙の告示 

03/30 横浜作戦－横浜駅タウンミーティング宣伝、大岡川お花見作戦 

03/31 川崎縦断作戦－新百合ヶ丘、登戸、武蔵溝ノ口、武蔵小杉、川崎 

04/01 第 13 回代表者会議 

04/01 第 11 回政策委員会 

04/02 「かながわ ReBorn」第 8 回事務局会議 

04/03 第 17 回事務局会議 

04/06 最終日作戦－横浜駅、桜木町駅、関内駅、元町商店街、横浜橋商店街 

04/07 県知事選挙投票日、県議・政令市議選挙投票日 

04/07 記者会見－20:30 頃から「かながわ ReBorn」事務所において 

04/09 「かながわ ReBorn」第 9 回事務局会議 

04/18 第 18 回事務局会議 

04/19 第 14 回代表者会議 

04/30 「かながわ ReBorn」－24 人が参加、選挙のまとめと解散などを確認 

06/24 「明るい会」代表委員・事務局合同会議 
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「動けば、かわる」 
市民と野党の共同で

　2019年４月に神奈川県知事選挙が行われます。県知事選挙は、県
民の要求を実現し、県政の流れを変えるまたとないチャンスです。
　安倍・自公政権は、モリ・カケ問題などウソと隠ぺいにまみれな
がらも国会での圧倒的多数の力を背景に、あらゆる分野で暴走して
います。「アベノミクス」の名のもとで空前の規模の赤字国債の乱
発と公共事業推進、原発の再稼働と輸出推進、沖縄新基地建設のご
り押し、改憲発議準備など憲法改定にむけた動きを具体化させ、あ
らゆる分野で国民の願いと逆の流をつくりだしています。
　内閣の暴走と県民生活の危機に対して防波堤となるべき地方自治
体としての神奈川県は十分にその役割を果たしていません。オスプ
レーの横浜ノースドック利用や厚木基地飛来にみられるように、沖
縄についで第２の基地県である神奈川では「海外で戦争する国」づ
くりへの暴走は、さしせまった危機です。これに対抗する県民的な
運動が必要であり、県知事選挙は流れを変えるまたとないチャンス
です。
　「動けば、かわる」、市民と野党との共同が合言葉になっています。
総選挙を前後して、安倍暴走政治を許さない市民の共同が、安倍９
条改憲ＮＯ！全国市民アクションとして総結集しました。それは、
総選挙で、憲法を守る議席を国会に誕生させるという、安倍暴走政
治に対抗する新しい流れをひらくものとなりました。県内でも各選
挙区で、市民と野党各党の共闘をめざし政治の流れを変えようとす
る動きが生まれ市民のネットワークも発足しています。
　この新しい共同の機運が生まれている今こそ、県民が主人公の県
政を誕生させる絶好のチャンスです。

県民の願いを実現する知事を 
生み出しましょう

　第２期黒岩県政は、「未病の改善」と銘打って「未病・健康」産業
の育成に執心しています。「医療・社会保障」は自助・共助でとする
国の施策に抗し、県は県民のいのちと健康を守る防波堤になるべき
ですが、その役割を十分に果たしていません。貧困と格差の是正で
は、待機児童解消をめざす保育所等緊急整備など国の施策を一歩も
出る事なく、県独自の施策展開は見当たりません。子育て・教育・
労働・老後のあらゆる分野で格差と貧困をなくす取組みが求められ
ています。さらに、県内の大多数を占める中小・小規模企業に対す
る支援や、地域経済活性化のとりくみ、核も基地もない平和な神奈
川、地球温暖化対策など重要な課題に対する取り組みも後退するか
課題そのものが掲げられていませんし、役割分担の名のもと、市町
村支援施策も後退させています。公契約条例実施も先延ばしにされ
たままです。
　他方で、県民運動の反映もあって19年度から県は国に先駆けて私
立高等学校生徒学費補助（年収590万円以下、実質無料）を実現し、
私学無償化の流れをリードするまでになっています。
　運動の成果を引き継ぎながら、同時に切実な要求・課題に真正面
から取り組むために、共同の力で「県民が主人公の県政」をつくり
ましょう。

県民が主人公の県政へ、 
共同を呼びかけます

　来春の知事選挙は、自民党政治の下請け県政から新しい知事、新
しい県政を実現する絶好のチャンスです。平和で明るい神奈川県政
をつくる会は、憲法を生かし個人の尊厳と県民要求を実現する新し
い県政を、格差と貧困を是正し県民の暮らしを応援、平和と市民自
治が生きる県政の実現のために共同を呼び掛けます。

　2019年４月に神奈川県知事選挙が行われます。それに先駆
け、明るい神奈川では学習会を開催。府民と野党の共闘が大
きな力となった京都府知事選挙から学び、「動けば、かわる」
を合言葉に戦う決意を固めました。

神奈川から政治を変える、新知事誕生で県民要求実現を呼びかけるアピール（2018年８月）

明るい神奈川 平和で明るい神奈川県政をつくる会 横浜市中区桜木町3-9 横浜平和と労働会館6F　TEL：045-212-5855　FAX：045-212-57452018年8月 No.172

神奈川からかかかかかかららら神奈川 らかからからからららかかかかかかららら

政治を変え
る！ををを政治 変

新知事誕生
でででででで

新知事
ででででででで

県民要求実
現をををを実現
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変えよう　　神奈川県政変えよう　　神奈川県政
　「医療・社会保障は自助・共助で」とする国の施策に対し、県は県
民のいのちと健康を守る防波堤になるべきですが、黒岩県政はその
役割を十分に果たしていません。貧困と格差の是正では国の施策を
一歩も出る事なく、県独自の施策展開は見当たりません。子育て・
教育・労働・老後のあらゆる分野で格差と貧困をなくす取り組みが
求められています。
　さらに、県内の大多数を占める中小企業に対する支援や、地域経
済活性化、核も基地もない平和な神奈川など、重要な課題に対する
取り組みも後退するか課題そのものが揚げられていません。また、
役割分担の名のもと、市町村支援施策も後退させています。公契約
条例も先延ばしにされたままです。
　県知事選挙は、こういった県政の流れを変えるまたとないチャン
スです。

ストップ「子どもの貧困」
　県は、「子どもの貧困」についての調査を行いました。その結果、
貧困率は一般家庭で15％であるのに対して一人親家庭では50％を超
えています。進学・就労・学校生活など、あらゆる場面で支援が必
要です。
　また、医療サービスを受けられないために死亡事例が生まれてい
ます。無料低額診療制度もありますが、あまり知られていません。
診療が無料でも薬代がかかるなど制度の拡充と周知が必要です。

未来へつなぐ神奈川の環境を
　黒岩県政は「いのち輝く神奈川」の実現のため「SDGs（持続可能
な開発目標）」に取り組むと言っています。しかし、膨大なエネル
ギーを使い環境への負荷が高いリニア新幹線の建設を進めているこ
とや横須賀の石炭火力発電所を事実上認めるなど、表向きの政策と
現実は矛盾しています。市町村を支援し、困っている県民に対し手
をさしのべる県政が必要です。

子育てや教育にもっとお金を
　全国的な流れになっている小児医療費助成制度の範囲拡大や全国
最低水準の中学校給食の実現など県として取り組まなければならな
い重要な課題となっています。また、県民の強い要望にもかかわら
ず、先延ばしになっている老朽化した県営住宅や県立高校の建て替
えも急務となっています。
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　「県政と言われても良く分からない」。多くの県民にとって県政は
「遠く」、よく見えないものになっています。
　しかし、県には市町村など基礎自治体とは違った重要な役割がある
と「明るい県政をつくる会」は考えています。県政をもっと県民の切
実な願いに応えるものにできれば、より暮らしやすい、働きやすい、
生きやすい神奈川をつくることができると思います。
　県には市町村域を越える広域課題に対応する固有の役割と併せて、
市町村との連携や支援により、住民の暮らし・安全、福祉、地域経済
などの充実にむけて先進的・先導的な役割の発揮が求められていま
す。また、地方自治・民主主義の立場から国の施策への意見反映を行
うことや国の悪政から住民の生命・暮らしを守る防波堤としての役割

もあります。
　市町村が行う住民支援施策に対して県からの補助など財政的支援、
市町村への人的・専門的な支援が行われています。県の市長会・町村
会からも、小児医療費助成制度・重度障害者医療費助成制度の拡充や
地震防災対策の強化・支援体制の拡充など多くの要望が出されていま
す。しかし、現県政のもとでも市町村との役割分担や財政難を理由に
支援施策を後退させてきました。また、自助・自立といって、公共
サービスを後退させる、あるいは公共サービスを民間の企業にゆだね
る、まやかしの自立論が振り撒かれています。
　県の役割をしっかり担う自治体としてのとりくみが大事になってい
ます。

　県の果たすべき役割からみて、今の県政・県知事はどのように評価
できるでしょか。県政が見えずらいために、「今の県知事に何か問題
あるの」と考えている方も多いと思います。
　県民の要求や声・運動と、県職員などの努力によって、「私学助成の
拡充」など県民の願いを実現したものもあります。「明るい県政をつ
くる会」は県民の要求にとって前進したものについては評価し、さら
に充実させることを求めています。
　同時に、多くの切実な願いに対して、今の県知事は正面から応えて
いないと考えています。いくつかの点を紹介し指摘したいと思います。

▶現県政の問題点
　第１に、県自らの調査によっても県民ニーズの高い、県民の生活に
密接にかかわる施策が不十分です。福祉や医療、教育、平和、産業、
労働など切実な要求に対し、「財政が無い」などの理由で、応えようと
しない態度は、第１期の県政運営から何ら改善されていません。貧困
や健康格差が放置され、また、大企業リストラなどから、労働者の雇
用を守るための具体的とりくみは何も行っていません。
　第２に、自然災害が頻発するなかで、防災対策が急がれており、県
民の要求も大変強いものがあります。しかし、防災・減災のための具
体的施策は、求められるスピード・規模に追いついておらず、県民の
命・安全が危険にさらされています。
　第３に、2012年に自ら主導した「神奈川臨調」の答申を受ける形で、
緊急財政対策として県民生活直結の予算削減や県民利用施設の廃止
を、引き続き強行しています。指定管理者制度の導入や民営化などが
継続され、県民のサービス・財産が切り捨てられています。

▶県民の願いよりも自分がやりたいこと優先
　県民の願いには向きあわない一方で、国政の推進役や自らの興味本
位の政策に熱心なのが今の県知事です。「ヘルスケア」や特区を活用
した事業などを重点として推進していますが、これらは財界の意向と
一致する方向で進められ、県民は埒がいにおかれおり、県民の喫緊な
願いとも乖離しています。
　また、莫大な税金を使う大規模な道路建設推進や、リニア新幹線の

推進など不要な公共工事を進め、産業政策では大企業やベンチャーを
優遇するなど、地域経済の振興に結びつかない政策を優先的に進めて
います。そして、カジノについても受け入れに前向きな姿勢を取って
います。県内の小零細企業や商店街は多くの困難を抱え、「シャッ
ター通り商店街」に象徴されるように地域経済は深刻な状況ですが、
県政として有効な施策を行っていません。
　さらに、「第二の基地県」と言わる神奈川県において、基地の縮小撤
去は多くの県民の悲願ですが、渉外知事会の会長である現知事は、具
体的な行動をとっていません。逆に、米軍基地の訓練実態や米軍基地
の存在を容認しています。核兵器廃絶など平和事業はわずかであり、
国民的世論である「原発廃止」も言及していません。

明るい神奈川 平和で明るい神奈川県政をつくる会 横浜市中区桜木町3-9 横浜平和と労働会館6F　TEL：045-212-5855　FAX：045-212-57452018年11月 No.173

神奈川県の役割ってナニ？

県民の願いに正面から応えない今の県知事

グラフで見る
神奈川県の
順位

社会福祉費（人口1人あたり）は38位 医師数（人口10万あたり）は39位

一般病院数（人口10万あたり）は47位 保育所数（0～5歳人口10万あたり）は45位

保健師数（人口10万あたり）は47位
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① 医療や介護、福祉などの社会保障制度の充実を国に強く働きか
けるとともに、県独自でも充実させる県政が必要です。年金や
生活保護制度の連続改悪も、県民の生活悪化に直結しています。
安倍政権の悪政に正面から立ち向かい、県民の生活を守る防波
堤としての県政が求められています。

② 防災対策も喫緊の課題であり、地震・津波・台風など様々な自
然災害や、急傾斜地・コンビナート・耐震対策未実施建造物な
どそれぞれの実情に対応する具体的な施策を特別に重視して
とりくむ県政が、県民の命とくらしを守るために必要です。

③ 高齢者を狙った詐欺による被害が続発するなど、防犯対策も重
要です。あわせて、犯罪を生まない社会の構築が根絶にむけて
は必要です。

④ 県民誰もが「自分らしく安心して生活する」ことができる神奈
川であってほしいと思います。しかし残
念ながら、「ヘイトスピーチ」やセクハラ・
パワハラ、性的マイノリティーに対する差
別など、人権が蹂躙される事態が起こって
います。一人ひとりの人権を大事にし、
ジェンダー平等を先頭に立って実現する
県政をめざします。

　日本の最高法規は日本国憲法です。様々な社会的矛盾や問題が起こっていますが、「明るい県政をつくる会」は、大きな原因として国
政や地方政治において日本国憲法が蔑ろにされ、憲法通りの行政がなされていないことがあると考えています。
　県政の大前提として、県政のすべてが日本国憲法に基づいて行われることが何よりも大切であると考えています。そして、今の安倍政
権による改憲策動は決して許されないと考えています。憲法を活かし、憲法に基づく県政の実現をめざしましょう。

　2019年４月に神奈川県知事選挙が行われます。「平和で明るい神奈川県政をつくる会（略称：明るい県政をつくる会）」
は、今の県政の評価を行うとともに、県民のみなさんとともにめざしていきたい県政について案をまとめ、県民のみなさん
や様々な団体などと懇談を進めていきたいと考えています。
　「めざしたい県政」の案をの要旨を紹介します。ご意見をお寄せいただければ幸いです。また、ご一緒により良い県政を
実現しましょう。

① 県民や議会の充分な合意のないままに県の機構・体制が変更さ
れることは問題です。機構を含め県行政について県民に情報
を発信し、県民の意見を取り入れる県政をめざします。

② 議会を含めて神奈川県行政の情報公開は不十分です。県行政
自らが積極的な情報公開を行い、透明性の高い運営を実現する
ことが求められます。

③ 県民には財政難を強調しながら、一方で投資家には「財政の健
全性」をアピールするダブルスタンダードは問題で、改めるこ
とが必要です。同時に、財政を確保するために国に対して働き
かけることが重要です。

民主的で透明性のある県政運営を

だれもが自分らしく
安心して生活できる県政

すべての根底に日本国憲法に基づく県政

① 地域経済が活性化しない最大の原因は、労働者や中小零細事業
者の所得が増えていないからです。生活の向上につながる、県
民の所得を増やす県政をめざします。

② 中小零細企業や商店街への支援を抜本的に強めることが必要
です。事業にとっての需要を生みだす施策、地域循環型経済を
進める施策などをとりくむ県政をめざします。

③ 負担の軽減も生活改善にとって有効です。高
い社会保険料の軽減などによる実質的な所得
向上策にとりくみ、来年の消費税増税には反
対する県政をめざします。

地域経済を元気にし、
県民の所得を増やす県政

　将来への明るい展望を持てないことが閉塞感となり、社会（政
治や制度など含め）を信頼できない状況をつくっています。これ
を払しょくすることが県政など行政には待望されています。
① 神奈川・日本・世界の将来を担う子どもたちが生きいきと成長
できる環境をつくることが大事です。教育や保育などを充実
すること、子どもの貧困と格差を是正することを重視してとり
くむ県政が必要です。

② 人口減少や過疎は、神奈川県においても重要
な課題となっています。すべての地域で住
民が住み続けられるために、基礎自治体と協
力して課題克服にとりくむことが県政に求
められます。同時に、安心して子どもが産み
育てられる地域をつくることに、真剣にとり
くむ県政をめざします。

子どもが生きいきと成長でき、
未来への展望を切り拓く県政

① 危険なオスプレイが飛来し、米軍基地の強化もはかられていま
す。北朝鮮情勢が激変するなかで、そもそも米軍基地の存在理
由が揺らいでいるなか、基地の縮小撤去を進めることが求めら
れています。

② 核実験による多大な被害を経験した神奈川県として、核兵器廃
絶の国際的な運動と呼応し、核廃絶への具体的な行動をとりく
むこと、国に対して働きかけを強めること
が大事になっています。

③ 環境問題は、人類の生存にとっても重要な
課題です。地球温暖化への対策をはじめ、
環境を守り良くするために先進的なとりく
みを進める県政をめざします。

平和とより良い環境をまもる県政

県民の切実な願いに応える
県政を実現しましょう

平和で明るい神奈川県政をつくる会
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岸　牧子（きし まきこ）さんの略歴
 1956年、湯河原町で生まれる。小田原城内高等
学校卒業、武蔵野美術大学卒業。
　箱根町立仙石原中学校で美術教師を経た後、富
山県剣岳の山小屋で４年間働く。結婚し、横須賀
に移住。文化を通しての地域での子育て運動にか
かわる。
　2005年、地域の仲間とともに「横須賀市民９条
の会」を結成。2013年に横須賀市長選挙に立候
補。2015年、「戦争に行かない、誰一人行かせな
い、横須賀ALLs」を結成。「市民と野党の共闘」
を前進させるために、「よこすか・みうら市民連
合」の中心メンバーとして活動中。
　現在、庭のメンテナンスと染めの仕事に従事
し、家族は、夫と子ども３人と孫と犬と小鳥。

ReBorn

2019年２月 No.174　 平和で明るい神奈川県政をつくる会 横浜市中区桜木町3-9 横浜平和と労働会館6F　TEL：045-212-5855　FAX：045-212-5745明るい神奈川

神奈川をReBorn
　「横須賀市民９条の会」や「よこすか・みうら市
民連合」で中心的に活動されてきた『岸牧子』さ
んが、１月29日の記者会見で４月７日投票の神奈
川県知事選挙に立候補することを表明しました。
　『岸牧子』さんは、立候補表明にあたってのア
ピールのなかで、市民連合が立憲４野党と交わし
た政策合意と、国連が掲げるSDGsを政策の柱に
位置づけ、日本国憲法が実現される県政に全力を
かけることを示しています。
　そして、安倍９条改憲に断固として反対し、安
倍政権の思い通りになる、大企業優先、米軍言い
なり、住民後回しの神奈川から、憲法に立ち自治
体の一番の仕事、福祉と教育を充実させ、「誰一人
として取りのこさない」「誰の子どももころさせ
ない」平和な神奈川に、「神奈川のことは神奈川県
民が決める」県政にReBornすることを呼びか
け、すべての県民に共同を訴えました。

「平和で明るい神奈川県政をつくる会」が

『岸 牧子』県知事予定候補
 の推薦を決定！

全力で支援
　「平和で明るい神奈川県政をつくる会」は、『岸牧子』
さんのアピールが基本的に「会」の政策と一致するも
のであることから、呼びかけに応え 2月 4 日の代表
者会議において推薦を決定し、全力で支援することを
決めました。
　一人ひとりが主人公となって、県民の要求を実現す
る県政へReBorn しましょう。
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会場ロビーで参加者と交流

後藤代表委員あいさつ 笠井衆議院議員の情勢報告 松元ヒロさんのパフォーマンス

県知事選挙
勝利をめざす

2・7決起集会に
 950人が参加

　２月７日に「平和で明るい神奈川県政をつくる
会」が主催して、「県知事選挙勝利をめざす２・７
決起集会」を関内ホール大ホールで開催し、会場
いっぱいの950人が参加し、『岸牧子』さんを県知
事におし上げる熱気であふれました。
　集会では、松元ヒロさんの笑い一杯のパフォー
マンスや、要求の映像、日本共産党政策委員長の
笠井衆議院議員の情勢報告によって、国政や県政
の課題が明らかに。
　横須賀のみなさんや岡田弁護士の応援の訴え
で、『岸牧子』さんの人柄も紹介されたところで、
いよいよ本人が登場し、県知事選挙への想い、何
としても憲法をまもり平和な社会をつくっていき
たい信念の訴えが参加者の心を打ち、大きな拍手
が送られました。
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神
奈
川
を
再
生
す
る
た
め
に
。

岸
 牧
子

４
月
７
日

県
知
事
選

Re
Bo
rn
1
　
誰
一
人
と
し
て
取
り
残
さ
な
い
。

Re
Bo
rn
2
　
誰
の
こ
ど
も
も
殺
さ
せ
な
い
。

Re
Bo
rn
3
　
未
来
は
み
ん
な
で
つ
く
る
。

〒
22
1-
08
23
　
横
浜
市
神
奈
川
区
二
ツ
谷
町
1-
11

TE
L 
04
5-
29
0-
51
70
／
FA
X 
04
5-
29
0-
51
76
　
Ｅ
re
bo
rn
.k
an
ag
aw
a@
gm
ai
l.c
om

 ＠
ki
sh
im
ak
ik
o
1
　
た
く
さ
ん
フ
ォ
ロ
ー
し
て
RT
！！
！

「
か
な
が
わ
Re
Bo
rn
」
が
政
策
を
発
表
し
ま
し
た
。

出
身

家
族

働
く学
ぶ

活
動

湯
河
原

19
56
年
生
ま
れ

夫
と
子
ど
も

3
人
と
孫
と

犬
と
小
鳥

染
色
と
園
芸
に
従
事

剣
岳
の
山
小
屋

小
田
原
城
内
高
等
学
校

武
蔵
野
美
術
大
学

よ
こ
す
か
・み
う
ら
市
民
連
合

横
須
賀
市
民
9
条
の
会

横
須
賀
A
LL
s

横
須
賀
親
子
劇
場

　
今
、
安
倍
政
権
は
、
憲
法
9
条
を
変
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
私
は
、
戦
争
す
る
国
に
だ
け
は

し
た
く
な
い
と
「
9
条
の
会
」
や
「
市
民
連
合
」
に
関
わ
っ
て
き
ま
し
た
。

　
県
は
、
憲
法
に
も
と
づ
き
、
県
民
の
命
を
守
る
立
場
か
ら
国
と
対
峙
し
、
盾
に
な
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
ま
た
、
暮
ら
し
と
戦
争
は
地
続
き
で
す
。
税
金
を
軍
事
費
に
使
い
、
社
会
保
障
費
は

削
っ
て
い
ま
す
。
む
し
ろ
、
医
療
費
・
教
育
費
の
無
償
化
を
進
め
る
べ
き
で
す
。
国
政
が
あ
ま
り

に
も
ひ
ど
い
か
ら
こ
そ
、
右
に
な
ら
え
で
な
く
、
自
治
体
の
一
番
の
仕
事
、
住
民
の
福
祉
と
教
育

を
充
実
さ
せ
、
神
奈
川
を
Re
Bo
rn
す
る
時
で
す
。

　
政
治
は
特
別
な
人
の
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
私
た
ち
が
主
権
者
で
す
。
多
く
の
人
が
行
動
を

起
こ
せ
ば
、
願
う
政
治
に
変
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　「
み
ん
な
で
未
来
を
決
め
て
い
く
」
神
奈
川
に
Re
Bo
rn
！

事
前
チ
ラ
シ
　
15
0
万
部
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未
来
は
み
ん
な
で
つ
く
る
。

県
政

CH
EC
K

PO
LI
CY

地
方
自
治
・
主
権

環
境
・
く
ら
し
・
地
域
経
済

憲
法
に
保
障
さ
れ
た
地
方
自
治
の
役
割
を
発

揮
せ
ず
、
リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
建
設
・
カ
ジ

ノ
容
認
な
ど
安
倍
政
治
の
先
取
り
、
言
い
な

り
の
県
政

県
民
の
声
が
直
接
届
か
ず
、
見
え
ず
、
県
政

で
何
が
行
わ
れ
て
い
る
か
分
か
ら
な
い

県
の
防
災
対
策
へ
の
予
算
が
少
な
い

中
小
企
業
対
策
と
し
て
の
商
工
費
は
全
国
46
位

現
知
事
は
消
費
税
10
％
増
税
を
容
認

働
く
ひ
と
の
長
時
間
労
働
や
使
い
捨
て
の
常

態
化

●
  神
奈
川
を
再
生
す
る
た
め
に
、
県
民
の
こ
と

は
県
民
が
主
人
公
に
な
っ
て
決
め
る
県
政
を

実
現
し
ま
す

●
  情
報
公
開
を
徹
底
し
、
こ
れ
か
ら
の
神
奈
川

を
つ
く
っ
て
い
く
あ
な
た
の
声
を
聞
き
、
見

え
る
、
共
に
歩
む
県
政
に
し
ま
す

●
  職
員
の
声
を
尊
重
し
、
庁
内
の
風
通
し
を
よ

く
し
、
現
場
の
裁
量
を
高
め
ま
す

●
 予
算
を
増
や
し
、
防
災
対
策
の
ス
ピ
ー
ド
を

ア
ッ
プ
し
、
災
害
に
つ
よ
い
ま
ち
づ
く
り
を

目
指
し
ま
す

●
 原
発
ゼ
ロ
を
め
ざ
し
時
代
遅
れ
の
石
炭
火
力

エ
ネ
ル
ギ
ー
で
は
な
く
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
へ
の
転
換
を
す
す
め
ま
す

●
  デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
条
例
を
制
定
し
、
公

契
約
条
例
制
定
と
中
小
企
業
支
援
を
通
じ
て

最
低
賃
金
15
00
円
を
め
ざ
し
ま
す

　
岸
さ
ん
の
ユ
ニ
ー
ク
な
発
想
と
行
動
力
に
は
目
を
み
は
る
事
が
多
く
、
ま
た
楽
し
い
活
動
と
な
っ
て

現
在
に
至
り
ま
す
。

　
彼
女
は
人
を
責
め
ま
せ
ん
。
だ
か
ら
人
が
周
り
に
集
ま
っ
て
く
る
の
で
し
ょ
う
。

　
今
年
は
憲
法
が
危
な
い
年
。
憲
法
を
変
え
た
ら
ダ
メ
！

　
こ
の
強
い
意
志
を
持
ち
、
憲
法
が
保
障
す
る
一
人
ひ
と
り
が
大
事
に
さ
れ
る
こ
と
の
大
切
さ
を
、

よ
り
多
く
の
人
に
知
ら
せ
、
う
ね
り
を
県
内
に
広
め
た
い
と
決
意
し
た
岸
さ
ん
を
尊
敬
し
応
援
し
ま
す
。

 
巴
　
ふ
さ
（
横
須
賀
の
友
人
）

応
援
メ
ッ
セ
ー
ジ誰
一
人
と
し
て
と
り
の
こ
さ
な
い
。

県
政

CH
EC
K

PO
LI
CY

お
と
し
よ
り

子
ど
も

マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
ー

65
歳
以
上
の
老
人
保
健
費

は
全
国
45
位

人
口
10
万
当
た
り
の
病
院

数
は
全
国
47
位

保
健
師
の
数
は
全
国
47
位

教
育
費
は
全
国
47
位

中
学
校
給
食
実
施
率
は
全

国
47
位

県
の
小
児
医
療
費
助
成

（
通
院
）
は
就
学
前
ま
で

の
み

具
体
的
に
LG
BT
を
支
援
す

る
県
の
取
組
み
が
総
じ
て
進

ん
で
い
な
い

障
が
い
者
の
自
立
支
援
体
制

が
弱
く
、
家
族
や
医
療
福
祉

現
場
へ
の
負
担
が
強
い
ら
れ

て
い
る

人
種
や
民
族
へ
の
偏
見
や
差

別
を
な
く
す
取
組
み
が
弱
い

●
  特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
を

増
設
し
、
3
万
人
の
待
機

者
を
な
く
し
ま
す

●
  高
す
ぎ
る
国
民
健
康
保
険

料
、
介
護
保
険
料
の
改
善

を
国
に
求
め
、
低
所
得
者

に
は
県
独
自
で
支
援
し
ま

す
●
  高
齢
者
の
医
療
費
負
担
軽

減
を
は
か
り
ま
す

●
 教
育
予
算
増
で
教
育
を
受

け
る
権
利
を
保
障
し
ま
す

●
  保
育
園
の
待
機
児
童
も
ゼ

ロ
に
し
ま
す

●
  県
内
す
べ
て
の
中
学
校
給

食
を
実
現
し
、
自
校
方
式

を
め
ざ
し
ま
す

●
  小
児
医
療
費
助
成
の
補
助

対
象
を
18
歳
ま
で
引
き
上

げ
、
医
療
費
無
料
を
め
ざ

し
ま
す

●
 新
生
児
に「
赤
ち
ゃ
ん
ボ
ッ
 

ク
ス
」を
プ
レ
ゼ
ン
ト
し
ま
す

●
  障
が
い
者
や
LG
BT
が
尊
重

さ
れ
自
分
ら
し
く
生
き
ら
れ

る
よ
う
な
体
制
を
整
備
し
、

県
を
あ
げ
て
学
習
し
情
報
発

信
や
啓
発
を
し
ま
す

●
  ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
を
禁
止
す

る
県
の
条
例
を
制
定
し
ま
す

●
  朝
鮮
学
校
を
含
む
外
国
人
学

校
へ
の
県
補
助
金
を
復
活
さ

せ
ま
す

誰
の
子
ど
も
も
こ
ろ
さ
せ
な
い
。

県
政

CH
EC
K

PO
LI
CY

非
核
・
米
軍
基
地

日
本
国
憲
法

神
奈
川
県
は
米
軍
基
地
が
集
中
し
、
沖
縄
県
に

次
ぐ
第
2
の
基
地
県
。
米
軍
事
故
、
米
兵
犯
罪

が
多
発

横
須
賀
港
は
世
界
で
唯
一
、
ア
メ
リ
カ
国
外
で

の
原
子
力
空
母
の
母
港

現
知
事
は
、
核
兵
器
禁
止
条
約
に
反
対
す
る
日

本
政
府
の
立
場
を
代
弁

憲
法
違
反
の
集
団
的
自
衛
権
や
海
外
で
の

武
力
行
使
が
可
能
に
な
り
、
戦
争
に
な
る

恐
れ
の
あ
る
憲
法
9
条
改
憲
が
な
さ
れ
よ

う
と
し
て
い
る
が
、
自
治
体
か
ら
何
も
ア

ク
シ
ョ
ン
を
し
て
い
な
い

●
 米
原
子
力
空
母
の
横
須
賀
母
港
化
を
撤
回
し
ま

す
●
 米
軍
基
地
強
化
を
ゆ
る
さ
ず
、
日
米
地
位
協
定

の
改
定
を
求
め
ま
す
。
米
軍
基
地
を
撤
去
し
、

平
和
都
市
へ
の
転
換
を
は
か
り
ま
す

●
 世
界
と
連
帯
し
、
核
兵
器
禁
止
条
約
の
批
准
を

国
に
求
め
ま
す

●
 憲
法
9
条
を
守
り
、
世
界
平
和
に
貢
献
す

る
県
政
を
つ
く
り
ま
す

●
 憲
法
違
反
の
集
団
的
自
衛
権
行
使
を
容
認

す
る
安
保
体
制
の
廃
止
を
国
に
求
め
ま
す

神
奈
川
県
の
財
源
は
あ
る
ん
で
す
。

神
奈
川
県
の
財
政
力
は
全
国
で
3
位
。
不
要
不
急
の
大
型
開
発
の

見
直
し
、
財
政
基
金
55
6億
円
の
活
用
で
 か
な
が
わ
Re
Bo
rn

政
策
の
基
本
に
、
日
本
国
憲
法
、
国
連
が
掲
げ
る
SD
G
s、

市
民
連
合
と
立
憲
４
野
党
の
政
策
合
意
を
位
置
付
け
ま
す
。
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プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
●
19
56
年
、
神
奈
川
県
湯
河
原
町
生
ま
れ
。
武
蔵
野
美
術

大
学
卒
業
。
箱
根
町
立
仙
石
原
中
学
校
で
教
師
経
験
。
富
山
県
剱
岳
の
山

小
屋
で
4年
間
働
く
。
結
婚
し
、
横
須
賀
に
移
住
。
文
化
を
通
し
て
の
地

域
の
子
育
て
運
動
に
か
か
わ
る
。「
横
須
賀
市
民
9条
の
会
」
を
結
成
。

20
13
年
に
は
横
須
賀
市
長
選
に
立
候
補
。
現
在
、
庭
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と

染
め
の
仕
事
に
従
事
し
、
家
族
は
夫
と
子
ど
も
3人
と
孫
と
犬
と
小
鳥
。

岸
牧
子
へ

神
奈
川
県
を
再
生
し
ま
し
ょ
う
！

あ
な
た
の
ご
支
持
を

県
知
事
選
挙

4
/7

❖ す べ て の 中 学 校 で 給 食 を 実 現 す る た め に 、

　 施 設 設 備 補 助 制 度 を 創 設 し ま す 。

❖ 子 ど も の 医 療 費 を 、 18 歳 ま で 無 料 に し ま す 。

❖ 保 育 園 の 待 機 児 童 を ゼ ロ に し ま す 。

❖ 小 ・ 中 ・ 高 校 で 30 人 以 下 学 級 を

　 計 画 的 に 推 進 し ま す 。

❖ 幼 稚 園 ・ 保 育 園 の 保 育 料 を 軽 減 し ま す 。

❖ 県 立 高 校 の 削 減 を ス ト ッ プ し 、

　 私 学 助 成 の 拡 充 と 学 費 補 助 を 充 実 し ま す 。

❖ 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム を 増 設 し 、

　 介 護 保 険 料 を 軽 減 し ま す 。

❖ 若 者 と 女 性 の 正 規 雇 用 を 拡 大 し ま す 。

❖ 米 兵 犯 罪 や 爆 音 被 害 を な く す た め に 、

　 基 地 撤 去 と 平 和 外 交 を す す め ま す 。

❖ リ ニ ア ・ カ ジ ノ で は な く 、 

災 害 に つ よ い ま ち づ く り を 目 指 し ま す 。

す
べ
て
の
女
性
が
安
心
し
て

く
ら
せ
る
神
奈
川
に

－ 56 －

選
挙
ハ
ガ
キ
　
６
万
８
千
部



地
域
の
経
済
と
社
会
を
支
え
る

小
企
業
者
の
営
業
と
く
ら
し
を
守
り
ま
す

❶ 県 民 の く ら し と 商 売 、 地 域 経 済 も 壊 す

10 月 の 消 費 税 10 ％ の 中 止 を 求 め ま す 。

❷ 医 療 ・ 教 育 ・ 自 然 エ ネ ル ギ ー を 地 域 振

興 の 重 要 分 野 と 位 置 づ け 、 支 援 を 強 め 、 

循 環 型 地 域 経 済 の 再 生 を め ざ し ま す 。

❸ 後 継 者 づ く り と 仕 事 起 こ し と な る 商 店

リ ニ ュ ー ア ル 助 成 制 度 を つ く り 、 コ

ミ ュ ニ テ ィ ー の 発 信 地 、 商 店 街 を 活 性

化 し ま す 。

❹ 地 域 に 資 金 と 仕 事 が 回 る 抜 群 の 経 済 効

果 の 住 宅 リ フ ォ ー ム 助 成 制 度 を 創 設 し

ま す 。

❺ 平 和 で こ そ 、 商 売 繁 盛 。 安 倍 ９ 条 改 憲

を 許 し ま せ ん 。

中 小 業 者 の み な さ ん へ

 岸 牧 子 の ５ つ の 約 束

　
消
費
税
は
貧
困
と
格
差
を
広
げ
ま

す
。
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
県
政
を

め
ざ
し
消
費
税
増
税
中
止
を
求
め
ま

す
。
　
地
域
を
支
え
る
小
企
業
者
が
元
気

に
な
っ
て
こ
そ
、
地
域
の
経
済
も
活

性
化
し
ま
す
。
小
企
業
者
の
役
割
と

経
営
の
実
態
を
調
査
し
、
意
欲
と
希

望
を
持
っ
て
活
躍
で
き
る
よ
う
に
支

援
し
ま
す
。

 建
設
職
人
の

  ６
大
政
策
を
実
現
し
ま
す

１
  公
契
約
条
例
を
制
定
し
、
建
設
労
働
者
の

　
 賃
金
・
単
価
を
引
き
上
げ
ま
す
。

２
  建
設
国
保
の
育
成
と
強
化
を
は
か
り
ま
す
。

３
  住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
な
ど
の
助
成
制
度
を
作
り
 

 地
域
経
済
を
活
性
化
さ
せ
ま
す
。

４
  地
元
企
業
が
担
う
、生
活
密
着
の
公
共
事
業
 

 を
ふ
や
し
ま
す
。

５
  現
場
の
安
全
対
策
の
充
実
と
ア
ス
ベ
ス
ト
 

 被
害
の
根
絶
を
め
ざ
し
ま
す
。

６
 消
費
税
10
％
増
税
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
ま
す
。

私
た
ち
も
推
薦
し
ま
す

仲
野
　
和
則

神
奈
川
県
建
設
労
働
組
合
連
合
会
会
長

塚
本
　
三
千
雄

横
浜
市
建
設
労
働
組
合
連
合
会
会
長

佐
藤
　
浩
史

川
崎
市
建
設
労
働
組
合
連
合
会
副
会
長

渡
辺
　
喜
久
雄

横
須
賀
地
区
協
議
会
会
長

佐
藤
　
和
博 湘
南
地
区
協
議
会
会
長

高
橋
　
茂
成 湘
北
地
区
協
議
会
会
長

益
田
　
修
次

神奈
川土
建一
般労
働組
合中
央執
行委
員長

地
域
建
設
産
業
振
興
プ
ラ
ン
を
策
定

　
国
や
県
が
進
め
る
事
業
は
、
大
規
模
な
開
発
が

中
心
で
す
。
大
企
業
の
優
先
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

は
な
く
、
地
域
経
済
の
活
性
化
で
建
設
産
業
の
発

展
に
つ
な
が
る
事
業
に
転
換
し
て
い
き
ま
す
。

　
県
民
の
税
金
は
、
災
害
か
ら
命
を
ま
も
る
社
会

資
本
の
整
備
、
安
全
・
安
心
の
住
環
境
の
改
善
を

最
優
先
に
し
て
、
地
域
の
建
設
業
者
と
技
能
労
働

者
の
育
成
に
つ
な
が
る
地
域
建
設
産
業
振
興
プ
ラ

ン
を
策
定
し
ま
す
。

公
契
約
条
例
の
制
定
と
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
制
度
の
実
現
で

建
設
労
働
者
の
仕
事
と
くら
し
を
守
り
ま
す

投
票
へ
行
こ
う

－ 57 －



 建
設
職
人
の

  ６
大
政
策
を
実
現
し
ま
す

１
  公
契
約
条
例
を
制
定
し
、
建
設
労
働
者
の

　
 賃
金
・
単
価
を
引
き
上
げ
ま
す
。

２
  建
設
国
保
の
育
成
と
強
化
を
は
か
り
ま
す
。

３
  住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
な
ど
の
助
成
制
度
を
作
り
 

 地
域
経
済
を
活
性
化
さ
せ
ま
す
。

４
  地
元
企
業
が
担
う
、生
活
密
着
の
公
共
事
業
 

 を
ふ
や
し
ま
す
。

５
  現
場
の
安
全
対
策
の
充
実
と
ア
ス
ベ
ス
ト
 

 被
害
の
根
絶
を
め
ざ
し
ま
す
。

６
 消
費
税
10
％
増
税
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
ま
す
。

私
た
ち
も

　
　
推
薦
し
ま
す

益
田
　
修
次

神
奈
川
土
建
一
般
労
働
組
合

中
央
執
行
委
員
長

荒
井
　
俊
喜

中
央
副
執
行
委
員
長

小
林
　
康
芳

中
央
副
執
行
委
員
長

福
田
　
信
男

中
央
副
執
行
委
員
長

地
域
建
設
産
業
振
興
プ
ラ
ン
を
策
定

　
国
や
県
が
進
め
る
事
業
は
、
大
規
模
な
開
発
が

中
心
で
す
。
大
企
業
の
優
先
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

は
な
く
、
地
域
経
済
の
活
性
化
で
建
設
産
業
の
発

展
に
つ
な
が
る
事
業
に
転
換
し
て
い
き
ま
す
。

　
県
民
の
税
金
は
、
災
害
か
ら
命
を
ま
も
る
社
会

資
本
の
整
備
、
安
全
・
安
心
の
住
環
境
の
改
善
を

最
優
先
に
し
て
、
地
域
の
建
設
業
者
と
技
能
労
働

者
の
育
成
に
つ
な
が
る
地
域
建
設
産
業
振
興
プ
ラ

ン
を
策
定
し
ま
す
。

公
契
約
条
例
の
制
定
と
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
制
度
の
実
現
で

建
設
労
働
者
の
仕
事
と
くら
し
を
守
り
ま
す

投
票
へ
行
こ
う

❖
 長
生
き
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
年
金
額
が
下
が
る
マ

ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
廃
止
、
無
年
金
、
低
年
金

者
を
な
く
す
た
め
に
「
最
低
保
障
年
金
制
度
」
の

実
現
を
国
に
強
く
要
求
し
ま
す
。

❖
 年
金
生
活
者
を
直
撃
す
る
消
費
税
率
の
10
％
引

き
上
げ
に
反
対
し
ま
す
。

❖
 75
才
以
上
の
医
療
費
窓
口
１
割
か
ら
２
割
負
担

計
画
の
撤
回
を
国
に
求
め
ま
す
。

❖
 全
国
知
事
会
も
国
に
要
望
す
る
、
高
す
ぎ
る
国

保
料
を
「
協
会
け
ん
ぽ
」
並
み
に
引
き
下
げ
る
運

動
の
先
頭
に
立
ち
ま
す
。

❖
 免
許
証
の
返
上
、
バ
ス
路
線
の
廃
止
な
ど
で
う
ま

れ
た
交
通
難
民
の
改
善
を
県
政
の
重
点
に
し
ま
す
。

推
薦
人

杉
沢
　
隆
宣

全
日
本
年
金
者
組
合
神
奈
川
県
本
部
委
員
長

杉
山
　
彰
雄
 

副
委
員
長

塚
原
　
信
介
 

副
委
員
長

兼
子
　
隆
商
 

副
委
員
長

石
黒
　
良
行
 

副
委
員
長

鈴
木
　
久
夫
 

副
委
員
長

伍
　
　
淑
子

 
副
委
員
長
・
女
性
部
長

大
蔵
　
敦
子
 

副
委
員
長

村
田
　
泰
子
 

書
記
長

　
ア
ベ
政
権
に
な
っ
て
皆
さ
ん
の
暮
ら
し
は

大
変
で
す
よ
ね
。
ア
ベ
政
権
が
め
ざ
す
「
全

世
代
型
社
会
保
障
」
は
少
子
・
高
齢
化
に
な

る
か
ら
高
齢
者
も
医
療
や
介
護
の
負
担
を
増

や
す
、
と
い
う
社
会
保
障
制
度
の
改
悪
で

す
。
年
金
は
毎
年
切
り
下
げ
ら
れ
る
中
、
消

費
税
の
引
き
上
げ
も
お
こ
な
お
う
と
し
て
い

ま
す
。

　
高
齢
者
が
誰
で
も
地
域
で
安
心
し
て
く
ら

せ
る
県
民
本
位
の
神
奈
川
、
基
地
の
な
い
平

和
で
明
る
い
神
奈
川
を

実
現
し
ま
し
ょ
う
。

「
若
者
も
高
齢
者
も
安
心
で
き
る
年
金
制
度
」

の
実
現
の
た
め
に
頑
張
り
ま
す

岸
牧
子
の
お
約
束
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頒
布
責
任
者
：
山
田
浩
文
　
横
浜
市
港
南
区
上
大
岡
西
3-
21
-2
8　
印
刷
者
：
株
式
会
社
神
奈
川
機
関
紙
印
刷
所
　
横
浜
市
金
沢
区
福
浦
2-
1-
12

本
番
選
挙
運
動
チ
ラ
シ
　
３
０
万
部
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プ ロ フ ィ ー ル

「
誰
一人
とり
の
こさ
な
い
」「
誰
の
こ
ど
も
も
ころ
さ
せ
な
い
」 ご 一 緒 に 県 政 を 変 え ま し ょ う

　 今 、 安 倍 政 権 は 、 憲 法 ９ 条 を 変 え よ う と し

て い ま す 。 私 は 、 戦 争 す る 国 に だ け は し た く

な い と 、 「 ９ 条 の 会 」 や 「 市 民 連 合 」 に 関 わ っ

て き ま し た 。

　 県 は 、 憲 法 に 基 づ き 、 県 民 の い の ち を 守 る

立 場 か ら 国 と 対 峙 し 、 盾 に な る こ と が で き ま

す 。 ま た 、 暮 ら し と 戦 争 は 地 続 き で す 。 税 金

を 軍 事 費 に 使 い 、 社 会 保 障 費 は 削 っ て い ま

す 。 む し ろ 医 療 費 ・ 教 育 費 の 無 償 化 を 進 め る

べ き で す 。 国 政 が あ ま り に も ひ ど い か ら こ

そ 、 右 に な ら え で な く 、 自 治 体 の 一 番 の 仕

事 、 住 民 の 福 祉 と 教 育 を 充 実 さ せ 、 神 奈 川 を

Ｒ ｅ Ｂ ｏ ｒ ｎ す る 時 で す 。

　 政 治 は 特 別 な 人 の も の で は あ り ま せ ん 。 私

た ち が 主 権 者 で す 。 多 く の 人 が 行 動 を 起 こ せ

ば 、 願 う 政 治 に 変 え る こ と が で き ま す 。

　 「 み ん な で 未 来 を 決 め て い く 」

　 　 　 　 　 　 　 神 奈 川 に Ｒ ｅ Ｂ ｏ ｒ ｎ ！

19
56
年
、
神
奈
川
県
湯
河
原
町
生
ま
れ
。
武
蔵
野
美
術
大
学
卒
業
。
箱
根
町
立
仙
石

原
中
学
校
で
教
師
経
験
。
富
山
県
剱
岳
の
山
小
屋
で
４
年
間
働
く
。
結
婚
し
、
横
須

賀
に
移
住
。
文
化
を
通
し
て
の
地
域
の
子
育
て
運
動
に
か
か
わ
る
。「
横
須
賀
市
民

９
条
の
会
」
を
結
成
。
20
13
年
に
は
横
須
賀
市
長
選
に
立
候
補
。
現
在
、
庭
の
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
と
染
め
の
仕
事
に
従
事
し
、
家
族
は
夫
と
子
ど
も
３
人
と
孫
と
犬
と
小
鳥
。

か
な
が
わ
Re
Bo
rn

検
索

岸 牧 子

　
　
　
　
　
   
子
ど
も
た
ち
の
た
め
に

●
小
児
医
療
費
助
成
制
度
の
対
象
を
18
歳
ま
で
拡
大
、
医
療
費
の
無
料
化
へ

●
待
機
児
解
消
を
め
ざ
し
、
保
育
所
整
備
3
か
年
計
画
作
成
・
推
進

●
す
べ
て
の
中
学
校
で
完
全
給
食
実
現

●
35
人
以
下
学
級
の
実
現
に
向
け
、
県
独
自
の
予
算
措
置

●
新
生
児
に
「
赤
ち
ゃ
ん
ボ
ッ
ク
ス
」
を
プ
レ
ゼ
ン
ト

　
　
　
　
　
   
未
来
に
希
望
の
持
て
る
神
奈
川
を

●
消
費
税
10
%
へ
の
増
税
に
は
反
対

●
公
契
約
条
例
の
制
定
と
中
小
企
業
支
援
で
、
最
低
賃
金
15
00
円
実
現
を
強
力
サ
ポ
ー
ト

●
カ
ジ
ノ
反
対
、
全
国
最
低
水
準
の
中
小
企
業
向
け
予
算
を
拡
充
し
支
援
・
育
成

●
被
災
し
て
か
ら
で
は
遅
い
。
予
算
を
増
や
し
防
災
対
策
の
ス
ピ
ー
ド
を
大
幅
ア
ッ
プ

●
時
代
遅
れ
の
原
発
・
石
炭
火
力
N
O
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
地
域
発
電
を
支
援

　
　
　
　
　
   
誰
も
が
尊
重
さ
れ
る
神
奈
川
を

●
 国
民
健
康
保
険
の
家
族
数
加
算
（
均
等
割
）
や
後
期
高
齢
者
医
療
の
特
例
軽
減

廃
止
に
よ
る
負
担
増
に
対
す
る
県
独
自
の
負
担
軽
減
実
施

●
待
機
者
解
消
め
ざ
し
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
増
設

●
 ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
の
実
現
、
障
が
い
者
、
LG
BT
は
じ
め
、
誰
も
が
尊
重
さ
れ

自
分
ら
し
く
生
き
ら
れ
る
よ
う
全
力
支
援

　
　
　
　
　
   
誰
の
子
ど
も
も
こ
ろ
さ
せ
な
い

●
県
民
の
命
を
守
る
立
場
か
ら
、
安
倍
政
権
に
よ
る
9
条
改
憲
N
O

●
世
界
と
連
帯
し
、
核
兵
器
廃
絶
と
憲
法
に
基
づ
く
平
和
の
実
現

●
米
軍
基
地
の
撤
去
、
空
母
の
母
港
化
拒
否
を
国
に
求
め
、
平
和
都
市
へ
の
転
換
を

み
な
さ
ん
、ご
存
知
で
す
か
？

神
奈
川
県
は
…

中
学
校

給
食
実
施
率
▶ ▶

▶ ▶

一
人
あ
た
り
の

老
人
福
祉
費

一
人
あ
た
り
の

教
育
費

子
ど
も
の
医
療
費
助
成

沖
縄
に
次
ぐ
米
軍
基
地
集
中
県

中
小
企
業
対
策

と
し
て
の
商
工
費

就
学
前
ま
で

現
知
事
は
消
費
税
増
税
を
容
認

東
京
→
15
歳
年
度
末
ま
で

静
岡
→
18
歳
年
度
末
ま
で

47
位

45
位

47
位

46
位

市
町
村
へ
の
給
食
施
設
補
助
を
実
施
せ
ず

現
知
事
「（
小
児
医
療
費
助
成
の
）
補
助
対
象
年
齢
の
引
き
上
げ
は
考
え
て
い
な
い
」

少
人
数
学
級
へ
の
県
独
自
の
予
算
な
し

（
全
国
42
の
都
道
府
県
で
は
独
自
予
算
）

渉
外
知
事
会
の
会
長
だ
が
米
軍
基
地
を
容
認

大
企
業
に
は
優
遇
61
0億
円
（
総
額
）

日
産
自
動
車
に
10
4億
円
、武
田
薬
品
75
億
円

「
消
費
税
の
引
き
上
げ
は
必
要
不
可
欠
」

県
民
に
冷
た
い
現
知
事

全 国
全 国

全 国
全 国

き し ま き こ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
無
所
属

よ
こ
す
か・
み
うら
市
民
連
合
推
せ
ん

日
本
共
産
党
推
せ
ん

選
挙
公
報
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岸 牧子よこすか・みうら市民連合推薦
日本共産党推薦

きし
まきこ

「誰一人とりのこさない」
 神奈川へ。
子どもたちのために
　小児医療費18歳まで無料・
　中学校給食実施・待機児童解消
未来に希望の持てる
　中小企業支援・カジノ反対
誰もが尊重される
　特別養護老人ホーム増設・あらゆる
　人権の尊重
誰の子どももころさせない
　憲法 9条改憲ＮＯ・米軍基地撤去

県
知
事
候
補

新聞広告
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平和で明るい神奈川県政をつくる会 

1983 年 1 月 24 日 確認 

2006 年 4 月 19 日 改正 

2014 年 4 月 18 日 改正 

１．名 称 

  平和で明るい神奈川県政をつくる会（略称：明るい県政をつくる会） 

２．目 的 

  この会は、1975 年に革新・民主の県政を実現させた神奈川県民の願いと運動を継

承する。そして今、構造改革路線と新自由主義に基づく県政の下で従来の保守・革

新の立場をこえて、憲法を擁護し地方自治の本旨に基づいた県政への転換が求めら

れている。 

  このような県民の願いと期待にこたえ、広範な県民諸階層、諸団体との幅広い共

同を追求し、民主県政を実現することを目的とする。 

３．構 成 

 会の趣旨、目的に賛同する団体及び個人で構成する。 

４．体制・機関と役員 

  ・代表者会議  会の最高機関で、参加団体の代表者・代表委員と幹事会及び事

務局で構成する。 

  ・代表委員会  代表委員によって構成し、代表者会議、幹事会に必要な助言を

行う。 

  ・幹 事 会  代表者会議に次ぐ議決機関とし、幹事により構成し、主要議題

の提起・方針策定などに当たる。 

  ・事務局会議  幹事会の互選による事務局団体で構成し、方針・課題等の具体

化を図る。 

５．運 営 

  全会一致によることとする。 

６．財 政 

  参加団体・個人の分担金及び寄付金、事業収入などとする。 

  分担金は、団体 1 口 1 万円、個人 3 千円とする。 

７．活動内容 

  目的達成にむけた啓蒙・宣伝・対話活動、共同行動のよびかけ、要請行動等その

他必要な活動。 
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〒231－0062　横浜市中区桜木町３－９
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